




 

は じ め に 

 

グローバル化した現代においては、いかなる産業も激しい国際競争の中で活動を行って

いるところであるが、海運、造船、港湾、海洋開発等の海事産業についても、同様に激し

い国際競争に晒されていることは言うまでもない。 

我が国は、平成 19 年に海洋基本法を制定し、新たな海洋立国の実現を目指すこととして

いるが、これを達成するためにも、海事産業の基盤はより強固なものとなることが求めら

れる。激しい国際競争が繰り広げられている中、我が国海事産業の基盤を確たるものとす

るには、産業界のみでなく、学界や官界も含めた総体として、我が国の国際海事社会にお

ける基盤強化を図っていかなければならない。 

当財団では、平成 19 年度及び 20 年度に、世界における海事産業の変革ビジョンに関す

る調査研究事業を実施し、2050 年における世界の海上荷動き量等の試算を行うとともに、

海事産業が今後どのような取り組みを行っていくべきかを検討し、平成 21 年度前半に、海

事産業に向けた提言をとりまとめた。この提言は我が国の海事産業の今後の取り組みにつ

いて大まかな方向性を示したものであるが、国際競争力の強化の観点からは、アジア市場

の取り込み、高度な技術力を活かした地球温暖化問題への対応、アジアにおけるマリタイ

ムセンター化などの必要性を説いた。 

本調査研究では、我が国と世界の主要海事国の海事産業の力をデータに基づき客観的に

評価することを試みた。さらに、同評価を踏まえて、激しい国際競争に晒されている我が

国海事産業の基盤を強化するために必要となる取り組みについてとりまとめた。 

本調査研究の結果が、我が国の海事産業のより一層の発展に役立てば幸いである。 

最後に、調査研究委員会の委員長として熱心、かつ、適切なご指導を賜った大和裕幸東

京大学大学院新領域創成科学研究科長をはじめとする委員各位及び関係者の皆様に深くお

礼申し上げる。 
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附録 1 海事力に関する調査分析結果 

  

附録 2 関連情報 

（1） 日本の主な海事関係団体 

（2） 日本における戦略会議の例 

（3） 日本に所在する国際機関 

（4） 日本が関係する海事に関する国際連携の例 

（5） 欧州における研究開発 

 



 

1．調査研究の目的 

我が国海事産業は、これまで日本の経済発展を支えてきている重要な産業である。また、

我が国海事産業自体も、日本経済の成長に支えられてその産業基盤を確立してきた。すな

わち、我が国海運業は、日本経済が必要とする国際海上貿易の大部分を担うことで大きく

発展してきたし、また、我が国造船業は、この我が国海運業を支えるべく良質な船舶の大

量供給を行うことで大きく発展してきた。港湾関連産業の発展についても、日本経済が必

要とする膨大な量の国際海上貿易の存在があったからこそである。 

しかしながら、昨今のグローバル化の進展、新興国の台頭等世界が大きく変化してきて

いる状況を考えると、これまでの延長上では、我が国海事産業の維持・発展を確保するこ

とは困難になってきている。我が国海事産業は、日本市場への大きな依存から、世界市場

へのより一層の進出が必要になってくるものと思われる。 

平成19年には海洋基本法が制定され、「新たな海洋立国を実現することが重要」と謳っ

ており、この観点からも、我が国海事産業は健全な発展を遂げなければならず、世界の変

化を踏まえた、今後の海事産業のあり方が検討されなければならない。 

また、世界的にも群を抜く規模及び質で海事産業が発展を遂げてきた結果、現在、我が

国には膨大な量の海事に関する知識、経験等の蓄積がある。これを維持し、次世代に引き

継いでいくことも、我が国海事関係者の重要な使命である。 

以上の状況を踏まえ、本調査研究では、我が国海事産業がより発展していくためには何

を行うべきかについて大まかな方向性を整理することを目的とした。 

 

 

2．調査研究の方法 

 当財団内に、「海事産業の国際競争力強化に関する調査研究委員会」（委員長：大和裕幸

東京大学大学院新領域創成科学研究科長）を設置し、以下の検討を行った。 

 

2.1 海事力に関する調査分析 

 日本と世界の主要海事国の海事産業の力（「海事力」）をデータに基づき評価し、我が国

海事産業の「強み」と「弱み」を分析した。調査分析の手法は以下のとおり。 

 

2.1.1 調査分析の方法 

 既存の各種統計資料等からデータを抽出し、多岐にわたる視点から定量的に分析した。

また、定量的な分析がなじまない事項については、事例研究的に分析を行った。 

 

－ 1 －



 

2.1.2 調査分析の対象国 

 日本、アジア（中国、韓国、シンガポール）、ヨーロッパ（イギリス、ノルウェー、ドイ

ツ、デンマーク）の 8 ヶ国。なお、調査の項目によっては、必要に応じ、他の国を調査対

象国に加えた。 

 

2.1.3 調査分析の分野 

 海運（外航海運）、造船（含む舶用工業）、港湾、海洋開発の 4分野及び共通関連項目。 

 

2.2 我が国の国際海事社会における基盤強化に向けた要検討事項に関する検討 

 上記の「海事力に関する調査分析」の結果を踏まえ、「我が国海事社会の特徴」を捉えた

上で、「我が国海事産業の基盤強化のための方向性」を設定し、その方向性をとっていくた

めに必要なことを「行うべき取り組み」としてまとめた。また、この「行うべき取り組み」

の具体化の例を、最後に掲載した。 
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3．海事力に関する調査分析結果 

3.1 海運 

 図 1 には、海運に係る調査結果を示す。ここでは、各調査項目が最大であった国の値を

100 とし、その他の国ついてはそれに対する割合を示した。 

 付加価値及びオペレータ数から見てとれるように、海運業の規模は日本が圧倒的に大き

い。日本海運は伝統的に国内マーケットに依存してきたものの、今後も国内経済の緩やか

な成長と日本企業の海外における製造拠点の増加に伴う 3 国間輸送の増加を背景に、海運

業における日本の規模は今後も維持、または増大傾向にあるものと思料される。 

 一方で、船籍に示される税制や適用ルール等及び船員ソースといった海運業のインフラ

については、現状での早急な改善は不可能な状況にあり、海外調達にて対応している。海

運業は労働集約型業種（邦船社 1 社の船員数は 2 万人を超える）でありながら、他の国内

業種と比しても、唯一その労働力を国外マーケットに求めることが可能という特殊な事情

にある。これにより、産業インフラの脆弱性が希薄化されている。 

 また、船籍（それに関わる要員を含む）についてもそれを国外に求めることができると

いう、特殊な形態である。これは、国内のマーケットに一定規模支えられているというメ

リットがある一方で、その業務は常にグローバルなマーケットにある中で、コスト競争力

が大きな評価基準とされる。この場合、長期経済活動の中では、コスト依存による業務の

継続は常に不安定な要素となり得る。 
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※各項目の最大を 100とし、それに対する割合を表示 

図 1 海運の競争力に係る対象項目間比較 

－ 3 －



 

3.2 造船 

 図 2 には、造船に係る調査結果を示す。ここでは、各調査項目が最大であった国の値を

100 とし、その他の国ついてはそれに対する割合を示した。 

 現状、世界商船隊の造船実績では、我が国が圧倒的な地位を占めており、造船・舶用機

器に関する特許出願数や国際論文数等についても世界的水準にある。 

 一方で、近年は韓国及び中国が造船業へ積極的に参画してきたことにより、我が国の建

造量は 2007 年頃から両国の後塵を拝している。これは、建造量という点で、従来の造船業

の宿命とも言える労働集約型ビジネスモデルについていけなくなったことに起因する。特

に、本邦では少子化や職業選択の多様性等から労働人口の減少が急速に進んだことにより、

建造コストに大きく関係する労働コストが競争力を失った。 

 また、ディーゼル機関については、世界の 80%を Man B&W（デンマーク）が占めてい

ることが示すように、我が国の造船所は船舶の心臓部を外国ライセンスに依存している。 

 さらには、高付加価値（高船価）と言われる海洋開発関連の船舶・構造物では、韓国・

中国・シンガポールといったアジア諸国に、またそれに係る機器の研究開発ではイギリス・

ドイツ・ノルウェーといったヨーロッパ諸国に後れをとっている。 
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※各項目の最大を 100とし、それに対する割合を表示 

図 2 造船の競争力に係る対象項目間比較（2000～2009 年） 
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3.3 港湾 

 図 3 には、港湾に係る調査結果を示す。ここでは、各調査項目が最大であった国の値を

100 とし、その他の国ついてはそれに対する割合を示した。 

 我が国の整備された港湾の数とその延長については、過去に神戸等の主要港湾が世界の

海上物流で高い地位を占めていた頃の名残であり、現在ではそれらが生かされているとは

言い難い。これは 2008 年現在、国内最多のコンテナ貨物取扱港である東京が、世界では

24 位に甘んじていることからも明白である。 

 現状では、1 バースあたりのコンテナ取扱個数ではシンガポールが、国際論文数の点では

イギリスが高い地位を占めるものの、総合的には中国の存在が圧倒的に大きい。これは、

世界の生産工場として、アジアの中でも中国が突出していることに起因する。 

 なお、港湾の利便性に関して、我が国の場合、荷役作業の 24時間化が一部の港湾に留ま

っていること、ゲート通過時間帯が限定されていることなど、シンガポール港との相違に

留意する必要がある。 
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※各項目の最大を 100とし、それに対する割合を表示 

図 3 港湾の競争力に係る対象項目間比較 
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3.4 海洋開発 

 図 4 には、海洋開発に係る調査結果を示した。ここでは、各調査項目が最大であった国

の値を 100 とし、その他の国ついてはそれに対する割合を示した。 

 ドリルシップを含む海洋・海上構造物といった高付加価の製品について、特に FSO/FPSO

の建造については、我が国は多くの実績を有している。しかし、これらの大半は 20 年以上

前に建造されたものがほとんどであり、近年は中国・韓国・シンガポールといったアジア

諸国にその生産拠点が移行している。この点については、造船と同様に労働コストに係る

問題の存在が考えられる。 

 一方で海洋開発に係る国際論文数では非常に実績が高く、研究は盛んであることが伺え

る。これは JAMSTEC の大きな予算と多くの研究者によっても示されており、国家として

の積極的な取り組みの表れであると言える。しかし、深海掘削船「ちきゅう」のデータが

示すとおり、世界トップレベルの掘削に係る技術及び機器については、その大半をアメリ

カとノルウェーに頼っているのが現状である。両国はこれまでに培った海底油田開発での

ノウハウを製品にまで昇華させることにより、業界でも大きなシェアを占めている。 
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※各項目の最大を 100とし、それに対する割合を表示 

図 4 リグ・FPSO・ドリルシップの建造及びオペレータ国 

（論文以外は 2000～2009 年のデータ） 
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3.5 国際交渉 

 図 5 には、国際交渉に関し、国際海事機関（IMO）での議案提案数の分析に係る調査結

果を示す。ここでは、各調査項目が最大であった国の値を 100 とし、その他の国ついては

それに対する割合を示した。 

 IMO における議案の提案数は、日本とヨーロッパ諸国の割合が高く、本邦からも多くの

議題が提案されている。特に我が国からの提案については、MSC 及び MEPC の両委員会

並びに FP、DE 等の小委員会への技術的な事項については活躍が目立つが、他の分野に関

しては提案数が比較的少ない。さらに MSC 及び MEPC の両委員会における作業計画の提

案については、我が国を含むアジア諸国に比べ、ヨーロッパ諸国の提案が圧倒的に多い。 

 さらに、IMO 関連の NGO 団体の所在地については、イギリスを中心としたヨーロッパ

諸国に置くところが圧倒的に多い。 

 これらは、世界の海事社会の政策・情報の発信地が、未だ伝統的な海運国を要するヨー

ロッパを中心として形成されていることを示すものである。 
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※各項目の最大を 100とし、それに対する割合を表示 

※WPとは「作業計画」を示す。 

図 5 国際交渉（IMO での議案提案数）の競争力に係る対象項目間比較 
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4.我が国の国際海事社会における基盤強化に向けた要検討事項 

 

4.1 我が国海事産業の発展のために必要な取り組み 

 

4.1.1 我が国海事産業の特徴 

 上記 3．の「海事力に関する調査分析結果」でも示したとおり、我が国海事産業の特徴は

以下のとおりといえる。 

 

4.1.1.1 海運産業 

 世界的にも高水準の付加価値率を有しているが、国際海上輸送に関する日本経済の

大規模な需要が存在していること、付加価値には人件費が含まれていることに留意す

る必要がある。また、労働力である船員については、海外の労働市場マーケットに大

きく依存している。 

 

4.1.1.2 造船産業 

 世界的な水準の船舶建造能力及び付加価値率を有しているが、日本の海運産業によ

る新造船需要が世界的に見て高水準で存在していること、付加価値には人件費が含ま

れていることに留意する必要がある。しかしながら、かつて LNG 船の建造についてみ

られたような、世界のマーケットを席捲する高付加価値商品は現在見られない。 

 

4.1.1.3 港湾産業 

 経済大国である日本市場が有する大規模な海上貿易需要を背景に港湾の規模が拡大

してきた。しかしながら、港湾設備は全国に分散しており、特にコンテナ取扱量につ

いては、中国、シンガポール等の世界的に高水準のコンテナ取扱量を有するものとの

差は極めて著しい。。 

 

4.1.1.4 海洋開発産業 

 海洋観測や調査に関して世界的に高い水準を有する。一方、海洋資源開発について

は、我が国周辺海域で海底油田等の開発案件があまりなかったことから、具体的な取

り組み事例に乏しく、これに関する技術開発もあまり旺盛ではない。 

 

4.1.2 我が国海事産業の基盤強化のための方向性 

 我が国は、海洋基本法において「新たな海洋立国を実現することが重要」と謳っている

が、我が国海洋産業の中核である海事産業が社会的にも経済的にも重要な産業であること

が、「新たな海洋立国を実現」のため必要不可欠であると考える。このため、我が国海事産
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業の産業基盤をより強固なものとすることが求められるが、上記 4.1.1 に掲げた我が国海事

産業の特徴を踏まえると、分野ごとに、以下の方向性の取り組みが必要であろうと考えら

れる。なお、世界経済のグローバル化に伴い、海事産業の事業活動についてより一層の国

際化（マーケット、活動拠点等の国際化）が必要になってくると考えられる。 

 

4.1.2.1 海運産業 

 現在の事業展開を維持していくため、船員の安定的な確保及び質の向上が必要であ

り、現在我が国商船隊に乗船している船員の主たる供給国であるアジア諸国等との関

係を良好に保つとともに、これら諸国における質の高い船員の育成に関する貢献を行

っていくべきである。 

 また、従来からの「海上運送業」であるビジネスモデルに加え、海洋開発等新たな

知見及び技術が必要であり、かつ、国内の海事クラスターあるいは先端技術クラスタ

ーの協力が得られ、さらに、他の諸国が容易に参入できない分野への展開、すなわち、

知識集約型ビジネスモデルの展開を図るべきである。 

 

4.1.2.2 造船産業 

 従来からの高効率生産システムを開発しながらの貨物船建造に加え、海洋開発等新

たな知見及び技術が必要であり、かつ、国内の海事クラスターあるいは先端技術クラ

スターの協力が得られ、さらに、他の諸国が容易に参入できない分野への展開、すな

わち、知識集約型ビジネスモデルの展開を図るべきである。 

 また、貨物船の建造においても、企画、設計等は我が国において実施し、生産活動の

一部はアジア等の海外において実施するなど、知識集約型の生産体制の構築を目指すべ

きである。 

 さらに、船舶の安全・環境規則に関する国際交渉においては、アジアの造船国と立

場を同じくすることも多い。このため、アジア諸国との連携の構築を目指すべきであ

る。 

 

4.1.2.3 港湾産業 

 より一層のコスト競争力の強化、利便性の向上を図っていくべきである。コンテナ

取り扱いについては特にアジア諸港でターミナルの巨大化が進んでいる。それはアジ

ア諸国の経済発展が本来の機動力を取り戻したからに他ならない。それをわが国の海

上荷動きの相対的シェア低下と捉えるか、それともアジアを中心とした物流について

新たな好機の到来と捉えるか、港湾関係者の創意工夫によるところが大である。また、

港湾のオペレーションについては、国内港湾を中心にした実績により、相当のノウハ

ウが蓄積されていると考えられるところ、この港湾オペレーションのノウハウを活用

しての海外進出も視野に入れた知識集約型ビジネスモデルの展開を図るべきである。 
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4.1.2.4 海洋開発産業 

 海洋観測や調査に関しては世界最高水準を維持するためより一層の充実を図るべき

である。 

 一方、海洋エネルギー・資源開発に関しては、我が国排他的経済水域内の海洋エネ

ルギーや海洋資源の開発について、商業プロジェクトにつながる具体的なテーマを設

定し、海運産業及び造船産業を含めた海事クラスター及び先端技術クラスターが結集

して、国民的合意のもと、官民共同のプロジェクトを推進すべきである（海洋開発へ

の取り組みは、海運産業及び造船産業にとって、「知識集約型ビジネスモデル」の展開

を図る格好のテーマであるといえる。）。 

 

4.1.3 行うべき取り組み 

 上記 4.1.2 の「我が国海事産業の基盤強化のための方向性」を具体化するため、以下の取

り組みが必要であると考えられる。また、海事産業の事業活動のより一層の国際化につい

ても、各事業者において指向されるべきと考えられる。 

 

4.1.3.1 「知識集約型ビジネスモデル」の展開 

 我が国海事産業は、従来からの事業に加え、「知識集約型ビジネスモデル」の展開に

積極的に取り組むべきであり、この取り組みを促進するためのメカニズム（「知識集約

型ビジネスモデル促進メカニズム」）を構築すべきである。 

 「知識集約型ビジネスモデル促進メカニズム」の構築にあたっては、海事関係者に

よる合意形成はもちろんのこと、日本経済への海事産業の貢献等我が国における海事

産業の重要性に関する国民的合意形成を図りつつ、情報収集、テーマ（海洋開発等）

選定、技術開発への取り組み方策、資金・人材の調達等に係る枠組み等の戦略を策定

すべきである。特に人材に関しては、海事産業に関する知識・経験を有する人材の育

成、単一の分野のみでなくシステム構築やプロジェクト企画・実施等の必要となる複

合的な視点を有する人材の育成、他分野における優秀な人材の活用等を適切に行って

いくことが重要である。 

 

4.1.3.2 アジアにおける連携の強化 

 海運、造船とも今後のビジネス展開はアジアとの連携がより重要であり、また、船

舶の安全・環境規則に関する国際交渉においては、アジアの造船国と立場を同じくす

ることも多く、このため、アジア諸国との連携の強化が重要である。また、「知識集約

型ビジネスモデル」の展開を図るに際しても、アジアの情報、人材等の有効活用を視

野に入れるべきである。 

 このため、アジアとの連携を強化するためのメカニズム（「アジア連携メカニズム」）

を構築すべきである。この「アジア連携メカニズム」の構築にあたっては、「我が国な

－ 10 －



 

らではの国際貢献を発揮」することが重要であるが、我が国は、アジアで海事に関す

る最も豊富な経験を有する国として、これまで蓄積してきたノウハウを基にした、調

査、研究、国際交渉、人材育成等の国際貢献を行うことが望ましいと考えられる。 

 

4.2 我が国の国際海事社会における基盤強化に向けた取り組みの具体化に向

けて 

 

4.2.1 関連情報 

 「知識集約型ビジネスモデル促進メカニズム」及び「アジア連携メカニズム」の構築の具

体化を考えるにあたり、産業の戦略検討に関連する情報として、「日本における主な海事関係

団体」及び「日本における戦略会議の例」、また、国際連携の観点から、「我が国に所在する

国際機関」及び「我が国が関係している海事に関する国際連携の例」についてまとめた。 

 

4.2.1.1 日本における主な海事関係団体（附録 2 関連情報（1）参照） 

 我が国には、極めて多数の海事関係団体が存在するが、主なものについて、業種別

及び形態別で分類すると以下のとおりである。後述する戦略会議を常設で設置してい

るのは、これらのうち、(財)日本海事センター及び(財)日本船舶技術研究協会であり、

いずれも財団法人である。 

① 業種別 

 海運 

(財)日本海事センター 

(社)日本船主協会 

(社)日本旅客船協会 

(社)日本外航客船協会 

日本内航海運組合総連合会 

 造船 

(財)シップ・アンド・オーシャン財団（海洋政策研究財団） 

(財)日本船舶技術研究協会 

(社)日本造船工業会 

(社)日本中小型造船工業会 

(社)日本舶用工業会 

 港湾 

(社)日本港湾協会 

(社)日本港運協会 

 海洋開発 

(社)海洋産業研究会 
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② 形態別 

 財団法人 

(財)日本海事センター 

(財)シップ・アンド・オーシャン財団（海洋政策研究財団） 

(財)日本船舶技術研究協会 

 社団法人 

(社)日本船主協会 

(社)日本旅客船協会 

(社)日本外航客船協会 

(社)日本造船工業会 

(社)日本中小型造船工業会 

(社)日本舶用工業会 

(社)日本港湾協会 

(社)日本港運協会 

(社)海洋産業研究会 

 その他 

日本内航海運組合総連合会 

 

4.2.1.2 日本における戦略会議の例（附録 2 関連情報（2）参照） 

 日本における戦略会議の例をいくつか挙げたが、これらのうち常設のものは、海運

問題研究会、船舶技術戦略委員会及び海洋技術フォーラムである。海運問題研究会及

び船舶技術戦略委員会は、それぞれ、（財）日本海事センター及び（財）日本船舶技術

研究協会の事業の指針を検討する場である。また、これらの戦略会議のメンバーは、

いずれも海事関係者で構成されている。 
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表 1 日本における戦略会議の例 

名称 目的 メンバー構成 常設 or アドホック

海運問題研究会 

（㈶日本海事セ

ンター） 

日本海事センターの調査研

究及び政策提言等の事業を

適切、且つ効果的に実施する

ための意見調整の場とし、事

業の基本方針、総合戦略につ

いて審議するこことを目的

とする。 

委員長（成蹊大学）

委員 10名 

 海運業界：3名 

 学会・大学：6名

 国土交通省：1名

常設 

（年 1回開催） 

船舶技術戦略委

員会 

（㈶日本船舶技

術研究協会） 

船舶技術及び船舶に関する

基準・標準規格に関する試験

研究及び調査と、その結果の

普及を総合的・戦略的に実施

するにあたり、海事分野にお

ける研究開発、国際基準、企

画等に関する内外の技術及

び政策動向を把握し、有識者

からなる委員会を設け、これ

ら事業の指針となる事項の

審議を行う。 

委員長（海上技術安

全研究所） 

委員 12名 

 海運業界：3名 

 造船業界：4名 

 舶用工業界：1名

 学会・大学：2名

 船級・協会：1名

 国土交通省：1名

常設 

（第 1 回委員会

（2005 年 8 月 2日）

後の開催は未定） 

海洋技術フォー

ラム 

産学官、省庁横断的な取り組

みの下、我が国の海洋活動の

強化を図る。 

代表（東京大学） 

世話人 20名 

 造船業界：1名 

 学会・大学：9名

 研究所：5名 

 船級・協会：5名

常設 

（最近は 2009年 12

月 2日にシンポジウ

ムを開催） 

国土交通省成長

戦略会議 

人口が減少に転じ、急速に少

子高齢化が進展する我が国

において、将来に亘って持続

可能な国づくりを進めるた

め、自国の人材・技術力・観

光資源等の優れたリソース

を有効に活用し、国際競争力

を向上させるための成長戦

略を確立する。 

座長（武田薬品工業

㈱） 

委員 12名 

 学会・大学：3名

 その他：9名 

アドホック 

（2009年 10月から

2010 年 6 月 

2010年2月現在計8

回の会議を開催） 
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産業構造の将来

像 

～新しい時代を

「つくる」戦略～ 

（㈳日本経済団

体連合会） 

将来不安の払拭、閉塞感の打

破、雇用・生活水準に直結す

る国際競争強化に向け、5～

10 年後の産業の将来像を考

察し、中長期的に産業競争力

を強化することにより、雇

用・生活を維持していく施策

を提言。 

不明 アドホック 

（2010 年 1 月 

※約 20 年ぶりの提

言） 

＜本会議＞ 

座長（一橋大学） 

委員 10名 

 海運業界：1名 

 造船業界：3名 

 舶用工業界：1名

 学会・大学：3名

 研究所：1名 

 その他：1名 

造船産業競争戦

略会議 

（国土交通省海

事局） 

日本の造船産業（造船業及び

舶用工業）が将来も世界の造

船・海運の中心に位置するた

めの戦略を策定する。 

<舶用工業分科会> 

座長（東京大学） 

委員 7名 

 造船業界：1名 

 舶用工業界：3名

 学会・大学：2名

 研究所：1名 

アドホック 

（2002 年 6 月～

2003 年 6 月 

（本会議 7回、舶用

工業分科会 5回））

「我が国造船・舶

用工業の今後の

方針」について

-21世紀における

新たなるチャレ

ンジ－（国土交通

省海事局） 

造船業・舶用工業を取り巻く

環境変化を踏まえ、世界をリ

ードする海事・環境技術の創

出と、将来にわたり我が国造

船業・舶用工業が存立し得る

産業基盤の整備を戦略的に

推進する。 

不明 アドホック（2009

年 5 月 27 日にプレ

ス発表） 
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4.2.1.3 日本に所在する国際機関（附録 2 関連情報（3）参照） 

 外務省の公開情報では、日本にはおよそ 40 の国際機関が所在する。このうち 33 が

国連関係機関であり、8 が非国連関係機関である。これらの国際機関を分野別に見ると

下表のとおりである。開発、金融、環境、防災、エネルギー等が日本ならではの国際

機関の立地であると考えられる。また、外務省の情報には含まれていないが、日本に

は以下の海事関係国際機関がある。 

 

① 東京 MOU 事務局(Tokyo MOU Secretariat) 

� アジア太平洋地域における PSC に関する国際協力の推進 

� 1994 年 3 月設立 

� 28 の国、機関等がメンバー 

� 港区新橋(4名) 

② 国際港湾協会（IAPH: International Association of Ports and Harbors） 

� 世界の港湾の発展と港湾関係者の交流 

� 1955 年設立 

� およそ 350 の港湾管理者、政府、公共団体、協会、企業、大学等が会員 

� 港区海岸(8名) 

③ 国際海事大学連合事務局（IAMU: International Association of Maritime  

Universities） 

� 世界の海事大学のネットワーク構築及び人材育成 

� 1999 年 4 月設立 

� 50 の海事教育機関及び特別会員(日本財団) 

� 港区虎ノ門(3名) 

 

表 2 日本に所在する国際機関（外務省データをもとに作成） 

分野 国連 非国連 合計 分野 国連 非国連 合計 

開発 5 2 7 統計 1 0 1

金融 4 3 7 司法 1 0 1

人道 3 1 4 人口 1 0 1

総合 1 2 3 都市計画 1 0 1

農業 3 0 3 人材育成 1 0 1

環境 2 0 2 ボランティア 1 0 1

防災 2 0 2 観光 1 0 1

大学 2 0 2 保健 1 0 1

エネルギー 1 0 1 知財 1 0 1

労働 1 0 1 合計 33 8 41
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4.2.1.4 日本が関係する海事に関する国際連携の例（附録 2関連情報（4）参照） 

 海運業界、造船業界、船員育成及び海事行政のそれぞれについて、アジアを舞台と

した国際連携の枠組が確立しているか、あるいは確立に向けた取り組みが行われてい

る。これらのいずれについても、我が国がイニシアティブをとっている。 

 

表 3 日本が関係する海事に関する国際連携の例 

名称 目的 メンバー構成 開催・立案の頻度

Asian 

Shipowners' 

Forum （ASF）

（アジア地域の海

運） 

アジア地域における船

主間の相互信頼を一層

密化させ、アジア海運

の共存共栄を図る。 

ア ジ ア 船 主 協 会 と

FASA 

（アジア船主協会：イ

ンド、オーストラリア、

韓国、台湾、中国、日

本、香港） 

（FASA：インドネシ

ア、シンガポール、タ

イ、フィリピン、ベト

ナム、マレーシア、ミ

ャンマー） 

 

事務局はシンガポール

に所在 

（現事務局長は日本

人） 

少なくとも年 1

回 

（最近は 2009年

9 月に SNEC 委

員会が開催） 

Asian 

Shipbuilding 

Exper's Forum

（ASEF） 

（アジア地域の造

船） 

国際規則の強化に対応

するため、アジア地域

の造船業界が船舶に係

る国際規則や基準の動

向を早い段階で察知

し、意見交換を通じて

共通の理解を得るとと

もに、そこで交わされ

た意見や対応策を国際

的に発信し、造船産業

全体の発展に繋げる。

日 本 造 船 工 業 会

（SAJ）、韓国造船工

業会（KOSHIPA）、

中国船舶工業行業会

（CANSI）が主催 

㈶日本船舶技術研究協

会（JSTRA）が事務局

少なくとも年 1

回 

（最近は 2009年

12 月に CANSI

と CSNAME（中

国造船工程学会）

が主催し、SAJ

と KOSHIPA が

サ ポ ー ト 、

JSTRA が 事 務

局） 
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アジア海事フォー

ラム 

（アジア地域の海

事当局） 

アジア地域の IMO 理

事国の海事政策実務担

当者による意見交換。

アジア地域の IMO 理

事国 

（インド、インドネシ

ア、韓国、シンガポー

ル、タイ、中国、日本、

バングラデシュ、フィ

リピン、マレーシア）

年 1回 

（ 2010 年が初

回） 

アジア海事センタ

ー構想 

（アジア地域の船

員養成） 

日本商船隊に乗り込む

船員に対し、彼らの資

質向上に向けた教育訓

練を施すことにより、

日本商船隊の安定輸送

体制の確立に向け、官

労使で取り組むことを

目指す。 

全日本海員組合と中

国、フィリピン、ベト

ナム各国の組合 

（ASEAN 諸国の充実

に向け、更なる連携を

推進中） 

継続的に推進 

 

4.2.2 具体化に向けた取り組み 

 「『知識集約型ビジネスモデル促進メカニズム』の構築」及び「『アジア連携メカニズム』

の構築」の具体化にあたっては、4.2.1 で示した関連情報を踏まえ、既存の枠組みとの重複

を避けつつ、効果的かつ効率的な手段をとることが必要であるが、いくつかのイメージを

以下に例として挙げる。 

 

4.2.2.1 「知識集約型ビジネスモデル促進メカニズム」の構築 

① 「日本海事戦略会議」(仮称)の設置 

 海事関係者及び荷主を含む産業界からの参加のもと、海事に関する政策動向等

を踏まえ、海事産業が取り組むべき方策について検討する「日本海事戦略会議」(仮

称)を設置する。同会議における検討事項に、「知識集約型ビジネスモデル促進メカ

ニズム」の構築に関する戦略策定を含むこととし、この戦略策定にあたっては、

以下の事項が検討されるべきと考える。 

� 知識集約型に必要な情報収集のあり方 

� 海事クラスター及び先端技術クラスター等が共同して取り組むべき知識集約

型ビジネスモデルのテーマ（海洋開発等）の例示と選定方法 

� 「知識集約型ビジネスモデル」の展開に必要な海事産業の技術開発への取り

組み方策 

� 「知識集約型ビジネスモデル」の展開に必要な資金・人材の調達等に係る枠

組み（附録 2関連情報（5）欧州における研究開発参照） 
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② 日本の海事産業を考えるフォーラムの開催 

 我が国における海事産業の意義及び方向性について、広く国民的合意を形成す

るため、多数の国民参加によるフォーラムを開催する。 

 

4.2.2.2 「アジア連携メカニズム」の構築 

① 「国際海事センター」(仮称)の設置 

 「我が国ならではの国際貢献を発揮する場」として新たな国際組織を構築する

ことが考えられる。この新たな国際組織の機能としては以下のものが考えられる。 

� 政策提言の策定 

・ルール策定等に関する国際海事社会への提言 

なお、提言につながる研究テーマ例は次のものが考えられる。 

� 海事制度の枠組み（旗国主義問題等） 

� 海事条約の確実な履行促進 

� 国際航路の通航問題（北極海航路等） 

� 海運と地球温暖化 

� 海事に関する CSR 

� クォリティシッピング 

� 海事に関する技術開発 

� 船員不足対応、等 

� 海事情報の集積 

・情報の収集、分析、発信 

・アジアを中心とした情報ネットワーク 

� 人的交流の促進 

・人材育成 

・国際会議、イベント開催 

 

② 既存の海事関係団体等のネットワーク化 

 我が国には、海事関係団体が多数存在することから、新たな組織を設置するの

でなく、既存の組織を効果的にネットワーク化することにより、「アジア連携メカ

ニズム」を構築することも可能と考えられる。 
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お わ り に 

 

 我が国の海事力について、データに基づき客観的に国際的な比較分析を行うという試み

は、他にあまり例がないと思われる。とはいえ、我が国の海事力をつまびらかにするのは

容易ではなく、使用したデータの種類、分析内容について、多くのご批判があろうと思わ

れる。 

 限られた資源及び時間の中で行った今回の比較分析でも、我が国海事産業の強みや弱み

が多々浮き彫りになった。海運、造船は、世界的に見ても極めて高い水準の産業力を有し

ている。海洋観測・調査についても然りである。港湾についても、国全体としては相当程

度の港湾設備投資が行われてきている。一方、自国船員の割合、造船の付加価値の傾向、

海洋資源開発への参画の状況等に関する他国との比較から、グローバルな労働力調達の安

定化等のための国際連携の重要性とともに、より付加価値の高い事業への取り組みの必要

性が浮かび上がってきた。 

 このため、本調査研究では、我が国海事産業の基盤強化のためには、「『知識集約型ビジ

ネスモデル』の展開を促進するためのメカニズムの構築」及び「アジアとの連携を強化す

るためのメカニズムの構築」が必要ではないかとの問題提起を行った。これをどのように

具体化するかについては、本文中にいくつかの例を挙げているものの、さらなる検討が必

要である。 

 本調査研究の結果が将来の我が国海事産業のより一層の発展に少しでも役立つことを願

う次第である。 
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1 海運 

1.1 海運の国際競争力 

2009 年 11 月現在、Lloyd’s Register - Fairplay（以下、LRF という）には 2,000GT 以上

の船舶が 34,906 隻（1950 年以前に完工した 32 隻及び竣工時期が不明な 1 隻を除く）が登録

されている。 

世界商船隊の GT 階級別割合を図 1.1.1に、船種別割合を図 1.1.2にそれぞれ示す。 

なお、本調査においては、LRF に登録されたデータから参考資料に示す「Tanker」、「Bulk 

Carrier」及び「Dry Cargo/Passenger」の 3 カテゴリーを対象とした 

 

25.3%

16.8%
44.0%

10.9%

1.4% 1.6%
0.0%

2,000～5,000

5,001～10,000

10,001～50,000

50,001～100,000

100,001～150,000

150,001～200,000

200,001～

 
（World Shipping Encychlopedia, Lloyd’s Register - Fairplay, Nov. 2009） 

図 1.1.1 世界商船隊の GT 階級別割合 
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（World Shipping Encychlopedia, Lloyd’s Register - Fairplay, Nov. 2009） 

図 1.1.2 世界商船隊の船種別割合 
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1.1.1 船籍 

調査対象国に籍を置く船舶隻数を図 1.1.3に示す。また、参考として、FOC 国（32 ヶ国）

に籍を置く船舶隻数を表 1.1.1に、本調査対象国の主要第 2 船籍国に籍を置く船舶隻数を表 

1.1.2に示す。 

対象 8 ヶ国のみを船籍国とする船舶は、合計 5,440 隻あった。これに第 2 船籍国を含める

と、合計 9,526 隻となる。ここで各国の第 2 船籍国は以下の国とした。 

� イギリス：Antigua & Barbuda, Isle of Man, Malta, Cayman Islands, Gibraltar 

� ドイツ：German International Ship Register (GIS) 

� ノルウェー：Norwegian International Register 

� デンマーク：Danish International Register 

 

調査対象国のみでは中国が 1,725 隻と最多であるのに対して、第 2 船籍を含む全体ではイ

ギリスが 3,876 隻と最多になる。 

地域別では、アジア 4 ヶ国が 4,317 隻であり、ヨーロッパ 4 ヶ国は調査対象国のみで 1,123

隻、第 2 船籍国を含むと 5,209 隻となる。 

また、10,000GT 以上の船舶に限定した場合、対象国を船籍国とする船舶は 3,051 隻であ

る。そのうち、近年、税制優遇処置により登録隻数を増やしているシンガポールが 950 隻

と最多になった。 
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（World Shipping Encychlopedia, Lloyd’s Register – Fairplay, Nov. 2009） 

図 1.1.3 商船の船籍 
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表 1.1.1 商船の船籍（FOC 国） 

10,000GT以上 10,000GT未満 合計

 Antigua and Barbuda 260 866 1,126

Bahamas 946 301 1,247

Barbados 20 51 71

Belize 29 97 126

Bermuda (UK) 137 7 144

Bolivia 1 9 10

Burma 0 0 0

Cambodia 22 343 365

Cayman Islands 85 24 109

Comoros 16 111 127

Cyprus 619 302 921

Equatorial Guinea 0 0 0

French International Ship Register (FIS) 74 21 95

German International Ship Register (GIS) 0 0 0

Georgia 8 120 128

Gibraltar (UK) 49 198 247

Honduras 5 37 42

Jamaica 8 19 27

Lebanon 1 17 18

Liberia 2,168 342 2,510

Malta 961 601 1,562

Marshall Islands (USA) 1,090 251 1,341

Mauritius 0 3 3

Mongolia 36 39 75

Netherlands Antilles 31 77 108

North Korea 23 84 107

Panama 4,557 1,932 6,489

Sao Tome and Principe 0 2 2

St Vincent 198 225 423

Sri Lanka 9 14 23

Tonga 1 8 9

Vanuatu 46 6 52

合計 11,400 6,107 17,507  
（World Shipping Encychlopedia, Lloyd’s Register – Fairplay, Nov. 2009） 

 

表 1.1.2 商船の船籍（主要第 2 船籍国） 

10,000GT以上 10,000GT未満 合計

Isla of Man 168 118 286

Norwegian International Register 358 124 482

Danish International Register 210 64 274  
（World Shipping Encychlopedia, Lloyd’s Register – Fairplay, Nov. 2009） 

 

1.1.2 オペレータ所在地 

調査対象国に所在地を置くオペレータが運航する船舶隻数を図 1.1.4に示す。 

オペレータの所在地が調査対象国にある船舶は計 14,170 隻であった。そのうち、日本が

3,126 隻と最多であり、中国の 2,820 隻、ドイツの 1,990 隻と続く。 

地域別でみると、アジア 4 ヶ国が計 8,738 隻、ヨーロッパ 4 ヶ国が 5,432 隻であった。 

また、船型を 10,000GT 以上に限定した場合でも、これらの傾向は同様であった。 
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（World Shipping Encychlopedia, Lloyd’s Register – Fairplay, Nov. 2009） 

図 1.1.4 オペレータの所在地別船舶隻数 

1.1.3 船員数 

2005年に出版された BIMCO/ISF Manpower 2005 Update では、世界の商船船員が 118.7

万人とされている。このうち、職員は 46.6 万人、部員は 72.1 万人とされている。 

調査対象 8 ヶ国の商船に乗り込む船員数を図 1.1.5に示す。但し、同調査は 500GT 以上の

船舶に乗り込む船員を対象とした調査であることに注意を要する。 

職員及び部員は、ともに中国が突出しており、特に部員では 8 万人近くに達する。それ以

外の国では、職員、部員ともに、すべての対象国で 1.5 万人を下回り、シンガポールにおい

ては 1千人を下回る。 

また、各国の人口に対する船員数の割合を図 1.1.6に示す。 

船員が最も多かった中国の場合、人口に対する船員数は職員、部員ともに 0.02%未満であ

る。一方で、船員の絶対数は少なかったノルウェー及びデンマークについては、その人口

比は他の調査対象国に比べ大きく、ノルウェーに関しては職員、部員ともに 0.15%を超え

る。 
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（BIMCO/ISF Manpower 2005 Update） 

図 1.1.5 商船に乗り込む船員数（職員・部員） 
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（船員数：BIMCO/ISF Manpower 2005 Update） 

（人口：World Population Prospects（United Nations）の 2005年値） 

図 1.1.6 各国人口に対する船員数の割合（職員・部員） 

 

1.1.4 海運に係る付加価値 

OECD が発表するデータのうち、2000～2005 年の各国の海運に係る付加価値（Value 

Added）を示す。ここでの付加価値とは、製品・サービス等の純生産額から原材料費や機械

設備費等の中間投入額を差し引いたものであり、人件費や利潤等が含まれるものである。 

調査対象は、Water Transport（C61）のデータとした。同データは現在の各国通貨で算

出されていることから、IRS（Internal Reenue Service）が公表する為替の各年平均で米ド

ル換算した。 

但し、韓国はデータが非公表であることと、OECD の統計データであるため、本調査対象

国のうち中国とシンガポールについてはデータが存在しないことから、調査の対象外とし

た。 

集計結果は図 1.1.7に示すとおりである。 

付加価値が最も高かったのは日本であり、調査対象期間中は概ね 200 億ドル以上であり、

2005 年にかけて増加傾向にある。その他のヨーロッパ諸国は、同様な増減傾向を示してお

り、その中でもドイツの付加価値が高かった。 

 

また、図 1.1.8には、2004 年及び 2005 年における付加価値率として、OECD の Water 

Transport（C61）の生産高（Gross Output）に対する付加価値の占める割合を示した。 

付加価値率は日本が最も高く、両年とも 40%を超えた。次いでイギリス及びドイツが 35%

を超える結果であった。 

 

－ 5 －



 

 

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

2000 2001 2002 2003 2004 2005

（million US$） JPN UK GER NOR DEN

 
（付加価値：OECD.Stat Extracts, 24th, Feb, 2010、為替：IRS） 

図 1.1.7 海運に係る付加価値 
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図 1.1.8 海運に係る生産高に対する付加価値の割合 
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2 造船 

2.1 造船の国際競争力 

2.1.1 建造実績 

現在運航中の船舶のうち、調査対象国が建造した船舶隻数（2,000GT 以上）を図 2.1.1に

示す。また、年代別建造数について、商船隊全体（2,000GT 以上）と船型を 10,000GT 以

上に限定した場合の推移を図 2.1.2及び図 2.1.3に示すとともに、2000 年以降にのみ焦点を

当てた場合についても図 2.1.4及び図 2.1.5に示す。 

世界商船隊の 34,906 隻（1950 年以前に完工した 32 隻及び竣工時期が不明な 1 隻を除く）

のうち、調査対象 8 ヶ国で建造された船舶は 25,535 隻であった。 

全体の建造実績では日本が 11,884 隻と突出しており、次いで 5,163 隻の韓国と 4,553 隻

の中国が続く。 

これらについて年代別にみると、日本の建造数は 1960 年代から増加しており、常に最多

建造数を維持している。1990 年代からは中国と韓国の建造数が急増している。この傾向は

船型を 10,000GT 以上に限定した場合にも同様である。 

また、2000 年以降の各年でみた場合には、日本が常に年間 400 隻程度を建造しているの

に対して、前出の韓国及び中国は 2004 年以降、その数を急増させている。特に 10,000GT

以上に限定した建造数と比較すると、日本及び韓国は船型間で大きな差がないことから、

10,000GT 以上の大型船を建造していることが分かる。一方で、中国については 2009 年次

に 10,000GT 以上の船型に限定した場合と 400 隻以上の差があることから、比較的小型の

船舶も多く建造しているものと思料される。 
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（World Shipping Encychlopedia, Lloyd’s Register – Fairplay, Nov. 2009） 

図 2.1.1 運航中船舶の建造国 
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（World Shipping Encychlopedia, Lloyd’s Register – Fairplay, Nov. 2009） 

図 2.1.2 建造数の推移 
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（World Shipping Encychlopedia, Lloyd’s Register – Fairplay, Nov. 2009） 

図 2.1.3 建造数の推移（10,000GT 以上） 
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（World Shipping Encychlopedia, Lloyd’s Register – Fairplay, Nov. 2009） 

図 2.1.4 建造数の推移（2000 年 1 月～2009 年 11 月） 
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図 2.1.5 建造数の推移（10,000GT 以上、2000 年 1 月～2009 年 11 月） 

 

2.1.2 造船関連特許 

造船関連の特許について、1999～2007 年の 9 年間における世界全体での集計結果を図 

2.1.6に示す。 

これらは PCT（Patent Cooperation Treaty：特許協力条約）に基づく国際出願において、

IPC（International Patent Classification：国際特許分類）の分類に基づき集計した結果で

ある。集計は、各出願特許の発明者について、各々の所属機関の国についてされており、

集計方法の概要は図 2.1.7に示すとおりである。但し、OECD の統計データであるため、本

調査対象国のうち、中国とシンガポールについては、データが存在しない。 
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造船関連分野については以下の 2 項目が設けられており、各項目の本調査対象国での集計

結果を図 2.1.8及び図 2.1.9に示す。なお、IPC 分類の詳細については参考資料に示した。 

・B63B：船舶またはその他水上浮揚構造物、艤装品 

・B63C：船の進水、牽引による運搬、水難救助、水中での生存または作業用の装置、 

乾ドックの入出渠 

 

対象 2 項目について、ぞれぞれで一貫した傾向は見られないものの、近年、韓国からの出

願数が増加している点は共通する。その他、分野ごとの特徴は以下に示すとおりである。 

（B63B） 

・ノルウェー、イギリスやドイツといったヨーロッパ諸国の特許数が多い。 

・日本からの出願数が増加傾向にある。 

（B63C） 

・イギリス及びドイツからの出願数が多い。 

・日本からの出願数は減少傾向にある。 
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図 2.1.6 世界の造船関連特許数（IPC 分類コード：B63B、B63C） 

 

図 2.1.7 集計方法の概要 
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図 2.1.8 造船関連特許数（IPC 分類コード：B63B） 
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図 2.1.9 造船関連特許数（IPC 分類コード：B63C） 

 

2.1.3 舶用機器関連特許 

前項と同様に、舶用機器関連の特許について、1999～2007 年の 9 年間における世界全体

での集計結果を図 2.1.10に示す。 

舶用機器関連においては、以下の 2 項目が設けられており、各項目の本調査対象国での集

計結果を図 2.1.11及び図 2.1.12に示す。これについても詳細は参考資料に示すとおりであ

る。 

・B63H：船舶の推進または操舵  

・B63J：船舶用補機 

 

対象 2 項目について、B63H の特許数は増大傾向にある一方で、B63J のそれは大きな変
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化はなく、概ね年間 5件未満である。その他、分野ごとの特徴は以下に示すとおりである。 

（B63H） 

・2005 年及び 2006 年以外の年では、ドイツからの出願が最多となっている。 

・年ごとの増減が激しいものの、日本やイギリスからの出願も比較的多い。 

（B63J） 

・2005 年以降、ドイツからの出願が多い傾向がある。 

・各年概ね 0.5件以下であり、目立った増減の傾向は認められない。 
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（OECD.Stat Extracts, 8th, Feb, 2010） 

図 2.1.10 世界の舶用機器関連特許数（IPC 分類コード：B63J） 
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（OECD.Stat Extracts, 8th, Feb, 2010） 

図 2.1.11 舶用機器関連特許数（IPC 分類コード：B63H） 
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（OECD.Stat Extracts, 8th, Feb, 2010） 

図 2.1.12 舶用機器関連特許数（IPC 分類コード：B63J） 

 

2.1.4 ディーゼル主機関（2-Stroke） 

2008 年に竣工した 2,000DWT 以上の商船のうち、2-Stroke ディーゼル主機関のライセン

サーとライセンシーの関係は表 2.1.1に示すとおりである。 

2,000DWT 以上の商船においては、MAN-B&W のシェアが圧倒的であり、市場シェアの

80%以上を占める。 

 

表 2.1.1 2-Stroke ディーゼル主機関のライセンサー・ライセンシー別生産状況 

（2008 年竣工分） 

隻数 台数 馬力 隻数 台数 馬力 隻数 台数 馬力

MAN-B&W デンマーク 22 22 283,305 1,066 1,088 23,309,202 1,088 1,110 23,592,507

Sulzer スイス 0 0 0 122 122 5,936,614 122 122 5,936,614

三菱UE 日本 22 22 399,984 83 83 920,258 105 105 1,320,242

44 44 683,289 1,271 1,293 30,166,074 1,315 1,337 30,849,363合計

ライセンサー生産実績 ライセンシー生産実績 合計
ブランド 国名

 
（各国舶用機関の生産動向 第 34号（平成 21年 7月） ㈳日本舶用工業会） 

 

2.1.5 タービン主機関 

1999～2008 年の 10 年間におけるタービン主機関のメーカー別の生産量の推移を図 

2.1.13に示す。 

タービン主機関の生産量は日本のシェアが大きく、川崎重工業と三菱重工業で世界シェア

の概ね 80%を占めてきた。近年は韓国の現代重工の生産量も増えてきているものの、生産

が多い年でも 4台程度であり、市場でのシェアは 15%程度に留まる。 
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（World Shipping Encychlopedia, Lloyd’s Register – Fairplay, Nov. 2009） 

図 2.1.13 タービン主機関のメーカー別の生産量の推移（1999～2008 年） 

 

2.1.6 国際論文誌への掲載論文数 

2007～2009 年の 3 年間に世界の主要な造船に係る国際論文誌に掲載された論文は、255編

であった。調査対象とした論文誌とその調査対象（期間・論文数）は表 2.1.2に示すとおりで

ある。 

全 255編のうち、各著者（共著者含む）が所属する機関の国籍を集計した。調査対象 8 ヶ

国の集計結果（累計）は図 2.1.14に示すとおりである。なお、集計方法については、前述の

2.1.2と同様とした（図 2.1.7参照）。 

最も多くの著者が所属していたのは 63.7 機関の中国であった。次いで、62.4 機関の韓国が

続いており、両者で全体の 59.0%を占める。 
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図 2.1.14 国際論文誌掲載論文の著者の所属機関国 
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表 2.1.2 調査対象論文誌（造船関係） 

調査対象 
番号 論文誌 

機関 論文数

① Journal of Ship Production 2007～2009 年 84 

② Journal of Ship Research 2007～2009 年 69 

③ Journal of Marine Science and Technology 2007～2009 年 102 

 

2.1.7 造船・修繕に関わる人材 

OECD が発表するデータのうち、2000～2006 年における各国の造船・修繕に関わる人数

を示す。但し、イギリスはデータが非公表であることと、OECD の統計データであるため、

本調査対象国のうち中国とシンガポールについてはデータが存在しないことから、調査の

対象外とした。 

調査対象は、Building & Repairing of Ships & Boats（C351）のデータとした。 

集計結果を図 2.1.15に示す。 

造船・修繕に関わる人数は、韓国が最も多く、緩やかに増加傾向にあり、2006 年は 15 万

人を超える。次いで日本が続き、対象期間内では 6.5～7 万人程度で推移している。ヨーロッ

パ諸国では、ドイツ及びノルウェーが 2～4 万人程度を擁しているのに対して、デンマーク

は 1 万人以下で、近年は減少傾向にあり、2006 年は 3,500 人となっている。 

なお、参考として、我が国において造船・修繕業務に携わる者の人数を図 2.1.16に示す。 
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（OECD.Stat Extracts, 24th, Feb, 2010） 

図 2.1.15 造船・修繕に関わる人数 
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（造船関係資料、2009年 9月、㈳日本造船工業会） 

図 2.1.16 我が国における造船・修繕業従事者数の推移 

 

2.1.8 造船・修繕に係る付加価値 

海運に係る付加価値（1.1.4参照）と同様に、OECD が発表するデータのうち、2000～2006

年の各国の造船・修繕に係る付加価値を示す。但し、OECD の統計データであるため、本

調査対象国のうち、中国とシンガポールについては、データが存在しない。 

調査対象は、Building & Repairing of Ships & Boats（C351）のデータとした。データ

は現在の各国通貨で算出されていることから、IRS（Internal Reenue Service）が公表する

為替の各年平均で米ドル換算した。 

集計結果は図 2.1.17に示すとおりである。 

付加価値が最も高かったのは日本であり、調査対象期間中は 60 億ドル以上であった。次

いで韓国が続いており、2000 年には 40億ドル以下だった付加価値が 2006 年には 60億ド

ルを超えている。特に 2005 年から 2006 年の伸びが大きい。その他、ヨーロッパ諸国では

ノルウェーが高く、且つ増大傾向にあり、2006 年では約 36億ドルであった。 

 

また、図 2.1.18には、2004 年及び 2005 年における付加価値率として、OECD の Building 

& Repairing of Ships & Boats（C351）の生産高（Gross Output）に対する付加価値の占

める割合を示した。 

付加価値率は、イギリスが最も高く両年とも 38%程度であり、ノルウェーと日本が続く。

但し、日本は 2004 年に比べ、2005 年の付加価値率が 6%以上低下し、24.7%となっている。

また、付加価値率が最も低いのはデンマークであり、それは 16%程度であった。 
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（付加価値：OECD.Stat Extracts, 24th, Feb, 2010、為替：IRS） 

図 2.1.17 造船・修繕に係る付加価値 
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（付加価値：OECD.Stat Extracts, 24th, Feb, 2010、為替：IRS） 

図 2.1.18 造船・修繕に係る生産高に対する付加価値の割合 

 

2.1.9 造船・修繕に係る研究開発投資 

OECD が発表するデータのうち、2000～2006 年における各国の生産高に対する造船・修

繕に係る研究開発投資割合を示す。但し、デンマークはデータが非公表であることと、

OECD の統計データであるため、本調査対象国のうち中国とシンガポールについてはデー

タが存在しないことから、調査の対象外とした。 

調査対象は、Building & Repairing of Ships & Boats（C351）のデータとした。 

集計結果を図 2.1.19に示す。 

造船・修繕に係る研究開発投資割合はイギリスが最も高く、2001～2004 年にかけて増加

している。特に、近年は 4.5%を超えている。当該データでは、調査対象国中、日本が最も

低く、常に 0.5%程度であった。 
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（OECD.Stat Extracts, 24th, Feb, 2010） 

図 2.1.19 造船・修繕に係る研究開発投資割合 

 

2.2 世界の現状 

2.2.1 客船の建造実績 

2009年 11月時点で運航中の 50,000GT以上の客船 133隻について、その建造国を図 2.2.1

に示す。 

50,000GT 以上の客船建造国では、イタリアで建造されたものが 49 隻と最も多い。それ

は全体の 36.8%を占め、続くフランス、フィンランドやドイツの 2 倍近い。これを地域別

に見た場合、日本の 3 隻とアメリカの 1 隻を除いた 129 隻がヨーロッパで建造されたもの

であり、圧倒的なシェアを持っている。また、150,000GT 以上の 4 隻については、すべて

フィンランドで建造されている。 
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（World Shipping Encychlopedia, Lloyd’s Register – Fairplay, Nov. 2009） 

図 2.2.1 50,000GT 以上の客船の建造国 
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3 港湾 

3.1 港湾の国際競争力 

3.1.1 コンテナバースの仕様 

2009 年現在、調査対象 8 ヶ国でのコンテナバースの数とその総延長を図 3.1.1に、各国で

の 1 バースあたりの年間コンテナ取扱個数を図 3.1.2にそれぞれ示す。 

バースの数及び総延長は、中国が 262 個、67,140m と最多で、日本の 145 個、39,950m

が続く。 

また、年間のコンテナ取扱個数について、各国のコンテナの取扱個数は、概ねバース数と

同様の傾向を示しており、中国が突出しているものの、バース数に比べてシンガポールの

取扱個数が多い。一方で、1 バースあたりの取扱個数は、シンガポールが 388,000TEU と

中国の 399,000TEU に迫る。 
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（Containerisation International Yearbook 2009） 

図 3.1.1 コンテナバースの数と総延長 
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（Containerisation International Yearbook 2009） 

※ノルウェーは Osloと Bergenのみの合計 

図 3.1.2 コンテナの年間取扱個数 
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3.1.2 国際論文誌への掲載論文数 

港湾・物流分野の主要な国際論文誌において、2007～2009 年の 3 年間に掲載された論文

は 1,495編であった。 

全 1,495編について各著者（共著差を含む）が所属する機関の所在国を集計した。調査対

象 8 ヶ国の集計結果は図 3.1.3に示すとおりである。なお、集計方法については、前述の2.1.2

と同様とした（図 2.1.7参照）。 

最も多くの著者が所属していたのは、145.1 機関のイギリスであった。次いで 87.9 機関の

中国が続いており、両者で全体の 62.1%を占める。 

なお、所属機関の所在地が中国であった著者は、中国国内の大学に所属する者が大半で

あった。 
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図 3.1.3 国際論文誌掲載論文の著者の所属機関国 

表 3.1.1 調査対象国際論文誌（港湾・物流関係） 

調査対象 
番号 国際論文誌 

期間 論文数

① Maritime Policy & Management 2007～2009 年 100 

② Transportation Research A: Policy and Practice 2007～2009 年 238 

③ Transportation Research B: Methodological 2007～2009 年 186 

④ Transportation Research C: Emerging Technologies 2007～2009 年 119 

⑤ Transportation Research D: Transport and Environment 2007～2009 年 186 

⑥ Transportation Research E: Logistics and Transportation Review 2007～2009 年 206 

⑦ Transportation Research F: Traffic Psychology and Behavour 2007～2009 年 126 

⑧ Transport Policy 2007～2009 年 131 

⑨ Transportation Planning and Technology 2007～2009 年 85 

⑩ Transportation Science 2007～2009 年 118 
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3.2 世界の現状 

3.2.1 主要コンテナ港湾 

世界の主要コンテナ港について、各港のコンテナ取扱量を図 3.2.1に示す。 

2008年にコンテナ取扱量が最も多かったのはシンガポールで約 3,000万 TEUであった。

シンガポールは 2005年にロッテルダムを上回って以降、常に最多取扱港となっている。上

海については、2000年頃よりコンテナ取扱量が急増しており、2007年には香港を上回って

いる。 

また、参考データとして掲載した日本については、シンガポールの 15%程度の取扱量と

なっており、その差は大きい。 
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（Conteinerisation International） 

図 3.2.1 世界の主要コンテナ港のコンテナ取扱量 

 

3.2.1 主要コンテナオペレーター 

世界の主要コンテナオペレーターについて、各オペレーターの取扱量を図 3.2.2に示す。 

世界最大のコンテナオペレーターは 2004 年以降、Hutchison（香港）であり、近年にお

けるその取扱量は 7,000万 TEUに迫っている。また、世界最大のコンテナ船隊をグループ

企業に持つ APM Terminals（デンマーク）と世界最大のコンテナ取扱港を本拠地とする

PSA（シンガポール）が続く。 
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（Conteinerisation International） 

図 3.2.2 世界の主要ターミナルオペレーター 

3.3 海外の事例 

海外の事例として、シンガポール港の特徴を以下に示す。 

 

3.3.1 シンガポール港の現状 

シンガポール港は海上貿易の要所であるマラッカ・シンガポール海峡に位置し、19 世紀

以来東西の中継貿易拠点として発展してきた。地形を生かした港湾の整備により、香港と

並び世界最大級のハブ港となっている。特に 2005 年以降は、世界最大のコンテナ取扱港と

なっている（図 3.2.1参照）。 

2009 年には、Lloyd’s List Asia Award の”Container Terminal Operator of the Year” （9

度目）や Asian Freight & Supply Chain Awards の”Best Container Terminal Operator 

(Asia)” （20度目）を受賞した。 

 

現在のオペレータは、シンガポール政府が採算性の高い法的機関の民営化を図る中で

1997 年 10 月に運輸通信省（Ministry of Communications、現運輸省（Ministry of 

Transport））下のシンガポール港湾庁（Port of Singapore Authority）及び国家海事局

（National Maritime Board）の事業を整理した際に企業化された PSA Corporation（以下、

PSA という）である。 

PSA は、ターミナル及び附帯設備の整備・運営や、港湾内における船舶の運航管理等の事

業を営んでおり、その他の港湾管制、出入港許可や船舶検査、航行安全等の業務はシンガ

ポール海事港湾庁（Maritime & Port Authority of Singapore）が担当している。 

なお、通関手続きについては、貿易産業省（Ministry of Trade & Industry）下のシンガ

ポール国際企業庁（IE シンガポール：International Enterprise Singapore）の所管となっ

ている。 

 

－ 22 －



 

 

オペレータの PSA は、中国の大連を始め、アジアのみならず世界の 16 ヶ国、28 港の港

湾計画にコンサルティング、資金調達、建設手配及び運営等で参画している。日本でも 2005

年に開港した北九州市の響灘コンテナターミナルの整備・運営事業に PFI（民間資金等の

活用により公共施設等の整備等を促進する）による資本参加した実績がある。 

2009 年のコンテナ取扱量は、グループ全体で約 5,700 万 TEU、シンガポール港のみで約

2,510 万 TEU であった。なお、ターミナルオペレーターとしては、2008 年のコンテナ取扱

量が約 5,970 万 TEU であり、世界 3位の規模であった（図 3.2.2参照）。 

 

現在、シンガポール港は表 3.3.1及びに示す 4つのターミナルから構成されている。規模

は埋め立てにより造成された Pasir Panjang Terminal が最大であり、そのコンテバース数

は 23 に上る。同ターミナルについては、シンガポール政府及び PSA により今後も拡張が

計画されており、2011 年までに 26 バース、最終的にはさらに 16 バースを追加し、42 バー

スまで拡張される予定である。 

また、Pasir Panjang 地区はコンテナ以外にもサービス形態を拡大しており、Pasir 

Panjang Automobile Terminal の他、今後は化学製品といった高付加価値貨物のハブ港と

なるべく整備が進められている。 

 

表 3.3.1 シンガポール港におけるコンテナターミナルの現状 

  
Area 

（ha） 

Quay length

（m） 

Max. Depth*

（m） 

Container 

Beths 

Quay 

Cranes 

Brani Terminal 80 2,600 15 9  32 

keppel Terminal 100 3,200 15 14  42 

Tanjong Pagar Terminal 85 2,300 15 8  29 

Pasir Panjang Terminal 335 7,900 16 23  87 

Total 600 16,000 (Max.) 16 54  190 

* at chart datum 

（PSA Webサイト） 

 

 
（PSA Webサイト） 

図 3.3.1 シンガポール港のターミナルレイアウト 
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3.3.2 港湾の利便性 

シンガポール港は、利用者へのサービス向上を積極的に推進しており、港湾施設の充実や

IT を活用した港湾業務の簡素化に加え、バンカリングサービス、パイロット及びタグボー

トのマリンサービスや、食料の補給のサポート、さらには船舶の修繕等にも取り組んでい

る。 

海事クラスターの強化も推し進めており、船舶金融、海事保険、研究開発や海事法務といっ

た海運に係る事業の包括的発展を図っている。 

さらには、税制等各種優遇処置を講じることにより、海運企業の地域拠点の誘致も積極的

に推し進めてきた。 

その結果、現在では 200 以上の航路、123 ヶ国、600 港と結ばれており、同港における 1

日あたりのコンテナ船の仕向け先は表 3.3.2に示すとおりである。 

 

表 3.3.2 シンガポール港におけるコンテナ船の 1 日あたりの仕向け先 

  デイリーサービス数 

アメリカ 2 

ヨーロッパ 4 

日本 5 

中国・香港・台湾 9 

南・東南アジア 70 

 

港湾の利便性という観点から、シンガポールと日本を比較すると、表 3.3.3のように取り

まとめることができる。 

荷役作業はシンガポールが 24 時間実施しているのに対して、日本は 2010 年 3 月に労使

間で合意されているものの、実際に 24 時間対応している港湾は限られる。Containerisation 

International によると日本おいて 24 時間荷役可能な港湾は、横浜、名古屋、大阪、神戸、

北九州などの主要港湾のみである。 

ゲートの通過時間については、荷役を 24 時間実施している港湾においても、時間が限定

されている。但し、近年は「コンテナ物流の総合的集中改革プログラム」の一環として、

東京を除くスーパー中枢港湾 5 港で実験的な試みが進められている。 

また、通関・法令手続きについては、日本においても電子化が進められており、港湾 EDI

と Sea-NACCS が相互接続することにより、シンガポールの PortNet 及び TradeNet と同

様のサービスを提供している。但し、日本の場合、任意利用である点に留意を要する。 
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表 3.3.3 港湾の利便性比較 

  日本 シンガポール 

荷役作業 24 時間 * 24 時間 

ゲート通過時間 8：30～20：00 24 時間 

港湾関連手続き・ 

関連情報確認 
港湾 EDI PortNet 

通関・法令手続き Sea-NACCS TradeNet 

*2001年に労使間で合意されているものの 24時間荷役を行っている港湾は限定されている 

 

3.3.3 ITを活用したサービス 

シンガポール港は 1988 年から世界に先駆けて港湾業務の IT化に着手してきた。様々な取

り組みの結果、シンガポール港では船舶の着岸から離岸までの所要時間が 12 時間以内に短

縮された。その結果、1 日あたり 60 隻のコンテナ船と 6 万個のコンテナの荷役が可能となっ

ている。 

以下にはシンガポール港の代表的なシステムの概要を示す。 

 

(1) PortNet 

PortNet は、1989 年に導入された PSA が運営する港湾情報システムである。同シス

テムは船社、運送業者や荷主等をオンラインで結ぶものであり、このシステムの導入に

より、バースの手配を含む本船の入出港、コンテナの搬出入や積替え、港湾関連申請書

類の提出等ターミナルの利用・運営に関する情報が一元的、且つリアルタイムにやり取

りが可能になった。 

入港手続きが PortNet に一元化されたことにより、コスト及び時間が大幅に削減され

た。特に時間については、入港手続きに要する時間を 10 分程度まで短縮した。 

また、後述する TradeNet とも相互接続されており、利用者は PortNet経由で輸出入

の申告等も可能になった。さらに後述する CITOS との相互接続により、ヤード内の冷

凍コンテナの温度監視等も可能になっている。 

 

(2) TradeNet 

PortNetは、1989年に導入された IEシンガポールが出資・管轄するCrimsonLogic Pte 

Ltd.が運営する貿易業者、IE シンガポール、各政府機関及び税関を結ぶ通関システムで

ある。この設計思想は、「Sigle form, Single submission, Single interface, Single 

process」であり、現在、シンガポール港においては、前述のとおり、通関手続き及びそ

の他の法令手続きが一括して行われている。 

TradeNet では、港湾・航空・陸送の全貨物について、通関手続きから関税や消費税

の支払いまでをオンラインで処理することができる。関係政府機関の許可を要する貿易

管理品目や他の法令関連品目は、申告書類の提出先が複数になるものの、申告したデー

タは自動的に管轄の各政府機関に送付され、許可後 30 分程度で申告者に許可通知が届
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く仕組みとなっている。また、それら以外の品目であれば、申告後 3 分以内に許可が下

りるようになっている。 

同システムはメンテナンスのため毎週日曜日の 4～8 時まで停止するものの、それ以

外は 24時間 365日稼働している。通関手続きは入港の 14日前から実施可能であるため、

多くの場合、その手続きはコンテナの到着前に完了することになる。 

 

(3) CITOS 

CITOS（Computer Integrated Terminal Operations System）は、ヤード管理に関

する総合的なシステムである。同システムでは、コンテナの搬出入に関する情報が蓄積

された PortNet と相互接続することにより、ヤード内の機器設備を制御するためターミ

ナル内の作業計画が立案される。 

ヤード内で使用されるトレーラー等には携帯端末システムが搭載されており、管理本

部（ヤード中央制御室）と連絡を取り合うことにより、効率的な運用管理が図られる。

この導入は、トレーラーの配置、クレーンの移動や積替え船への移動等を的確に制御す

ることにより、ヤード内のコンテナ取扱作業が円滑化した。 

 

(4) Flow-through Container Gate System 

Flow-throgh Container Gate System は、コンテナトレーラーのゲート通過手続きを

迅速化するための、コンテナの自動認識システムである。同システムは TV カメラやト

ランスポンダーでコンテナ番号を自動認識することにより、ペーパーレス、且つ 25 秒

程度でのゲート通過を可能にした。 

なお、コンテナの積み下ろし位置も自動的にドライバーに通知される。 

Flow-throgh Container Gate System の導入により、1 日に約 8,000台、ピーク時に

は 1 時間に 700台のトレーラーを処理することができるようになった。 

 

3.3.4 教育 

シンガポールは、海事に係る人材の能力発展に向け、教育や訓練等により国民の海事関連

職能の強化を図っている。 

PSA も世界基準のサービスを提供するため、また経済成長を促進するため、スタッフの教

育と成長に重点を置いている。ターミナル事業に従事する従業員が 6,000名に上る PSA に

おいて、非常に大きな役割を果たしているのが PSA Institute である。 

PSA Institute は、毎年 2 万人以上に上る PSA 職員、港湾作業員（Stevedore）や船側関

係者等に対して教育している。同機関は、シンガポール政府から承認を受けたコースが設

置された育成センターであり、パイロットの専門技術から港湾開発の R&D 分野まで、理論

と実務に関するコースが提供されている。以下にコースの一例を示す。 

� セーフティコース 

IMDG コード（国際海上危険物規則）に対する理解、消火活動訓練方法等 
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� 機器操作コース 

フォークリフト運転者トレーニングコース（理論：1 日、実務：4 日）等 

 

3.3.5 その他 

(1) セキュリティについて 

シンガポール港には、以下に示すとおり、安全確保に向けた様々なシステム、設備等

が設けられている。 

また、主要な船社と国の安全管理体制に合わせた非常事態対応策の策定や、危険マネー

ジメント計画に基づくシミュレーションも実施している。 

� 武装警備員（AETOS）の設置とそれによる定期パトロール 

� 防衛フェンス 

� 24 時間の CCTV監視システム 

� 十分な照明設備（危険物ヤード等） 

� 従業員及び来訪者へのカラー写真付きセキュリティパスシステム 

� ターミナル内におけるすべてのコンテナの場所と動きを感知する IT システム 

(2) ISPS コードについて 

PSA が 2004 年 2 月に ISPS コードコンプライアントに認定されている。 

PSA が参加している安全計画（イニシアチブ）は以下のとおりである。 

� CT-PAT（Custom Trade Protection Against Terrorism） 

アメリカが主導し、テロリストからサプライチェーンを守るために情報を共有す

ることを目的として設置されたプログラム 

� SST（Smart & Secure Tradelands） 

多種多様でグローバルな取引の中に包括的なサプライチェーンの安全システムを

展開させることを目的に、様々なコンテナテクノロジー（反侵入センサー機器、衛

星追跡システム、RFID テクノロジー、ネットワークソルトウェア等）を採用 

� OSC（Operation Safe Comerce） 

DHS（アメリカ政府）が PPP（官民連携）を発展させることで商業を推進させな

がらも技術等によりサプライチェーンのセキュリティを改善する試み 

� CSI（Container Security Initiative） 

アメリカが主導し、同国向け貨物のうち、危険度の高いコンテナを特定し、検査

することによりコンテナセキュリティの境界を広げる計画 
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4 海洋開発 

4.1 海洋開発の国際競争力 

4.1.1 洋上リグ 

2009 年 11 月現在、LRF には 272基のセミサブ型洋上リグと 521基のジャッキアップ型

洋上リグが登録されている。 

このうち、本調査対象国が建造、船籍またはオペレータとして関わる洋上リグの構成は、

図 4.1.1及び図 4.1.2に示すとおりである。 

セミサブ型の場合、調査対象 8 ヶ国では建造されていない。船籍では中国及びシンガポー

ルが 9基と最多で、ノルウェーが 8基と続く。一方で、オペレータでは、中国やシンガポー

ルに対してイギリス及びノルウェーが 20基以上に関わっている。 

ジャッキアップ型では、対象国でも多くが建造されており、特にシンガポールの 142基が

群を抜く。分析対象の 3 項目においてバランス良く関与するのは中国とシンガポールであ

り、その他の国については建造または船籍での関与が低くなる傾向がある。 

 

また、ジャッキアップ型洋上リグの建造国について、各国での建造時期の推移を図 4.1.3

に示す。 

建造数が最も多かったシンガポールは 1990 年代に落ち込むものの、その他の時期では概

ね 20基以上を建造している。また、建造数が 2番目に多かった日本については、建造され

たすべての洋上リグが 1970 または 1980 年代に建造されており、1990 年以降は建造されて

いない。 
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（World Shipping Encychlopedia, Lloyd’s Register – Fairplay, Nov. 2009） 

図 4.1.1 セミサブ型洋上リグの建造国、船籍国及びオペレータ国 
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（World Shipping Encychlopedia, Lloyd’s Register – Fairplay, Nov. 2009） 

図 4.1.2 ジャッキアップ型洋上リグの建造国、船籍国及びオペレータ国 
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（World Shipping Encychlopedia, Lloyd’s Register – Fairplay, Nov. 2009） 

図 4.1.3 ジャッキアップ型洋上リグの建造数の推移 

4.1.2  FSO/FPSO 

2009 年 11 月現在、LRF には FSO（Floating Storage and Offloading System）は 42 隻、

FPSO（Floating Production Storage and Offloading System）は 170 隻（うち 3 隻の FSRU

（Floating Strage and Regasfication Unit）を含む）が登録されている。 

このうち、本調査対象国が建造、船籍またはオペレータとして関係する隻数は図 4.1.4 及

び図 4.1.5に示すとおりである。 

FSO は、調査対象 8 ヶ国のうち、建造国で日本が、オペレータ国でシンガポールが目立っ

た。船籍国はシンガポールの 3 隻のみであった。 

FPSO については、建造で日本、中国及び韓国といった商船の新造船で大きな世界シェア

を持つ 3 ヶ国が多かった。船籍国では中国とシンガポールが 10 隻と最多で、ノルウェーの

7 隻が続き、その他の国に船籍を持つ FPSO はなかった。オペレータについては、ノルウェー
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が 23 隻と最も多く、以下、シンガポール、イギリス、中国の順に 10 隻を超えている。 

また、FSO 及び FPSO の建造国について、各国での建造時期の推移を図 4.1.6及び図 4.1.7

に示す。 

調査対象国にて建造された FSO は 1990 年以前に建造されたものが多く、建造数が最も多

かった日本では 1970 または 1980 年代に建造されたものであった。 

また、同様に FPSO についても日本で建造されたものは 1970 年代が最も多く、28 隻が建

造された。一方では、中国及び韓国での建造は、1990 年以降増加しており、2000 年以降、

両国とも 10 隻以上を建造している。 

なお、日本で建造された 53 隻の FPSO のうち 15 隻は、IHIMU の呉工場で建造されてい

る。 
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（World Shipping Encychlopedia, Lloyd’s Register - Fairplay, Nov. 2009） 

図 4.1.4 FSO の造船国、船籍国及びオペレータ国 
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図 4.1.5 FPSO の造船国、船籍国及びオペレータ国 
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図 4.1.6 FSO の建造数の推移 
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図 4.1.7 FPSO の建造数の推移 

 

4.1.3 ドリルシップ 

2009 年 11 月現在、LRF には 135 隻のドリルシップが登録されている。 

このうち、本調査対象国が建造、船籍またはオペレータ国として関係する隻数は図 4.1.8

に示すとおりである。 

調査対象国のうち、建造国では韓国が 21 隻と最も多く、12 隻のシンガポール及び 9 隻の

日本を含めたアジア諸国で多くが建造されている。 

船籍国については、シンガポールに 4 隻が登録している他は日本、中国及びイギリスにそ

れぞれ 1 隻ずつが登録されているに留まる。 

また、オペレータについては、シンガポールが 10 隻と最多であり、次いでイギリスの 6

隻、ノルウェーの 5 隻が続く。 
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また、ドリルシップの建造国について、各国での建造時期の推移を図 4.1.9に示す。 

調査対象国にて建造されたドリルシップは、1990 年代までに建造されたものが多かった。

しかし、建造数が最も多かった韓国については、1980 年代からの建造が急増しており、2000

年に入ってからも 15 隻を建造している。 

なお、参考として、日本で建造された 9 隻のドリルシップの詳細を表 4.1.1に示す。 
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図 4.1.8 ドリルシップの造船国、船籍国及びオペレータ国 
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図 4.1.9 ドリルシップの建造数の推移 
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表 4.1.1 日本で建造されたドリルシップの詳細 

  Deliverly Date Shipyard 
Water Depth 

(m) 

Drilling Depth

(m) 

Chikyu 2005/ 7 Mitsubishi, Nagasaki 2,500  10,000 

Deepwater Navigator 1971/11 Mitsui, Tamano 2,377  7,620 

Discoverer 534 1975/ 6 Mitsui, Osaka 2,134  7,620 

Discoverer Seven Seas 1976/ 6 Mitsui, Tamano 2,134  7,620 

Frontier Discoverer 1966/ 4 Namura, Osaka 610  6,096 

Nan Hai 503 1979/12 Ichihara - - 

Neptune Discoverer 1977/ 3 Mitsui, Tamano 457  6,096 

Ocean Clipper 1977/ 5 Mitsubishi, Kobe 2,286  7,620 

Sagar Vijay 1985/ 2 Hitachi, Sakai 899  6,096 

 

4.1.4 国際論文誌への掲載論文数 

海洋開発分野の主要な国際論文誌において、各対象期間内に掲載された論文は 518 編で

あった。調査の対象とした論文誌とその調査対象（期間・論文数）は表 4.1.2に示すとおり

である。 

全 518編について各著者（共著者含む）が所属する機関の所在国を集計した。調査対象 8 ヶ

国の集計結果は図 4.1.10に示すとおりである。なお、集計方法については、前述の2.1.2と

同様とした（図 2.1.7参照）。 

最も多くの著者が所属していたのは 36.0 機関の日本で、28.6 機関のイギリスが続いた。 
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図 4.1.10 国際論文誌掲載論文の著者の所属機関国 

表 4.1.2 調査対象論文誌 

調査対象 
番号 国際論文誌 

期間 論文数

① IEEE journal of oceanic engineering 2007～2009 年 182 

② Journal of the International Society of Offshore and Polar Engineers 2007～2009 年 127 

③ Sea Technology Magazine 2008 年 88 

④ Marine Technology Society Journal 2006～2008 年 121 
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4.2 世界の現状 

4.2.1 世界の海洋調査船 

1980 年以降に建造された海洋調査船のうち、全長 50m 以上のものについては階級別・官

民別一覧を表 4.2.1に示すとおりである。 

1980 年以降に建造された全長 50m 以上の海洋調査船は 478 隻あり、そのうち全長 100m

未満の調査船が 45 隻と、全体の 90.6%を占める。最多階級は 50m 以上 60m未満であり 112

隻と全体の 23.4%を占める。 

 

全長 100m 以上のものについては、国籍別・用途別一覧を表 4.2.2に示す。 

国籍別ではロシアの 10 隻が最多で、アメリカと日本の 7 隻が続く。このうち EU にノル

ウェーを加えたヨーロッパ地域では計 10 隻となる。 

また、用途別では、海洋調査船（潜水船運搬を含む）が 29 隻と最も多く、極地観測船が

9 隻と続く。海洋調査船について、ロシアは政府・教育機関が 6 隻を所有しているのに対し

て、アメリカは軍・CG が 6 隻を所有している。 

なお、深海掘削船については、全長に問わず、IODP*（Integrated Ocean Drilling Program）

に参加する「ちきゅう」（日本マントル・クエスト（東京）が運航）と「Joides Resolution」

（Transocean Inc.（テキサス州）が運航）の 2 隻がある（図 4.2.1参照）。 

 

ちきゅう Joides Resolution 

（ちきゅう：JAMSTEC Webサイト） 

（Joides Resolution：IODP Webサイト） 

図 4.2.1 「ちきゅう」及び「Joides Resolution」の外観 

                                                  
* 2003年 10月に発足した日本文部科学省とアメリカ国立科学財団（NSF：National Science Foundation）が中

国科学技術部（MOST：Ministry of Science & Technology）及び欧州海洋研究掘削コンソーシアム（ECORD：

European Consortium for Ocean Research Drilling）とともに主導する地球環境変動、地球内部構造及び地殻

内生物の解明を目的とした国際掘削計画。 
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表 4.2.1 1980 年以降に建造された世界の海洋調査船 

全長 
官/民 

新/改造 

官公庁・ 

軍・大学 
民間 不明 合計 

新造 25 5 11 41 

改造・改装 1 1   2 

不明 2     2 
100ｍ以上 

合計 28 6 11 45 9.4%

新造 16 20 2 38 

改造・改装 3 3   6 

不明   1   1 

90ｍ以上～ 

100ｍ未満 

合計 19 24 2 45 9.4%

新造 23 31 9 63 

改造・改装 2 10   12 

不明 2 3   5 

80ｍ以上～ 

90ｍ未満 

合計 27 44 9 80 16.7%

新造 25 22 11 58 

改造・改装 3 18   21 

不明 4 5 1 10 

70ｍ以上～ 

80ｍ未満 

合計 32 45 12 89 18.6%

新造 43 29 7 79 

改造・改装 2 18 2 22 

不明 6     6 

60ｍ以上～ 

70ｍ未満 

合計 51 47 9 107 22.4%

新造 36 17 10 63 

改造・改装 8 34   42 

不明 4 1 2 7 

50ｍ以上～ 

60ｍ未満 

合計 48 52 12 112 23.4%

新造 168 124 50 342 71.5%

改造・改装 19 84 2 105 22.0%

不明 18 10 3 31 6.5%

205 42.9% 218 45.6% 55 11.5% 

合計 

合計 
478 100.0% 

478 100.0%

（海洋調査技術に関する体系的レビュー 報告書、2007年、社団法人日本深海技術協会） 
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4.2.2 日本の調査船 

日本の調査船のうち、海洋研究開発機構（以下 JAMSTEC という）が所有する 8 隻の海

洋調査船†の一覧を表 4.2.3に示す。用途については、機関ごとに様々な呼称が用いられるた

め、ここでは JAMSTECの呼称を利用した。 

 

8隻の運航船のうち、海洋地球研究船「みらい」及び地球深部探査船の「ちきゅう」につ

いて、前者は観測に関する主要装置を、後者は船体・機関及び掘削に関する主要装置の選

定を専門家に依頼した。両船の各種主要装置のメーカーの国を図 4.2.2から図 4.2.4に示す。 

「みらい」については、選定された 55品のうち、36品が日本のメーカーのものであった。 

また、「ちきゅう」の場合、選定された 43 品の船体・機関の主要装置については、大半

が日本のメーカーであり、それが占める割合は 90%を超えた。一方で、掘削の主要装置に

ついては 42 品が選定され、そのうちアメリカのメーカーが 19 品と最多であった。また、

日本は 5品であった。 

この結果については、「みらい」の観測装置及び「ちきゅう」の船体・機関の主要装置の

大半は汎用性が高いことから、日本にもメーカーが存在する一方で、「ちきゅう」の掘削

に係る装置については汎用性が低く（専門性が高く）、非常に高い技術力が必要になり、

研究・開発及び生産できる企業が限られることから、海外メーカーの製品割合が高まるも

のと思料される。 

 

表 4.2.3 JAMSTECの海洋調査船 

船舶 用途 建造国 建造年 備考 

なつしま 日本 1981 
元「しんかい 2000」の支援母船で、現在は 3,000m

級無人探査船「ハイパードルフィン」の母船 

かいよう 

海洋調査船 

日本 1985 
元深海飽和潜水実験における海中作業実験船

で、現在は海洋調査船 

みらい 海洋地球研究船 日本 1997 
元原子力船「むつ」で、1996 年から海洋地球研究

船 

かいれい 深海調査研究船 日本 1997 無人探査機「かいこう 7000Ⅱ」の母船 

よこすか 支援母船 日本 1990 大深度潜水調査船「しんかい 6500」の母船 

淡青丸 日本 1982 
2004 年の JAMSTEC 発足に伴い東京大学海洋

研究所から移管 

白鳳丸 

学術研究船 

日本 1989 
2004 年の JAMSTEC 発足に伴い東京大学海洋

研究所から移管 

ちきゅう 地球深部探査船 日本 2005 総合国際深海掘削計画の主力船 

 

                                                  
† 海洋調査船とは、各々の用途が専門分野ごとに多岐にわたるためため、明確に定義することが難しい。そこで、
本調査においては観測、探査や研究等に従事する船舶を一括して海洋調査船と呼ぶこととする。 
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図 4.2.2 「みらい」の観測に係る主要装置メーカーの国 
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図 4.2.3 「ちきゅう」の船体・機関に係る主要装置メーカーの国 
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図 4.2.4 「ちきゅう」の掘削に係る主要装置メーカーの国 
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4.3 海外の事例 

海外の事例として、日本とアメリカの主要な海洋研究機関を比較することとした。 

比較対象は、日本の JAMSTECとアメリカのWoods Hole Oceanographic Institution（以

下WHOIという）した。 

WHOIは 1930年に設立された民間の研究所である。海洋全般を対象としており、研究の活

動規模や実績の面において、世界でも有数の研究所である。 

 

4.3.1 予算 

2004～2007 年における JAMSTEC 及び WHOI の予算を図 4.3.1に示す。但し、WHOI

の予算については、比較のため、簡易的に 1US$を 100円として換算している。 

2007 年の JAMSTEC の年間予算は 419 億円と、129 億円という WHOI の年間予算に比

べ 3 倍以上の規模であった。このうち、調査船等の運航費用については、JAMSTEC が予

算額の半分近い 200億円を要するのに対して、WHOIは 20億円以下に抑えられている。 

また、JAMSTEC の予算はそのほとんどが国家予算として割り振られるのに対して、

WHOIについては様々な基金等から得られている。WHOIの 2006年及び 2007年の予算内

訳を図 4.3.2に示す。 

WHOIの予算で最も大きな割合を占めるのは NSF‡（National Science Fundation）から

の研究資金であり、2007 年は 66.8 億円に上る。また、日本にはない Navy からの資金も

17億円と全体の 13%程度を占めており、大きな存在となっている。 

但し、WHOIは研究費以外に、設立時からの資金が 2007年は 383億円あり、それを投資

する等して得られ運用益が 158億円あることも特筆すべき点である。 
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※WHOIの予算は 1US$を 100円で換算 

図 4.3.1 JAMSTEC及びWHOIの予算 

                                                  
‡ アメリカの科学・技術を振興することを目的に設立された連邦機関で、数学、コンピュータ科学や社会科学等の

幅広い分野に研究費を配分している。年間の予算は約 60億ドル。 
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図 4.3.2 WHOIの予算における予算の内訳（2006・2007年） 

 

4.3.2 職員数 

2005～2008年における JAMSTEC、WHOI両機関の職員数を図 4.3.3に示す。 

在籍する職員者数は、JAMSTEC が概ね 1,100 名であるのに対して、WHOI は 900名前

後である。 

2008年次のそれぞれの内訳を図 4.3.4に示す。 

研究者数は、JAMSTEC が 485 人（定年制研究者、任期制研究者）であるのに対して、

WHOIは 157名（Scientific Staff, Postdoctoral Investigators）と少ない。同様に、技術者

数は JAMSTECが 310人（定年制事務・技術職、任期制事務・技術職）であるのに対して、

WHOIは 220人（Technical Staff）と少ない。 

なお、この研究者数に技術者数を加えた人数での 2008年の両機関における 1人当たりの

予算額は、JAMSTECが約 5,270万円であるのに対して、WHOIは約 3,420万円（1USを

100円で換算）となる。 

 

1,127 

1,020 1,048 
1,113 

932 911 913 925 

0 

200 

400 

600 

800 

1,000 

1,200 

2005 2006 2007 2008

（人）
JAMSTEC WHOI

 

図 4.3.3 JAMSTEC及びWHOIの職員数 
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5 共通関連項目 

5.1 船級の認証先 

認証先不明の船舶 4,288隻を除く 30,651隻の商船が認証を受けている船級について、認証

隻数上位 10船級を表 5.1.1に示す。上位 10船級での累計は 94.3%であった。 

最も認証船舶が多かったのは Nippon Kaijiの 5,715隻であり、全体の 18.6%を占めた。次

いで、Germanischer Lloydが 4,349隻で、その割合は 14.2%であった。なお、Det Norske 

Veritasは 3,171隻で 10.3%であった。 

また、対象船型を 10,000GT以上とした場合、認証先不明の船舶 1,174隻を除く 20,206隻

の商船について、認証隻数の上位 10 船級を表 5.1.2に示す。上位 10船級での累計は 97.5%

であった。 

最多隻数を認証する船級は全船型を対象とした場合と同様にNippon Kaijiであったものの、

Germanischer Lloyd及び Bureau Veritasに変わり Lloyds Register（3,091隻、16.2%）、

American Bureau of Shipping（2,699隻、14.2%）及び Det Norske Veritas（2,646隻、13.9%）

が上位となった。 

表 5.1.1 認証船級先（上位 10船級） 

  船級 隻数 割合 累計 

1 Nippon Kaiji 5,715 18.6% 18.6% 

2 Germanischer Lloyd 4,349 14.2% 32.8% 

3 Lloyds Register 4,169 13.6% 46.4% 

4 Bureau Veritas 3,250 10.6% 57.0% 

5 American Bureau of Shipping 3,200 10.4% 67.5% 

6 Det Norske Veritas 3,171 10.3% 77.8% 

7 Russian Register 1,585 5.2% 83.0% 

8 China Class Society 1,532 5.0% 88.0% 

9 South Korean Register 1,231 4.0% 92.0% 

10 Registro Italiano 713 2.3% 94.3% 

（World Shipping Encychlopedia, Lloyd’s Register - Fairplay, Nov. 2009） 

表 5.1.2 認証船級先（10,000GT以上の船舶、上位 10船級） 

  船級 隻数 割合 累計 

1 Nippon Kaiji 3,992 21.0% 21.0% 

2 Lloyds Register 3,091 16.2% 37.2% 

3 American Bureau of Shipping 2,699 14.2% 51.4% 

4 Det Norske Veritas 2,646 13.9% 65.3% 

5 Germanischer Lloyd 2,226 11.7% 77.0% 

6 Bureau Veritas 1,584 8.3% 85.3% 

7 China Class Society 843 4.4% 89.7% 

8 South Korean Register 688 3.6% 93.4% 

9 Registro Italiano 467 2.5% 95.8% 

10 Russian Register 311 1.6% 97.5% 

（World Shipping Encychlopedia, Lloyd’s Register - Fairplay, Nov. 2009） 
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5.2 P&I保険組合の加入先 

加入先不明の船舶 9,811隻を除く 25,128隻の商船が加入している P&I保険先について、加

入隻数上位 10保険組合を表 5.2.1に示す。上位 10保険組合での累計は 91.1%であった。 

最も加入船舶が多かったのは Assuranceforening Gard（Gard AS）であり、3,636隻で全

体の 14.5%を占めた。次いで、Japan Ship Owners’ Mutual P&I Assoc.（日本船主責任相互

保険組合）が 2,692隻で、その割合は 10.7%であった。 

また、対象船型を 10,000GT以上とした場合、加入先不明の船舶 2,892隻を除く 17,314隻

の商船について、加入隻数が上位 10 保険組合を表 5.2.2に示す。上位 10 保険組合での累計

は 92.5%であった。 

最も多くの船舶が加入するのは全船型を対象とした場合と同様で Assuranceforening Gard

であり、United Kingdom Mutual Steam Ship Assurance Assoc. Ltd.（UK P&I）の 2,026

隻（11.7%）が続いた。 

 

表 5.2.1 加入 P&I保険先（上位 10保険組合） 

  保険組合 隻数 割合 累計 

1 Assuranceforeningen Gard ノルウェー 3,636  14.5% 14.5%

2 Japan Ship Owners' Mutural P&I Assoc. 日本 2,692  10.7% 25.2%

3 North of England P&I Assoc. Ltd. イギリス 2,608  10.4% 35.6%

4 United Kingdom Mutual Steam Ship Assurance Assoc. Ltd. バミューダ 2,590  10.3% 45.9%

5 West of England Ship Owners' Mutual Insurance Assoc. ルクセンブルグ 2,500  9.9% 55.8%

6 Britania Steam Ship Insurance Assoc. Ltd. イギリス 2,392  9.5% 65.3%

7 Assuranceforeningen Skuld ノルウェー 1,902  7.6% 72.9%

8 Standard Steamship Owners' P&I Assoc. Ltd. イギリス 1,787  7.1% 80.0%

9 Steam Ship Mutual Underwriting Assoc. Ltd. バミューダ 1,756  7.0% 87.0%

10 London Steam-Ship Owners' Mutual Insurance Assoc. Ltd. イギリス 1,028  4.1% 91.1%

（World Shipping Encychlopedia, Lloyd’s Register - Fairplay, Nov. 2009） 

 

表 5.2.2 加入 P&I保険先（10,000GT以上の船舶、上位 10保険組合） 

  保険組合 隻数 割合 累計 

1 Assuranceforeningen Gard ノルウェー 2,484  14.3% 14.3%

2 United Kingdom Mutual Steam Ship Assurance Assoc. Ltd. バミューダ 2,026  11.7% 26.0%

3 Japan Ship Owners' Mutural P&I Assoc. 日本 1,953  11.3% 37.3%

4 Britania Steam Ship Insurance Assoc. Ltd. イギリス 1,927  11.1% 48.5%

5 North of England P&I Assoc. Ltd. イギリス 1,859  10.7% 59.2%

6 West of England Ship Owners' Mutual Insurance Assoc. ルクセンブルグ 1,491  8.6% 67.8%

7 Standard Steamship Owners' P&I Assoc. Ltd. イギリス 1,327  7.7% 75.5%

8 Steam Ship Mutual Underwriting Assoc. Ltd. バミューダ 1,135  6.6% 82.0%

9 Assuranceforeningen Skuld ノルウェー 910  5.3% 87.3%

10 London Steam-Ship Owners' Mutual Insurance Assoc. Ltd. イギリス 903  5.2% 92.5%

（World Shipping Encychlopedia, Lloyd’s Register - Fairplay, Nov. 2009） 

－ 43 －



 

 

5.3 IMO議案提案数 

5.3.1 総会（Assembly） 

IMOにおいて、2003～2007年の間に開催された 3回の総会で、調査対象国が提案した議

案数を図 5.3.1に示す。なお、各総会の開催期間は表 5.3.1に示すとおりである。 

調査対象国から提案された議案は合計5件とすくなく、Assembly 25では提案がなかった。 
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図 5.3.1 総会での議案提案数（2003～2007年） 

表 5.3.1 総会の開催期間 

23 24 Nov 2003 - 5 Dec 2003

24 25 Nov 2005 - 2 Dec 2005

25 19 Nov 2007 - 30 Nov 2007

開催期間

Assembly

 

 

5.3.2 委員会（Committee） 

IMOの 5つの委員会（Committee）において、2005～2007年に開催された 3回の各委員

会で調査対象国が提案した議案数を図 5.3.2に示す（詳細は図 5.3.3を参照）。各委員会が

開催された期間は異なるため、各委員会の開催期間は表 5.3.2に示す。 

調査対象国では、イギリスからの提案が 67 件と最も多く、次いでドイツ、ノルウェーが

続く。4番目に日本が入るものの、ヨーロッパ諸国とアジア諸国の隔たりは大きい。 
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図 5.3.2 委員会での議案提案数（2005～2007年） 
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（International Maritime Organization） 

図 5.3.3 各委員会での議案提案数（2005～2007年） 
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表 5.3.2 委員会の開催期間 

81 10 May 2006 - 19 May 2006

82 29 Nov 2006 - 8 Dec 2006

83 3 Oct 2007 - 12 Oct 2007

91 24 Apr 2006 - 28 Apr 2006

92 16 Oct 2006 - 20 Oct 2006

93 22 Oct 2007 - 26 Oct 2007

53 18 Jul 2005 - 22 Jul 2005

54 20 Mar 2006 - 24 Mar 2006

55 9 Oct 2006 - 13 Oct 2006

55 14 Jun 2005 - 16 Jun 2005

56 13 Jun 2006 - 15 Jun 2006

57 18 Jun 2007 - 21 Jun 2007

32 4 Jul 2005 - 8 Jul 2005

33 3 Jul 2006 - 7 Jul 2006

34 26 Mar 2007 - 30 Mar 2007

FC

開催期間

MSC

LEG

MEPC

TC

 

 

5.3.3 Work Programme 

前項の委員会にて提出された Work Programme（以下、WP という）について、その提

出数を図 5.3.5に示す。5委員会のうち、調査対象とした各 3回委員会では、MSCとMEPC

でのみWPが提出された。各委員会の開催期間は表 5.3.2に示すとおりである。 

調査対象国のうち、WP はノルウェーから最も多く提出され計 13 件であり、デンマーク

の 12件、イギリスの 11件が続く。日本からは 6件が提出されているものの、ヨーロッパ

諸国の合計に対するアジア諸国のそれは 1/4程度である。 
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図 5.3.4 各委員会に提出されたWP数（2005～2007年） 
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図 5.3.5 CommitteeでのWP提案数（2005～2007年） 

 

5.3.4 小委員会（Sub-Committee） 

IMOの 9つの小委員会（Sub-Committee）において、2004～2008年の間に開催された 3

回の各小委員会で調査対象国が提案した議案数を図 5.3.6に示す（詳細は図 5.3.7を参照）。

各小委員会が開催された期間は異なるため、各委員会の開催期間は表 5.3.3に示す。 

調査対象国の中では、日本からの提案数が最も多く、合計で 150件を超える。次いで、イ

ギリス、ノルウェー、ドイツのヨーロッパ諸国が続く。 

また、中国やシンガポールといったアジア諸国からの提案数は、近年、増加傾向にある。 
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図 5.3.6 各小委員会での議案提案数（2004～2008年） 
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表 5.3.3 小委員会の開催期間 

50 5 Jul 2004 - 9 Jul 2004

51 6 Jun 2005 - 10 Jun 2005

52 17 Jul 2006 - 21 Jul 2006

9 7 Feb 2005 - 11 Feb 2005

10 6 Mar 2006 - 10 Mar 2006

11 19 Jan 2007 - 23 Jan 2007

50 9 Jan 2006 - 13 Jan 2007

51 5 Feb 2007 - 9 Feb 2007

52 14 Jan 2008 - 18 Jan 2008

49 24 Jul 2006 - 28 Jul 2006

50 30 Apr 2007 - 4 May 2007

51 14 Jul 2008 - 18 Jul 2008

37 23 Jan 2006 - 27 Jan 2006

38 22 Jan 2007 - 26 Jan 2007

39 3 Mar 2008 - 7 Mar 2008

49 20 Feb 2006 - 24 Feb 2006

50 5 Mar 2007 - 9 Mar 2007

51 18 Feb 2008 - 22 Feb 2008

10 26 Sep 2005 - 30 Sep 2005

11 11 Sep 2006 - 15 Sep 2006

12 17 Sep 2007 - 21 Sep 2007

10 3 Apr 2006 - 7 Apr 2006

11 16 Apr 2007 - 20 Apr 2007

12 4 Feb 2008 - 8 Feb 2008

13 7 Mar 2005 - 11 Mar 2005

14 5 Jun 2006 - 9 Jun 2006

15 4 Jun 2007 - 8 Jun 2007

開催期間

SLF

FP

COMSAR

NAV

FSI

BLG

DSC

DE

STW
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5.4 IMO理事国 

2009年 11月 27日に IMOの第 26回総会で実施された理事国選挙の結果について、カテゴ

リー別、エリア別の理事国を図 5.4.1に示す。また、その詳細（一覧）を表 5.4.1に示す。こ

こで、カテゴリーAは「主要海運国」、カテゴリーBは「主要貿易国」、カテゴリーCは「そ

の他」と位置付けられている。 

カテゴリー別では、カテゴリーA 及び B ではヨーロッパが 5 ヶ国とともに最多であり、ア

ジア及び中南米がそれぞれ 2ヶ国で続く。一方で、カテゴリーCではアジアが 7ヶ国と最多

になり、ヨーロッパの他、中南米及びアフリカが 4ヶ国選出されている。 

また、エリア別では、ヨーロッパが 15ヶ国、アジアが 11ヶ国、それぞれ選出されている。 
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※オセアニアはアジアに含む 

図 5.4.1 カテゴリー別・エリア別 IMO理事国 

表 5.4.1 IMO理事国一覧 

  Category A Category B Category C 

ヨーロッパ 
Greece, Italy, Norway, 

Russia, UK 

France, Germany, Netherlands, 

Spain, Sweden, 

Belgium, Cyprus, Denmark, 

Malta, Turkey 

アジア・ 

オセアニア 
China, Japan, Korea Bangladesh, India 

Australia, Indonesia, Malaysia, 

Philippines, Singapore, Thailand 

北米 USA Canada Mexico 

中南米 Panama Argentina, Brazil Bahamas, Chile, Jamaica 

アフリカ     
Egypt, Kenya, Nigeria, 

South Africa 

中東     Saudi Arabia 

（International Maritime Organization） 
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5.5 IMO関連 NGOの本部所在地 

IMOより諮問資格を受けたNGOの本部所在地が置かれている国をエリア別に図 5.5.1に示

す。また、その詳細（一覧）を表 5.5.1に示す。 

エリア別では、ヨーロッパが 59機関であり、続く 12機関の北米を大きく上回った。 

国別で NGO本部が最も多く置かれているのはイギリスで、それは 36機関にのぼる。これ

は全体の 45.6%と約半数を占める。 

なお、日本に本部を置いている NGO は IAMU（International Association of Maritime 

Universities）と IAPH（International Association of Ports and Harbors）の 2機関である。 
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図 5.5.1 エリア別 IMO理事国 

表 5.5.1 IMO諮問資格 NGOの本部所在地 

  NGO 数 エリア別小計 エリア別割合 

UK 36 

Switzerland 6 

Belgium 5 

France 3 

Denmark 2 

Netherland 2 

Germany 1 

Sweden 1 

Malta 1 

Ireland 1 

ヨーロッパ 

Monaco 1 

59 78.7% 

Japan 2 アジア・ 

オセアニア NZ 1 
3 4.0% 

USA 10 
北米 

Canada 2 
12 16.0% 

中南米 Argentina 1 1 1.3% 

アフリカ － 0 0 0.0% 

中東 － 0 0 0.0% 

合計 75 75 100.0% 

（International Maritime Organization） 
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6 調査結果のまとめ 

6.1 調査結果概要 

調査結果は、表 6.1.1のようにとりまとめることができる。 

なお、各 4分野の調査結果の詳細については、それぞれ以下に示す。 
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6.2 海運 

（現状） 

図 6.2.1及び図 6.2.2には、海運に係る調査結果を示す。ここでは、各調査項目が最大であっ

た国の値を 100とし、その他の国ついてはそれに対する割合を示した。 

 

付加価値及びオペレータ数から見てとれるように、海運業の規模は日本が圧倒的に大きい。

日本海運は伝統的に国内マーケットに依存してきたものの、今後も国内経済の緩やかな成長

と日本企業の海外における製造拠点の増加に伴う 3 国間輸送の増加を背景に、海運業におけ

る日本の規模は今後も維持、または増大傾向にあるものと思料される。 

一方で、船籍に示される税制や適用ルール等及び船員ソースといった海運業のインフラに

ついては、現状での早急な改善は不可能な状況にあり、海外調達にて対応している。海運業

は労働集約型業種（邦船社 1社の船員数は 2万人を超える）でありながら、他の国内業種と

比しても、唯一その労働力を国外マーケットに求めることが可能という特殊な事情にある。

これにより、産業インフラの脆弱性が希薄化されている。 

また、船籍（それに関わる要員を含む）についてもそれを国外に求めることができるとい

う、特殊な形態である。これは、国内のマーケットに一定規模支えられているというメリッ

トがある一方で、その業務は常にグローバルなマーケットにある中で、コスト競争力が大き

な評価基準とされる。この場合、長期経済活動の中では、コスト依存による業務の継続は常

に不安定な要素となり得る。 
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※各項目の最大を 100とし、それに対する割合を表示 

図 6.2.1 海運の競争力に係る対象項目間比較 
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※各項目の最大を 100とし、それに対する割合を表示 

図 6.2.2 海運の競争力に係る対象国間比較 
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（将来に向けた対策） 

我が国の労働環境、賃金、また少子高齢化及び次世代のライフスタイル等を勘案すると、

大幅な労働力の獲得は非常に困難な状況にある。 

従って、外国人に大きく依存する状況は継続しなければならず、この継続については当該

国、或いは関係機関等との連携を密にすることにより、常に協調・協力関係を維持する施策

が必要である。 

また、伝統的な海運業における展開は常に不安定要素が払拭されず、現状の「運送業」と

いう海運のビジネスモデルを修正または転換することにより、高度化することが次世代への

更なる発展のきっかけになるものと思料される。 

 

6.3 造船 

（現状） 

図 6.3.1及び図 6.3.2には、造船に係る調査結果を示す。ここでは、各調査項目が最大であっ

た国の値を 100とし、その他の国ついてはそれに対する割合を示した。 

 

現状、世界商船隊の造船実績では、我が国が圧倒的な地位を占めており、造船・舶用機器

に関する特許出願数や国際論文数等についても世界的水準にある。 

一方で、近年は韓国及び中国が造船業へ積極的に参画してきたことにより、我が国の建造

量は 2007 年頃から両国の後塵を拝している。これは、建造量という点で、従来の造船業の

宿命とも言える労働集約型ビジネスモデルについていけなくなったことに起因する。特に、

本邦では少子化や職業選択の多様性等から労働人口の減少が急速に進んだことにより、建造

コストに大きく関係する労働コストが競争力を失った。 

また、ディーゼル機関については、世界の 80%をMan B&W（デンマーク）が占めている

ことが示すように、我が国の造船所は船舶の心臓部を外国ライセンスに依存している。 

さらには、高付加価値（高船価）と言われる海洋開発関連の船舶・構造物では、韓国・中

国・シンガポールといったアジア諸国に、またそれに係る機器の研究開発ではイギリス・ド

イツ・ノルウェーといったヨーロッパ諸国に後れをとっている。 

 

（将来に向けた対策） 

造船業については、あらゆるフィールドにおいて、技術の高度化を含むマーケットの将来

性は未だに高い。特に高付加価値（高船価）の研究・開発・生産については、非常に大きな

可能性を有している。 

我が国の労働環境、賃金、または人口構成等を勘案すると、低コストの労働力を国内で調

達することは非常に困難である。 

従って、労働集約型ビジネスモデルから脱却し、将来におけるマーケットの可能性を勘案

することにより、知識集約型ビジネスモデルへの移行が必須だと思料される。但し、民間企

業のみで取り組むにためには、資金やリスク等の管理の点から非常に困難であることから、
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業界を超えた本邦産業界の取りまとめ役として、政府や関係団体のサポートが期待される。 

また、他の産業と同様に、労働力の点で競争力のある国際マーケットに進出することも一

案である。但し、その場合にも、知識・技術の伝承という点からも、研究開発及び一定規模

の生産拠点を国内に維持することが肝要である。 
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※各項目の最大を 100とし、それに対する割合を表示 

図 6.3.1 造船の競争力に係る対象項目間比較（2000～2009年） 
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※各項目の最大を 100とし、それに対する割合を表示 

図 6.3.2 造船の競争力に係る対象国間比較 
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6.4 港湾 

（現状） 

図 6.4.1及び図 6.4.2には、港湾に係る調査結果を示す。ここでは、各調査項目が最大であっ

た国の値を 100とし、その他の国ついてはそれに対する割合を示した。 

 

我が国の整備された港湾の数とその延長については、過去に神戸等の主要港湾が世界の海

上物流で高い地位を占めていた頃の名残であり、現在ではそれらが生かされているとは言い

難い。これは 2008年現在、国内最多のコンテナ貨物取扱港である東京が、世界では 24位に

甘んじているからも明白である。 

現状では、1バースあたりのコンテナ取扱個数ではシンガポールが、国際論文数の点ではイ

ギリスが高い地位を占めるものの、総合的には中国の存在が圧倒的に大きい。これは、世界

の生産工場として、アジアの中でも中国が突出していることに起因する。 

 

（将来に向けた対策） 

港湾分野については、国内マーケット、コスト競争力、利便性向上が要点となる。但し、

国内マーケットについては、現状において、回復には時間を要するものと思料される。 

まず、コスト競争力という点では、官民等港湾関係者による更なる改善が望まれる。 

また、利便性向上という点では、各種手続きの電子化や一元化が進められてきたことによ

り、これまで業界をリードしていたシンガポールと比べても遜色はない。但し、今後、他国

に先んじるためには、既存システム（ハード・ソフト）をさらに高度化する必要がある。本

邦は港湾・物流に係る研究が他国に比べ相対的に低い傾向があることから、新たな技術やシ

ステムを生み出す研究の促進と、それに向けた国家的な基盤造りが望まれる。 

一方、本邦においては、岸壁での荷役時間の制約や、コンテナトレーラーのゲート通過時

間の制約等、利便性が劣る点もある。これらについては、前述のコスト競争力と同様、関係

者の積極的な対応が期待される。 
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※各項目の最大を 100とし、それに対する割合を表示 

図 6.4.1 港湾の競争力に係る対象項目間比較 
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※各項目の最大を 100とし、それに対する割合を表示 

図 6.4.2 港湾の競争力に係る対象国間比較 
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6.5 海洋開発 

（現状） 

図 6.5.1から図 6.5.4には、海洋開発に係る調査結果を示した。また、リグ、FPSO及びドリ

ルシップについては、2000年以降の建造実績についてのみ別途図 6.5.2に示した。ここでは、

各調査項目が最大であった国の値を 100とし、その他の国ついてはそれに対する割合を示し

た。 

 

ドリルシップを含む海洋・海上構造物といった高付加価の製品について、特に FSO/FPSO

の建造については、我が国は多くの実績を有している。しかし、これらの大半は 20年以上前

に建造されたものがほとんどであり、近年は中国・韓国・シンガポールといったアジア諸国

にその生産拠点が移行している。この点については、造船と同様に労働コストに係る問題の

存在が考えられる。 

一方で海洋開発に係る国際論文数では非常に実績が高く、研究は盛んであることが伺え知

れる。これは JAMSTECの大きな予算と多くの研究者によっても示されており、国家として

の積極的な取り組みの表れであると言える。しかし、深海掘削船「ちきゅう」のデータが示

すとおり、世界トップレベルの掘削に係る技術及び機器については、その大半をアメリカと

ノルウェーに頼っているのが現状である。両国はこれまでに培った海底油田開発でのノウハ

ウを製品にまで昇華させることにより、業界でも大きなシェアを占めている。 

 

（将来に向けた対策） 

我が国の資源及びエネルギー確保の観点から、海洋開発分野で蓄積した知識・技術を基に

製品を開発利用まで高度化することが喫緊の課題である。我が国についても、海洋観測船「み

らい」の観測が機器の大半が自国製であるように、研究レベルで、汎用性の高い機器につい

ては高品質な製品を生産している。しかし、深海掘削という非常に用途が限られる技術製品

については、これまで商業利用の機会がなかったことから、技術の研究開発と採算性の観点

から参入できていないのが現状である。今後、東シナ海における海底ガス田や熱水鉱床等の

資源開発が推進される中では、当該分野における商業化に向けた積極的な取り組みが必須で

ある。 

しかし、事前の研究を含む海底資源の開発には、莫大な資金が必要となることから、民間

企業のみで取り組むことは困難である。また、海洋構造物の建造については造船分野と、そ

のオペレーションについては海運分野との協力・協調関係が必須である。従って、海洋開発

については、国家プロジェクトを形成し、自国の知識・技術を活用した開発手法が、今後の

国外での利用を想定した上では重要である。 

さらには、市場規模の小ささから現在は顕在化していない人材育成についても、今後の当

該分野の重要性を鑑み、積極的に取り組んでいく必要がある。 

 

－ 62 －



 

 

0

20

40

60

80

100

JPN

CHN

KOR

SIN

UK

GER

NOR

DEN

Rig Buld. Rig Flag Rig Ope.

FSO/FPSO Buld. FSO/FPSO Flag FSO/FPSO Ope

0

20

40

60

80

100

JPN

CHN

KOR

SIN

UK

GER

NOR

DEN

Dril Buld. Dril Flag

Dril Ope 論文

※各項目の最大を 100とし、それに対する割合を表示 

図 6.5.1 海洋開発の競争力に係る対象項目間比較 
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※各項目の最大を 100とし、それに対する割合を表示 

図 6.5.2 リグ・FPSO・ドリルシップの建造及びオペレータ国 

（論文以外は 2000～2009年のデータ） 
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※各項目の最大を 100とし、それに対する割合を表示 

図 6.5.3 海洋開発の競争力に係る対象項目間比較① 
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※各項目の最大を 100とし、それに対する割合を表示 

図 6.5.4 海洋開発の競争力に係る対象項目間比較② 
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6.6 共通関連項目 

（現状） 

図 6.6.1及び図 6.6.2には、共通関連項目（IMOでの議案提案数）に係る調査結果を示す。

ここでは、各調査項目が最大であった国の値を 100とし、その他の国ついてはそれに対する

割合を示した。 

IMO における議案の提案数は、日本とヨーロッパ諸国の割合が高く、本邦からも多くの議

題が提案されている。特に我が国からの提案については、MSC・MEPC委員会及び FP・DE

小委員会等への技術的な事項については活躍が目立つが、他の分野については提案数が比較

的少ない。さらに MSC・MEPC 委員会における作業計画の提案については、我が国を含む

アジア諸国に比べ、ヨーロッパ諸国の提案が圧倒的に多い。 

さらに、IMO 関連の NGO 団体の所在地については、イギリスを中心としたヨーロッパ諸

国に置く機関が圧倒的に多い。 

これらは、世界の海事社会の政策・情報の発信地が、未だ伝統的な海運国を要するヨーロッ

パを中心として形成されていることを示すものであり、我が国を含むアジア諸国は今後こう

いったフィールドにおいても貢献していくことが期待されよう。 

 

（将来に向けた対策） 

我が国の国際分野における存在は小さくないものの、技術のみならず政策面でより活躍す

ることが望まれる。 

また、今後、世界の物流を支えるアジア諸国がより大きなイニシアチブを発揮できるよう、

近隣諸国と協力・協調関係を構築・強化していくことが必要である。そのためには、伝統的

海洋国家である我が国がリーダーシップを発揮することが期待される。 
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※各項目の最大を 100とし、それに対する割合を表示 

図 6.6.1 共通関連項目（IMOでの議案提案数）の競争力に係る対象項目間比較 
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※各項目の最大を 100とし、それに対する割合を表示 

図 6.6.2 共通関連項目（IMOでの議案提案数）の競争力に係る対象国間比較 
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7. 海事力に関する調査分析のバックデータ 

 

7.1 海運 

7.1.1 海運の国際競争力 

表 7.1.1 世界商船隊の GT階級別割合 

GT 階級 隻数 

2,000～5,000 8,857 25.3%

5,001～10,000 5,880 16.8%

10,001～50,000 15,371 44.0%

50,001～100,000 3,791 10.9%

100,001～150,000 491 1.4%

150,001～200,000 544 1.6%

200,001～ 5 0.0%

（World Shipping Encychlopedia, Lloyd’s Register - Fairplay, Nov. 2009） 

 

表 7.1.2 世界商船隊の船種別割合 

船種 隻数 

Bulk 7,240 20.7%

Ore 170 0.5%

Bulk (others) 640 1.8%

Crude Oil Tanker 2,178 6.2%

Chemical /Product 

Tanker 5,445 15.6%

LPG/LNG Tanker 1,204 3.4%

Tanker (others) 380 1.1%

Container 5,025 14.4%

PCC 876 2.5%

GC 7,902 22.6%

GC (others) 2,182 6.2%

Passenger 1,697 4.9%

（World Shipping Encychlopedia, Lloyd’s Register - Fairplay, Nov. 2009） 
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① 船籍 

表 7.1.3 商船の船籍 

  
10,000GT 以上 10,000GT 未満

10,000GT 以上

（第 2 船籍） 

10,000GT 未満 

（第 2 船籍） 

JPN 198 371 0 0 

CHN 869 856 0 0 

KOR 271 400 0 0 

SIN 950 402 0 0 

UK 367 179 1523 1807 

GER 361 99 0 0 

NOR 28 70 358 124 

DEN 7 12 210 64 

（World Shipping Encychlopedia, Lloyd’s Register - Fairplay, Nov. 2009） 

 

② オペレータ所在地 

表 7.1.4 オペレータの所在地 

  10,000GT 以上 10,000GT 未満

JPN 2,161 965 

CHN 1,509 1,311 

KOR 806 631 

SIN 917 438 

UK 548 316 

GER 1,027 963 

NOR 659 443 

DEN 1,049 427 

（World Shipping Encychlopedia, Lloyd’s Register - Fairplay, Nov. 2009） 

 

③ 船員数 

表 7.1.5 商船に乗り込む船員数（職員・部員） 

  職員 部員 

JPN 12,968 6,856 

CHN 42,704 79,504 

KOR 8,201 5,035 

SIN 647 534 

UK 14,050 4,500 

GER 4,800 1,850 

NOR 8,100 7,300 

DEN 5,488 4,166 

（BIMCO/ISF Manpower 2005 Update） 
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表 7.1.6 各国人口に対する船員数の割合（職員・部員） 

  職員 部員 

JPN 0.01 0.01 

CHN 0.00 0.01 

KOR 0.02 0.01 

SIN 0.02 0.01 

UK 0.02 0.01 

GER 0.01 0.00 

NOR 0.17 0.16 

DEN 0.10 0.08 

（船員数：BIMCO/ISF Manpower 2005 Update） 

（人口：World Population Prospects（United Nations）の 2005年値） 

 

④ 海運に係る付加価値 

表 7.1.7 海運に係る付加価値 

  2000 2001 2002 2003 2004 2005 

JPN 19,726  19,622 20,837 23,421 26,249  26,461 

UK 2,830  3,022 3,362 4,508 6,045  6,549 

GER 6,106  7,191 6,120 5,994 7,816  9,416 

NOR 4,549  5,419 4,237 4,136 4,574  4,976 

DEN 3,094  2,956 2,792 3,076 4,326  5,496 

（付加価値：OECD.Stat Extracts, 24th, Feb, 2010、為替：IRS） 

 

表 7.1.8 海運に係る生産高に対する付加価値の割合 

  2004 2005 

JPN 47.5% 44.3%

UK 39.3% 37.8%

GER 36.0% 37.8%

NOR 27.0% 27.0%

DEN 22.3% 22.9%

（付加価値：OECD.Stat Extracts, 24th, Feb, 2010、為替：IRS） 
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7.2 造船 

7.2.1 造船の国際競争力 

① 建造実績 

表 7.2.1 運航中船舶の建造国 

  隻数 

JPN 11,884 

CHN 4,553 

KOR 5,163 

SIN 182 

UK 331 

GER 2,513 

NOR 417 

DEN 492 

 

表 7.2.2 建造数の推移 

  
～1949 

1950～

1959 

1960～

1969 

1970～

1979 

1980～

1989 

1990～

1999 

2000～

2009 

JPN 0  3 157 1,631 3,104 3,024  3,965  

CHN 0  2 23 113 309 592  3,514  

KOR 0  0 3 65 563 1,190  3,342  

SIN 0  0 0 27 18 109  28  

UK 0  4 28 99 135 61  4  

GER 1  12 104 533 675 639  549  

NOR 0  0 16 185 106 90  20  

DEN 0  3 19 79 151 192  48  

（World Shipping Encychlopedia, Lloyd’s Register – Fairplay, Nov. 2009） 

 

表 7.2.3 建造数の推移（2000年 1月～2009年 11月） 

  
～1949 

1950～

1959 

1960～

1969 

1970～

1979 

1980～

1989 

1990～

1999 

2000～

2009 

JPN 0  0 23 764 1,887 1,946  3,235  

CHN 0  0 3 52 120 316  1,974  

KOR 0  0 0 50 451 971  2,957  

SIN 0  0 0 0 0 15  19  

UK 0  3 9 32 75 19  3  

GER 0  4 16 111 319 350  370  

NOR 0  0 3 49 36 31  10  

DEN 0  0 3 35 96 109  48  

（World Shipping Encychlopedia, Lloyd’s Register – Fairplay, Nov. 2009） 
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表 7.2.4 建造数の推移（10,000GT以上） 

  2000  2001  2002  2003 2004 2005 2006 2007  2008  2009 

JPN 324  344  325  329 381 408 447 446  487  474 

CHN 87  83  97  156 184 275 329 489  652  1,162 

KOR 182  208  215  231 263 312 360 423  512  636 

SIN 0  3  3  1 3 2 4 3  7  2 

UK 1  1  1  1 0 0 0 0  0  0 

GER 48  45  58  46 46 64 56 69  66  51 

NOR 5  4  2  5 1 0 0 1  2  0 

DEN 3  6  5  4 4 6 4 5  5  6 

（World Shipping Encychlopedia, Lloyd’s Register – Fairplay, Nov. 2009） 

 

表 7.2.5 建造数の推移（10,000GT以上、2000年 1月～2009年 11月） 

  2000  2001  2002  2003 2004 2005 2006 2007  2008  2009 

JPN 246  281  259  267 309 346 371 372  387  397 

CHN 62  57  65  101 107 141 170 218  312  741 

KOR 174  199  204  219 248 284 315 347  419  548 

SIN 0  3  3  1 1 1 4 1  3  2 

UK 1  0  1  1 0 0 0 0  0  0 

GER 23  33  41  26 33 46 36 43  52  37 

NOR 2  1  2  3 0 0 0 1  1  0 

DEN 3  6  5  4 4 6 4 5  5  6 

（World Shipping Encychlopedia, Lloyd’s Register – Fairplay, Nov. 2009） 

 

② 造船関連特許 

表 7.2.6 世界の造船関連特許数（IPC分類コード：B63B、B63C） 

  1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 

B63B 122.5  152.5  187.4  224.4 187.6 225.1 203.2  222.1  273.4 

B63C 30.8  37.2  43.9  55.0 53.9 51.0 46.2  55.1  51.0 

（OECD.Stat Extracts, 8th, Feb, 2010） 

 

表 7.2.7 造船関連特許数（IPC分類コード：B63B） 

  1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 

JPN 1.0  2.2  4.9 7.6 5.7 10.1 9.0  9.4  15.2 

KOR 0.0  1.8  1.0 7.3 7.3 5.0 7.0  13.3  13.2 

UK 15.7  6.3  10.0 17.6 13.2 9.7 9.9  19.1  11.9 

GER 4.6  11.9  12.8 14.4 14.9 12.0 12.0  8.4  13.2 

NOR 20.3  16.1  27.5 20.8 15.9 10.6 18.4  16.6  17.7 

DEN 4.0  3.1  0.3 1.7 1.3 0.0 2.6  2.1  4.8 

（OECD.Stat Extracts, 8th, Feb, 2010） 
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表 7.2.8 造船関連特許数（IPC分類コード：B63C） 

  1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 

JPN 1.7  6.8  0.3 2.0 2.3 3.8 1.7  1.0  0.0 

KOR 0.0  0.0  0.0 1.0 0.0 2.5 2.0  3.0  5.0 

UK 5.1  4.5  6.6 2.7 6.8 2.8 2.3  6.2  5.8 

GER 0.4  4.8  1.0 5.5 6.8 3.2 3.7  2.0  3.8 

NOR 1.0  2.0  1.0 2.2 1.5 1.2 2.3  1.5  1.6 

DEN 0.0  1.0  1.5 2.3 0.0 1.0 0.0  0.0  1.7 

 

③ 舶用機器関連特許 

表 7.2.9 世界の舶用機器関連特許数（IPC分類コード：B63J） 

  1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 

B63H 57.2  61.6  73.7 78.4 81.4 76.8 90.3  94.7  116.0 

B63J 1.7  0.8  6.5 2.5 2.0 3.6 6.8  6.8  4.0 

 

表 7.2.10 舶用機器関連特許数（IPC分類コード：B63H） 

  1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 

JPN 4.0  2.5  11.0 2.8 3.2 0.5 11.0  2.1  3.3 

KOR 0.0  0.5  0.0 3.0 2.0 3.0 3.3  3.0  5.0 

UK 0.7  2.8  5.0 5.0 4.6 0.8 3.0  11.3  2.2 

GER 7.0  10.6  11.3 11.3 10.8 11.8 4.5  7.6  9.1 

NOR 0.8  1.9  2.3 3.8 1.5 4.2 0.8  2.2  4.2 

DEN 0.0  0.0  0.5 0.0 2.0 0.0 0.3  0.2  0.5 

 

表 7.2.11 舶用機器関連特許数（IPC分類コード：B63J） 

  1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 

JPN 0.0  0.0  0.3 0.0 0.5 0.0 0.3  0.4  0.8 

KOR 0.0  0.0  0.0 0.0 0.0 0.0 0.0  0.7  0.0 

UK 0.0  0.0  0.5 0.0 0.0 0.0 0.0  0.0  0.0 

GER 0.2  0.3  0.4 0.0 0.0 0.5 1.7  1.1  1.0 

NOR 0.0  0.0  0.5 0.0 0.1 0.2 0.0  0.0  0.0 

DEN 0.0  0.0  0.2 0.0 0.0 0.0 0.5  0.0  0.0 
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④ タービン主機関 

表 7.2.12 タービン主機関のメーカー別の生産量の推移（1999～2008年） 

  1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008

川崎重工業 1 5 0 4 12 13 12 20 16 12

三菱重工業 4 8 1 5 2 4 4 1 10 6

IZAR TURBINA 0 0 0 0 0 2 0 0 0 0

現代重工 0 0 0 2 1 1 3 4 0 3

GE 0 0 0 0 0 0 2 0 0 0

 

⑤ 国際論文誌への掲載論文数 

表 7.2.13 国際論文誌掲載論文の著者の所属機関国 

  JPN CHN KOR SIN UK NOR GER DEN 

Journal of 

Ship Production 
17.0 37.0 35.0 0.0 6.0 1.0  2.0 0.0 

Journal of 

Ship Research 
2.0 23.0 10.0 5.0 10.0 0.0  3.0 0.0 

Journal of 

Marine Science and Technology 
30.6 3.7 17.4 1.0 3.3 5.7  0.0 1.0 

 

⑥ 造船・修繕に関わる人材 

表 7.2.14 造船・修繕に関わる人数 

  2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 

JPN 65,512  69,237  71,269 68,008 67,706 70,814  71,602 

KOR 126,096  140,454  135,624 132,502 138,451 136,255  150,209 

GER 27,790  28,234  28,850 26,697 26,150 25,286  26,033 

NOR 33,600  32,100  34,600 31,400 30,800 31,100  36,400 

DEN 6,810  6,653  6,524 5,703 3,788 3,165  3,567 

（OECD.Stat Extracts, 24th, Feb, 2010） 
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表 7.2.15 我が国における造船・修繕業従事者数の推移 

年 事務・技術職 技能職 協力工 合計 

1974 29,955 82,525 46,121 158,601 

1975 30,285 85,620 44,642 160,547 

1976 28,869 81,366 31,340 141,575 

1977 27,235 75,918 30,053 133,206 

1978 23,163 67,246 21,661 112,070 

1979 18,309 50,613 15,664 84,586 

1980 15,155 41,483 18,050 74,688 

1981 16,244 41,793 24,135 82,172 

1982 16,637 43,845 25,908 86,390 

1983 16,770 43,033 18,422 78,225 

1984 16,418 41,086 17,992 75,496 

1985 15,692 38,373 18,699 72,764 

1986 13,865 33,515 16,034 63,414 

1987 10,140 20,994 11,866 43,000 

1988 8,533 16,311 10,846 35,690 

1989 8,049 15,047 12,006 35,102 

1990 7,639 14,712 13,056 35,407 

1991 8,305 15,211 14,412 37,928 

1992 8,873 16,073 15,664 40,610 

1993 9,366 16,311 16,266 41,943 

1994 8,397 16,317 15,514 40,228 

1995 7,886 15,678 14,752 38,316 

1996 7,066 14,557 15,480 37,103 

1997 6,925 13,196 18,215 38,336 

1998 6,872 13,055 18,298 38,225 

1999 6,753 12,269 18,622 37,644 

2000 6,570 11,518 17,479 35,567 

2001 6,441 11,710 18,865 37,016 

2002 6,245 11,411 20,755 38,411 

2003 6,771 11,991 23,048 41,810 

2004 6,975 11,692 21,771 40,438 

2005 7,051 11,676 24,608 43,335 

2006 7,269 13,377 26,188 46,834 

2007 7,702 13,961 28,577 50,240 

2008 8,295 14,417 29,391 52,103 

（造船関係資料、2009年 9月、㈳日本造船工業会） 
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⑦ 造船・修繕に係る付加価値 

表 7.2.16 造船・修繕に係る付加価値 

（単位：million US$） 

  2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 

JPN 6,581  6,784  7,753 7,119 7,268 6,117  6,776 

KOR 3,707  4,242  4,275 4,366 4,735 5,052  6,460 

UK 1,748  1,521  1,466 1,532 1,612 1,580  1,619 

GER 1,556  1,972  1,625 1,905 1,743 1,855  2,309 

NOR 2,157  2,283  2,578 2,555 2,511 2,834  3,612 

DEN 381  417  350 436 223 206  246 

（付加価値：OECD.Stat Extracts, 24th, Feb, 2010、為替：IRS） 

 

表 7.2.17 造船・修繕に係る生産高に対する付加価値の割合 

  2004 2005 

JPN 31.1% 24.7%

KOR 24.2% 22.1%

UK 38.7% 37.0%

GER 22.3% 23.1%

NOR 33.1% 29.9%

DEN 16.8% 15.2%

（付加価値：OECD.Stat Extracts, 24th, Feb, 2010、為替：IRS） 

 

⑧ 造船・修繕に係る研究開発投資 

表 7.2.18 造船・修繕に係る生産高に対する付加価値の割合 

  2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 

JPN 0.49  0.50  0.48 0.49 0.70 0.54  0.56 

KOR 0.97  0.64  0.92 1.13 0.99 0.76  0.65 

UK 2.65  2.78  3.28 3.59 4.69 4.62  4.76 

GER 0.70  0.68  0.94 0.87 1.06 0.96  0.79 

NOR 0.63  0.64  0.65 1.03 0.90 0.84  0.88 

 

7.2.2 世界の現状 

① 客船の建造実績 

表 7.2.19 50,000GT以上の客船の建造国 

  Italy France Finland Germany Japan UK USA 

50,000GT 以上 26 24 17 24 1 1 1

100,000GT 以上 23 3 5 2 2 0 0

150,000GT 以上 0 0 4 0 0 0 0

－ 76 －



 

7.3 港湾 

7.3.1 港湾の国際競争力 

① コンテナバースの仕様 

表 7.3.1 コンテナバースの数と総延長 

  バース数 総延長 

JPN 145 39,950 

CHN 262 67,140 

KOR 77 31,322 

SIN 72 18,586 

UK 73 16,189 

NOR 8 2,741 

GER 93 23,859 

DEN 11 4,430 

（Containerisation International Yearbook 2009） 

 

表 7.3.2 コンテナの年間取扱個数 

（1,000TEU） 

 取扱個数 
1 バースあたりの

取扱個数 

JPN 19,008 131 

CHN 104,559 399 

KOR 16,640 216 

SIN 27,932 388 

UK 9,383 129 

NOR 294 37 

GER 16,713 180 

DEN 775 70 

（Containerisation International Yearbook 2009） 

※ノルウェーは Osloと Bergenのみの合計 
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② 国際論文誌への掲載論文数 

表 7.3.3 国際論文誌掲載論文の著者の所属機関国 

 JPN CHN KOR SIN UK NOR GER DEN

Maritime Policy & Management 0 10 2.3 3.2 13.66 2.33 0 1

Transportation Research A: 

Policy and Practice 
5.67 9.74 4.83 1.5 27.76 4.5 4.59 3.25

Transportation Research B: 

Methodological 
4.75 17 3.08 0.3 13.33 0 1.5 2

Transportation Research C: 

 Emerging Technologies 
0.75 5.92 0 1.3 12.25 0.67 3.25 0

Transportation Research D: 

Transport and Environment 
4.83 17.4 4.25 0 7.83 0 2 1

Transportation Research E: 

Logistics and Transportation Review 
9.67 15.3 5.33 8.9 13.24 0.67 2 2

Transportation Research F: 

Traffic Psychology and Behavour 
3.25 1 0 0 15.62 5.33 3.42 2

Transport Policy 1 5.17 1.5 1.3 33.36 3 2.4 3.8

Transportation Planning and Technology 1.5 3.33 5.41 0 5.67 0.33 0.5 1

Transportation Science 0.5 3 1 1.3 2.33 1.07 9.73 1.17

 

7.3.2 世界の現状 

① 主要コンテナ港湾 

表 7.3.4 世界の主要コンテナ港のコンテナ取扱量 

（1,000TEU） 

  1995 2000 2005 2006 2007 2008 

Singapore 11,845  17,040 23,192 24,792 27,932  29,918  

Shanghai   5,613 18,084 21,710 26,150  27,980  

Hong Kong 12,549  18,100 22,601 23,538 23,998  24,494  

Shenzhen     16,197 18,468 21,099  21,414  

Busan 4,502  7,540 11,843 12,030 13,270  13,425  

Dubai     8,087 8,923 10,653  11,827  

Rotterdam 4,786  6,275 9,250 9,654 10,790  10,800  

Tokyo 2,177  2,899 3,592 3,969 4,123  4,156  

（Conteinerisation International） 

 

－ 78 －



 

② 主要コンテナオペレーター 

表 7.3.5 世界の主要ターミナルオペレーター 

（1,000TEU） 

  2004 2005 2006 2007 2008 

Hutchison 47,800 51,800 60,900 66,300 67,600 

APM Terminals 31,900 38,800 52,000 60,300 64,400 

PSA 33,100 40,300 47,400 54,700 59,700 

DP World (DPA) 8,100 11,300 41,600 43,000 46,200 

Cosco 13,300 14,700 22,000 27,300 32,000 

MSC 5,700 7,800 8,800 14,400 16,200 

Eurogate 11,500 11,200 11,700 13,200 13,200 

Evergreen 8,100 8,700 9,400 10,400 10,300 

（Conteinerisation International） 

7.4 海洋開発 

7.4.1 海洋開発の国際競争力 

① 洋上リグ 

表 7.4.1 セミサブ型洋上リグの建造国、船籍国及びオペレータ国 

 建造国 船籍国 オペレータ国 

JPN 0 0 2  

CHN 0 9 11  

KOR 0 1 1  

SIN 0 9 4  

UK 0 2 20  

GER 0 0 0  

NOR 0 8 26  

DEN 0 1 3  

（World Shipping Encychlopedia, Lloyd’s Register – Fairplay, Nov. 2009） 

 

表 7.4.2 ジャッキアップ型洋上リグの建造国、船籍国及びオペレータ国 

 建造国 船籍国 オペレータ国 

JPN 51 0 4  

CHN 18 24 26  

KOR 6 0 1  

SIN 142 24 33  

UK 17 1 19  

GER 0 0 0  

NOR 1 1 11  

DEN 0 3 11  

（World Shipping Encychlopedia, Lloyd’s Register – Fairplay, Nov. 2009） 
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表 7.4.3 ジャッキアップ型洋上リグの建造数の推移 

  

1950～

1959 

1960～

1969 

1970～

1979 

1980～

1989 

1990～

1999 

2000～

2009 

JPN 0  0 7 44 0  0  

CHN 0  0 0 5 0  13  

KOR 0  0 0 2 0  4  

SIN 0  0 27 49 12  54  

UK 0  3 10 4 0  0  

GER 0  0 0 0 0  0  

NOR 0  0 0 1 0  0  

DEN 0  0 0 0 0  0  

（World Shipping Encychlopedia, Lloyd’s Register – Fairplay, Nov. 2009） 

 

② FSO/FPSO 

表 7.4.4  FSOの造船国、船籍国及びオペレータ国 

 建造国 船籍国 オペレータ国 

JPN 23 0 0  

CHN 0 0 0  

KOR 3 0 0  

SIN 0 3 8  

UK 3 0 1  

GER 0 0 1  

NOR 0 0 3  

DEN 0 0 1  

（World Shipping Encychlopedia, Lloyd’s Register – Fairplay, Nov. 2009） 

 

表 7.4.5  FPSOの造船国、船籍国及びオペレータ国 

 建造国 船籍国 オペレータ国 

JPN 53 0 10  

CHN 20 10 14  

KOR 29 0 0  

SIN 5 10 18  

UK 4 4 14  

GER 7 0 0  

NOR 6 7 23  

DEN 3 0 2  

（World Shipping Encychlopedia, Lloyd’s Register – Fairplay, Nov. 2009） 
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表 7.4.6 FSOの建造数の推移 

 1960～1969 1970～1979 1980～1989 1990～1999 2000～2009 

JPN 1  7 13 2 0  

CHN 0  0 0 0 0  

KOR 0  0 3 0 0  

SIN 0  0 0 0 0  

UK 0  1 1 1 0  

GER 0  0 0 0 0  

NOR 0  0 0 0 0  

DEN 0  0 0 0 0  

（World Shipping Encychlopedia, Lloyd’s Register - Fairplay, Nov. 2009） 

 

表 7.4.7 FPSOの建造数の推移 

 1960～1969 1970～1979 1980～1989 1990～1999 2000～2009 

JPN 2  28 12 9 2  

CHN 0  0 2 4 14  

KOR 0  1 2 7 19  

SIN 0  0 1 4 0  

UK 0  0 0 4 0  

GER 0  6 1 0 0  

NOR 0  4 1 1 0  

DEN 0  0 3 0 0  

（World Shipping Encychlopedia, Lloyd’s Register - Fairplay, Nov. 2009） 

 

③ ドリルシップ 

表 7.4.8 ドリルシップの造船国、船籍国及びオペレータ国 

 建造国 船籍国 オペレータ国 

JPN 9 1 1  

CHN 0 1 1  

KOR 21 0 0  

SIN 12 4 10  

UK 5 1 6  

GER 3 0 0  

NOR 1 0 5  

DEN 0 0 0  

（World Shipping Encychlopedia, Lloyd’s Register – Fairplay, Nov. 2009） 

 

－ 81 －



 

表 7.4.9 ドリルシップの建造数の推移 

  1950～1959 1960～1969 1970～1979 1980～1989 1990～1999 2000～2009

JPN 0 1 6 1 0  1 

CHN 0 0 0 0 0  0 

KOR 0 0 0 0 6  15 

SIN 0 0 2 7 3  0 

UK 1 0 2 0 0  2 

GER 1 0 1 1 0  0 

NOR 0 0 0 1 0  0 

DEN 0 0 0 0 0  0 

 

④ 国際論文誌への掲載論文数 

表 7.4.10 国際論文誌掲載論文の著者の所属機関国 

 JPN CHN KOR SIN UK NOR GER DEN

IEEE journal of oceanic engineering 5.0 8.0 3.0 2.0 7.0  7.0  1.0  0.0 

Journal of the International Society of 

Offshore and Polar Engineers 
27.1 3.6 20.6 1.3 6.6  3.5  0.0  0.3 

Sea Technology Magazine 3.8 1.0 0.0 0.0 10.0  2.5  1.5  0.0 

Marine Technology Society Journal 0.0 0.0 0.0 1.7 5.0  1.0  0.0  1.0 

 

7.4.2 世界の現状 

① 日本の調査船 

表 7.4.11 「みらい」の観測に係る主要装置メーカーの国 

メーカー国 装置数 

日本 36

米国 13

ドイツ 3

英国 1

カナダ 1

フィンランド 1

（GODI） 

 

表 7.4.12 「ちきゅう」の船体・機関に係る主要装置メーカーの国 

メーカー国 装置数 

日本 40

アメリカ 1

スウェーデン 1

スイス 1

（GODI） 
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表 7.4.13 「ちきゅう」の掘削に係る主要装置メーカーの国 

メーカー国 装置数 

アメリカ 19 

ノルウェー 13 

日本 5 

イギリス 3 

ドイツ 1 

オランダ 1 

（GODI） 

7.4.3 海外の事例 

① 予算 

表 7.4.14 JAMSTEC及びWHOIの予算 

（単位：億円） 

  2004 2005 2006 2007 

JAMSTEC 405 417 401 419  

WHOI 108 112 115 129  

※WHOIの予算は 1US$を 100円で換算 

 

表 7.4.15 WHOIの予算における予算の内訳（2006・2007年） 

（単位：億円） 

  2006 2007 

National Science Foundation 56.7 66.8  

Other Non-government 23.4 27.1  

Navy 16.4 17.0  

National Oceanic & Atmospheric 

Administration 
13.4 13.0  

Othe Government 4.6 5.2  

※WHOIの予算は 1US$を 100円で換算 

 

② 職員数 

表 7.4.16 JAMSTEC及びWHOIの職員数 

  2005 2006 2007 2008 

JAMSTEC 1,127 1,020 1,048 1,113  

WHOI 932 911 913 925  
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表 7.4.17 職員の人員構成（2008年） 

 JAMSTEC WHOI 

研究者 485 157 

技術者 310 220 

船舶運航者 53 112 

その他 265 436 

 

7.5 共通関連項目 

7.5.1 IMO 議案提案数 

① 総会（Assembly） 

表 7.5.1 総会での議案提案数（2003～2007年） 

Assembly 
  

23 24 25 

JPN 0 0 0 

CHN 0 0 0 

KOR 0 1 0 

SIN 0 0 0 

UK 1 2 0 

NOR 0 0 0 

GER 0 0 0 

DEN 0 1 0 

（International Maritime Organization） 

 

② 委員会（Committee） 

表 7.5.2 委員会での議案提案数（2005～2007年） 

MSC LEG MEPC TC FL 
  

81 82 83 91 92 93 53 54 55 49 50 51 10 11 12

JPN 12  13  4  0  1 0 5 3 10 0 0 1  5  1 1 

CHN 4  1  1  0  0 0 1 1 0 0 0 0  0  0 0 

KOR 6  5  6  0  1 0 2 3 6 0 0 0  1  1 1 

SIN 0  2  3  0  0 0 1 0 0 2 0 0  0  0 0 

UK 20  19  12  0  2 0 6 5 3 0 0 0  0  0 0 

NOR 12  10  8  4  6 0 6 3 10 0 0 0  0  0 0 

GER 16  9  13  0  1 0 10 7 5 0 0 0  1  0 0 

DEN 18  5  13  0  2 0 4 1 1 0 0 0  0  0 0 

（International Maritime Organization） 
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③ Work Programme 

表 7.5.3 各委員会に提出されたWP数（2005～2007年） 

  MSC MEPC 

JPN 6 0 

CHN 1 0 

KOR 2 0 

SIN 1 0 

UK 10 1 

NOR 12 1 

GER 10 0 

DEN 11 1 

（International Maritime Organization） 

 

④ 小委員会（Sub-Committee） 

表 7.5.4 各小委員会での議案提案数（2004～2008年） 

  NAV COMSAR FP SLF STW DE DSC BLG FSI 

JPN 6 10  54 10 1 37 16 16  4 

CHN 0 0  8 5 4 13 0 1  0 

KOR 2 6  9 1 3 13 5 6  3 

SIN 0 0  0 0 5 0 0 2  1 

UK 16 11  4 8 9 5 13 15  11 

NOR 12 7  5 11 4 6 0 16  3 

GER 8 0  8 23 6 12 23 6  2 

DEN 11 5  6 1 5 3 0 6  5 

（International Maritime Organization） 

 

表 7.5.5 小委員会ごとの議案提案数①（2004～2008年） 

NAV COMSAR FP SLF STW 
  

50 51 52 9 10 11 50 51 52 49 50 51 37 38 39

JPN 0  2 4  4  4 2 11 22 21 5 3  2  0  0 1 

CHN 0  0 0  0  0 0 1 4 3 2 2  1  0  2 2 

KOR 0  0 2  3  0 3 0 5 4 0 1  0  3  0 0 

SIN 0  0 0  0  0 0 0 0 0 0 0  0  0  0 5 

UK 3  4 9  4  5 2 2 2 0 1 2  5  1  3 5 

NOR 4  2 6  3  3 1 2 0 3 6 2  3  2  0 2 

GER 3  3 2  0  0 0 5 0 3 9 6  8  0  2 4 

DEN 3  6 2  4  0 1 2 3 1 0 0  1  0  1 4 

（International Maritime Organization） 
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表 7.5.6 小委員会ごとの議案提案数②（2004～2008年） 

DE DSC BLG FSI 
  

49 50 51 10 11 12 10 11 12 13 14 15 

JPN 11 15  11  3 3 10 8 4 4 2  1  1  

CHN 2 4  7  0 0 0 0 0 1 0  0  0  

KOR 9 1  3  2 1 2 1 4 1 1  0  2  

SIN 0 0  0  0 0 0 0 1 1 0  0  1  

UK 1 0  4  3 3 7 3 6 6 7  1  3  

NOR 1 5  0  0 0 0 2 8 6 2  1  0  

GER 4 4  4  7 8 8 2 0 4 0  0  2  

DEN 0 0  3  0 0 0 2 2 2 1  0  4  

（International Maritime Organization） 
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分
類
番
号

カ
テ
ゴ
リ

サ
ブ
カ
テ
ゴ
リ

詳
細

研
究
、
一
般
的
特
徴

一
般
、
調
整
自
在
の
キ
ー
ル
、
保
護

特
殊
な
形
式

区
画
、
タ
ン
ク
の
清
掃

上
部
構
造
物
、
船
隊
ま
た
は
上
部
構
造
物
の
開
口
部

空
荷
・
バ
ラ
ス
ト
、
復
元
性
、
安
全
性

係
船
・
移
動
、
救
命
艇
の
操
作

貨
物
ま
た
は
乗
員
の
た
め
の
設
備

信
号
・
照
明
器
具
・
航
海
用
具
の
設
備

船
舶
の
部
品
及
び
付
属
品

他
に
分
類
さ
れ
な
い
構
造
・
保
守
・
転
換

他
に
分
類
さ
れ
な
い
特
殊
な
船
舶
ま
た
は
浮
揚
構
造
物

ブ
イ
、
航
路
標
識

乾
ド
ッ
ク
へ
の
入
出
渠
、
陸
上
で
の
格
納
、
進
水
ま
た
は
牽
引
に
よ
る
運
搬

陸
上
輸
送

船
台
ま
た
は
乾
ド
ッ
ク
用
装
備

引
上
げ
、
水
中
探
査
、
人
命
救
助

水
中
作
業

水
に
直
接
作
用
す
る
も
の
、
推
進
機
、
設
備

空
気
に
直
接
作
用
す
る
推
進
器
の
設
備

風
に
よ
り
作
用
す
る
推
進
器
の
設
備

反
動
力
・
人
力
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ア
ン
カ
ー
チ
ェ
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ン
に
よ
る
も
の
、
水
に
係
合
す
る
推
進
器
を
駆
動
す
る
風
力
原
動
機

そ
の
他
の
も
の

船
外
推
進
装
置

動
力
設
備
か
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推
進
器
へ
の
伝
道

操
舵
動
的
停
留
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水
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作
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の
設
備

換
気
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加
熱
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冷
却
装
置
ま
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空
気
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和
装
置

補
機
の
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動

下
水
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汚
水
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理
用
設
備

船
舶
用
補
機
で
他
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類
さ
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な
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も
の
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6
3
J

―
船
舶
用
補
機

B
6
3
H

船
舶
の
推
進
ま
た
は
操
舵

特
段
の
手
段

推
進
機
、

そ
の
設
備

B
6
3
B

船
隊

陸
揚
げ
・
進
水

船
の
進
水
、
牽
引
に
よ
る
運
搬
、

乾
ド
ッ
ク
へ
の
入
出
渠
、
水
難
救
助
、

水
中
で
の
生
存
ま
た
は
作
業
用
の
装
置
、

水
中
の
物
の
引
上
げ
ま
た
は
探
索
用
の
装
置

B
6
3
C

船
舶
ま
た
は
そ
の
他
の
水
上
浮
揚
構
造
物
、

艤
装
品
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海 運
船 員

造 船
港 湾

海
洋

開
発

そ
の

他
目

　
的

主
　

な
　

事
　

業

社
日

本
船

主
協

会
○

１
：
海

運
業

に
関

す
る

諸
般

の
調

査
、

研
究

お
よ

び
広

報

２
：
海

運
業

に
関

す
る

統
計

の
作

成
な

ら
び

に
資

料
お

よ
び

情
報

の
収

集

３
：
海

運
業

に
関

し
政

府
、

議
会

、
そ

の
他

に
対

す
る

意
見

の
開

陳

○
１

：
旅

客
航

路
事

業
に

関
す

る
調

査
研

究

２
：
旅

客
航

路
事

業
に

関
す

る
啓

蒙
､指

導
並

び
に

情
報

の
収

集
及

び
領

布

３
：
旅

客
航

路
事

業
の

施
設

に
関

す
る

改
善

○
１

：
外

航
客

船
事

業
に

関
す

る
安

全
運

航
、

船
舶

の
保

安
を

確
保

す
る

た
め

の
調

査
研

究
 及

び
指

導
２

：
外

航
客

船
事

業
に

関
す

る
利

用
者

保
護

の
充

実
を

図
る

た
め

の
調

査
研

究
及

び
指

導
３

：
外

航
客

船
旅

行
の

振
興

を
図

る
た

め
の

調
査

研
究

○
○

○
１

：
海

運
法

制
、

海
運

経
済

、
海

事
産

業
、

海
事

労
働

、
航

行
安

全
、

海
洋

環
境

保
全

、
海

事
思

想
の

普
及

等
に

関
す

る
調

査
研

究
及

び
政

策
提

言
並

び
に

事
業

の
実

施

２
：
海

運
法

制
、

海
運

経
済

、
海

事
産

業
、

海
事

労
働

、
航

行
安

全
、

海
洋

環
境

保
全

、
海

事
思

想
の

普
及

等
に

関
す

る
事

業
の

支
 援

３
：
海

事
に

関
す

る
内

外
の

動
向

の
調

査
、

情
報

及
び

資
料

の
収

集
並

び
に

そ
の

提
供

及
び

閲
覧

　
等

○
１

：
造

船
業

の
振

興
に

関
す

る
施

策
の

立
案

及
び

推
進

２
：
造

船
業

の
技

術
開

発
に

関
す

る
施

策
の

立
案

及
び

推
進

３
：
造

船
業

の
貿

易
、

国
際

交
流

に
関

す
る

施
策

の
立

案
及

び
推

進

○
１

：
経

営
・
生

産
基

盤
の

整
備

に
関

す
る

事
業

２
：
環

境
問

題
へ

の
対

応
に

関
す

る
事

業

３
：
研

究
開

発
等

の
活

性
化

に
関

す
る

事
業

４
：
国

際
化

へ
の

対
応

に
関

す
る

事
業

○
１

：
中

小
型

造
船

業
の

経
営

基
盤

の
強

化
に

関
す

る
調

査
、

研
究

お
よ

び
指

導

２
：
中

小
型

造
船

業
の

技
術

の
向

上
に

関
す

る
調

査
、

研
究

お
よ

び
指

導

３
：
中

小
型

造
船

業
の

設
備

の
合

理
化

に
関

す
る

調
査

、
研

究
お

よ
び

指
導

△
○

△
○

１
：
造

船
関

係
事

業
に

関
連

す
る

海
洋

環
境

技
術

に
関

す
る

研
究

開
発

を
行

う
こ

と

２
：
造

船
関

係
事

業
に

関
連

す
る

海
洋

に
関

す
る

シ
ン

ク
タ

ン
ク

の
設

置
・
運

営
を

行
う

こ
と ３

：
造

船
技

術
及

び
こ

れ
に

関
連

す
る

技
術

の
研

究
開

発
を

行
う

者
に

対
し

、
資

金
の

融
通

又
は

補
助

を
行

う
こ

と
及

び
共

同
で

研
究

開
発

を
実

施
す

る
こ

と

日
本

の
主

な
海

事
関

係
団

体

社
日

本
外

航
客

船
協

会
外

航
客

船
事

業
に

関
す

る
安

全
航

行
、

船
舶

の
保

安
の

確
保

並
び

に
利

用
者

保
護

の
充

実
及

び
外

航
客

船
旅

行
の

振
興

を
図

る
た

め
の

調
査

研
究

、
指

導
等

を
行

い
、

も
っ

て
内

外
旅

行
者

の
利

便
の

増
進

に
資

す
る

と
と

も
に

我
が

国
に

お
け

る
外

航
客

船
事

業
の

健
全

な
発

展
と

人
的

国
際

交
流

の
促

進
に

寄
与

す
る

こ
と

社
日

本
旅

客
船

協
会

旅
客

航
路

事
業

の
改

善
発

達
を

図
る

こ
と

に
よ

り
､わ

が
国

の
海

上
（
河

川
湖

沼
を

含
 む

。
）
の

交
通

及
び

観
光

の
振

興
に

資
す

る
こ

と

公
共

の
福

祉
の

た
め

に
、

海
運

業
に

関
す

る
諸

般
の

調
査

お
よ

び
研

究
を

行
い

、
そ

の
公

正
、

自
由

な
事

業
活

動
を

促
進

し
、

わ
が

国
海

運
業

の
健

全
な

発
展

に
寄

与
す

る
こ

と

財
日

本
海

事
セ

ン
タ

ー
海

事
全

般
に

わ
た

る
調

査
研

究
、

政
策

提
言

及
び

事
業

の
実

施
並

び
に

そ
の

支
援

、
海

事
に

関
す

る
情

報
及

び
資

料
の

収
集

並
び

に
そ

の
提

供
及

び
閲

覧
等

の
事

業
を

行
う

こ
と

に
よ

り
、

海
運

を
初

め
と

す
る

海
事

分
野

に
お

け
る

公
益

の
増

進
を

図
り

、
も

っ
て

海
洋

国
家

た
る

我
 が

国
の

社
会

経
済

の
発

展
と

国
民

生
活

の
安

定
向

上
に

寄
与

す
る

こ
と

社
日

本
造

船
工

業
会

造
船

業
の

健
全

な
る

発
達

を
図

り
、

も
っ

て
我

が
国

経
済

の
発

展
と

国
民

生
活

の
向

上
に

寄
与

す
る

。

社
日

本
舶

用
工

業
会

舶
用

機
器

及
び

そ
の

他
船

舶
に

関
連

す
る

工
業

の
進

歩
発

達
を

図
り

、
も

っ
て

我
が

国
経

済
の

発
展

に
寄

与
す

る

社
日

本
中

小
型

造
船

工
業

会
中

小
型

造
船

業
の

経
営

基
盤

の
強

化
、

技
術

の
向

上
、

発
展

を
も

っ
て

関
連

産
業

の
発

展
に

資
す

る

財
シ

ッ
プ

・
ア

ン
ド

・
オ

ー
シ

ャ
ン

財
団

（
海

洋
政

策
研

究
財

団
）

造
船

業
及

び
造

船
関

連
工

業
（
以

下
「
造

船
関

係
事

業
」

と
い

う
｡）

を
営

む
企

業
の

近
代

化
・
合

理
化

を
促

進
す

る
と

と
も

に
、

造
船

関
係

事
業

に
関

連
す

る
公

益
法

人
等

の
業

務
の

推
進

に
協

力
し

、
も

っ
て

、
わ

が
国

造
船

関
係

事
業

の
振

興
に

寄
与

す
る

こ
と
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関連情報 （１）



海 運
船 員

造 船
港 湾

海
洋

開
発

そ
の

他
目

　
的

主
　

な
　

事
　

業

○
○

１
：
船

舶
技

術
に

関
す

る
試

験
研

究
及

び
調

査
並

び
に

そ
の

成
果

の
普

及

２
：
船

舶
に

関
す

る
国

内
外

の
技

術
基

準
・
標

準
規

格
に

関
す

る
試

験
研

究
及

び
調

査
並

び
に

そ
成

果
普

及
３

：
船

舶
に

関
す

る
日

本
工

業
規

格
の

原
案

の
作

成
及

び
普

及

○
1
：
海

洋
開

発
産

業
の

産
業

経
済

的
及

び
科

学
技

術
的

な
調

査
研

究
及

び
開

発
利

用

２
：
海

洋
開

発
産

業
の

産
業

経
済

的
及

び
科

学
技

術
的

な
調

査
研

究
及

び
開

発
利

用
成

果
の

発
表

３
：
海

洋
開

発
産

業
の

産
業

経
済

的
及

び
科

学
技

術
的

な
調

査
研

究
及

び
開

発
利

用
に

関
す

る
資

料
の

収
集

整
備

及
び

公
開

利
用

○
１

：
港

湾
の

施
設

、
管

理
等

に
関

し
、

必
要

な
事

項
の

調
査

研
究

及
び

そ
れ

ら
の

成
果

普
及

２
：
港

湾
事

業
の

推
進

並
び

に
港

湾
の

振
興

及
び

利
用

の
促

進

３
：
国

際
会

議
、

学
会

、
協

会
そ

の
他

本
協

会
の

目
的

に
適

合
す

る
団

体
へ

の
参

加
及

び
協

力

○
１

：
港

湾
運

送
事

業
に

関
す

る
調

査
、

研
究

、
啓

発
及

び
宣

伝

２
：
港

湾
運

送
事

業
に

関
す

る
情

報
及

び
資

料
の

収
集

、
整

備
並

び
に

頒
布

３
：
港

湾
運

送
事

業
の

経
営

改
善

に
関

す
る

指
導

日
本

内
航

海
運

組
合
総
連
合

会
○

社
海

洋
産

業
研

究
会

海
洋

開
発

産
業

の
産

業
経

済
的

及
び

科
学

技
術

的
な

調
査

研
究

及
び

開
発

利
用

と
、

そ
の

成
果

の
普

及
を

図
り

、
も

っ
て

海
 洋

開
発

産
業

の
体

制
の

確
立

に
寄

与
す

る
こ

と

社
日

本
港

湾
協

会
港

湾
政

策
を

攻
究

し
、

港
湾

に
関

す
る

知
識

を
普

及
徹

底
せ

し
め

、
港

湾
関

係
者

の
連

絡
懇

親
を

図
る

と
と

も
に

、
港

湾
の

施
設

の
整

備
と

そ
の

管
理

の
改

善
と

を
促

進
し

、
も

っ
て

貿
易

の
進

展
と

、
経

済
基

盤
の

強
化

と
に

寄
与

す
る

こ
と

。

財
日

本
船

舶
技

術
研
究
協
会

船
舶

技
術

及
び

船
舶

に
関

す
る

基
準

・
標

準
規

格
に

関
す

る
試

験
研

究
、

及
び

調
査

並
び

に
そ

の
成

果
の

普
及

を
総

合
的

・
戦

略
的

に
実

施
す

る
こ

と
に

よ
り

、
船

舶
産

業
に

関
す

る
総

合
技

術
の

向
上

を
図

る
と

と
も

に
、

国
内

情
報

の
収

集
・
提

供
を

図
り

、
も

っ
て

我
が

国
船

舶
産

業
の

発
展

に
寄

与
す

る
こ

と

輸
送

量
の

変
化

や
物

流
効

率
化

の
進

展
に

伴
う

船
腹

需
給

の
影

響
等

に
的

確
に

対
応

し
て

い
く

た
め

の
対

策
を

推
進

す
る

と
と

も
に

、
公

正
で

開
か

れ
た

内
航

海
運

市
場

の
構

築
、

環
境

対
策

、
内

航
海

運
事

業
者

の
経

営
基

盤
強

化
対

策
等

、
内

航
海

運
業

の
経

営
の

安
定

と
地

位
の

向
上

を
目

的
と

し
た

諸
対

策

社
日

本
港

運
協

会
港

湾
運

送
の

合
理

化
を

促
進

す
る

こ
と

に
よ

り
、

港
湾

運
送

機
能

の
向

上
に

努
め

る
と

と
も

に
、

港
湾

運
送

に
関

す
る

秩
序

の
確

立
を

図
り

、
も

っ
て

港
湾

運
送

事
業

の
健

全
な

発
達

に
寄

与
す

る
こ

と
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関連情報 （２）  

 

日本における戦略会議の例 

 

1 海運問題研究会（総合企画会議） 

1.1 主催者 

日本海事センターが主催。 

1.2 設立年度 

2007 年 4月（第 1回委員会開催） 

1.3 設立目的 

海運問題研究会は、日本海事センターの調査研究・政策提言等の事業を適切、且つ効果的

に実施するために設置された意見調整の場である。 

海運問題研究会には調査研究・政策提言等といった事業の基本方針及び総合戦略等につい

て審議する総合企画会議と、その下に個別のテーマに対応する委員会が設置されている。各

委員会の設置及び改廃は総合企画会議が定める。 

現在は総合企画会議の下に 7 つの委員会が設置されている。その組織図は図 1.1に示すと

おりである。 

 

 

図 1.1 海運問題研究会の組織図 
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1.4 組織 

総合企画会議は学識経験者、官界及び業界の関係者から構成されている。2010 年 2 月現在

における総合企画会議の委員構成は以下に示すとおりである。 

 

会  長：谷川 久  成蹊大学 名誉教授 

会長代理：栗林 忠男 慶應義塾大学 名誉教授 

委  員：加藤 俊平 東京理科大学 名誉教授 

     杉山 武彦 一橋大学 学長 

     落合 誠一 中央大学 法科大学院 教授 

     松山 優治 東京海洋大学 学長 

     福田 秀樹 神戸大学 学長 

     小野 芳清 国土交通省 海事局 局長 

     赤峯 浩一 日本郵船㈱ 経営委員 

     武藤 光一 ㈱商船三井 取締役 専務執行役員 

     守田 敏則 川崎汽船㈱ 代表取締役専務執行役員 

 

1.5 総合企画会議の開催状況 

総合企画会議の開催日程と審議内容は以下に示すとおりである。 

� 2010 年 2月 17 日 第 4回委員会開催 

2009 年度の調査研究・政策提言等の活動実績及び 2010 年度の調査研究・政策提言等の事

業について審議し、合意を得た。 

� 2009 年 2月 27 日 第 3回委員会開催 

2008 年度の調査研究・政策提言等の活動実績及び 2009 年度の調査研究・政策提言等の事

業について審議し、合意を得た。 

� 2008 年 2月 22 日 第 2回委員会開催 

2007 年度の調査研究・政策提言等の活動実績及び 2008 年度の調査研究・政策提言等の事

業について審議し、合意を得た。 

� 2007 年 4月 27 日 第 1回委員会開催 

2007 年度の事業内容及び個別委員会について審議し、合意を得た。 
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2 船舶技術戦略委員会 

2.1 主催者 

日本船舶技術研究協会（JSTRA）が主催。 

2.2 設立年度 

2005 年 8月（第 1回委員会が開催） 

2.3 設立背景 

船拍技術及び船拍に関する基準・標準規格に関する試験研究及び調査と、その結果の普及

を総合的・戦略的に実施するにあたり、海事分野における研究開発、国際基準・規格等に関

する内外の技術及び政策動向を的確に把握し、有識者からなる委員会を設け、これら事業の

指針となる事項の審議を行うことを目的に設立された。 

2.4 組織 

JSTRA には船舶技術戦略委員会の下に研究開発戦略委員会及び基準規格戦略委員会が設置

されており、両委員会では具体的な議論が深められることとされている。 

船舶技術戦略委員会の構成は以下に示すとおりである。 

 

委員長：中西 堯二  (独) 海上技術安全研究所 特別顧問 

委 員：井上 幸一  ㈳日本船主協会 海上安全・環境副委員長（日本郵船㈱） 

    堤 則夫  ㈳日本船主協会 海上安全・環境委員（川崎汽船㈱） 

    栗林 宏吉  日本内航海運組合総連合会（栗林商船㈱） 

    今清水 義紀 ㈳日本造船工業会 技術委員長 

（㈱アイ・エイチ・アイマリンユナイティド） 

    伊藤 隆章  ㈳日本造船工業会 技術副委員長（㈱サノヤス・ヒシノ明昌） 

    石渡 博  ㈳日本中小型造船工業会 会長（墨田川造船㈱） 

    辻 昌宏  ㈳日本舶用工業会 会長（辻産業㈱） 

    内藤 林  ㈳日本船舶海洋工学会 会長（大阪大学） 

    都藤 幸雄  ㈶日本海事協会 副会長 

    冨士原 康一 国土交通省 海事局 次長 

    北野 公夫  研究開発戦略委員会 委員長（ユニバーサル造船㈱） 

    大坪 英臣  基準規格戦略委員会 委員長（法政大学） 

2.5 第 1回委員会 

第 1回委員会は 2005 年 8月 2日に開催された。 

委員会では、JSTRA の設立経緯や基準規格及び研究開発の現状と課題について説明が成され

－ 5 －



 

た後、議論が成された。 

その結果、我が国海事産業を巡る基準・規格・研究開発の現状を勘案すると、以下の 3 点

が JSTRA の活動として重要との認識が示された。 

� 3 事業の一体的推進 

� 重点分野に対する活動の集中 

� 国際活動の強化 

 

なお、引き続き、研究開発戦略委員会及び基準規格戦略委員会にて議論を深め、事業の進

め方を具体化することとされた。 

 

3 海洋技術フォーラム 

3.1 発足者 

東京大学 

3.2 発足年度 

2005 年 8月 3日 

同日に開催された「海洋立国に向けた第 3 期科学技術基本計画に対する提言」に関する

フォーラムを契機として、発足。 

3.3 発足背景 

産学官、省庁横断的な取り組みの下、我が国の海洋活動の強化を目的として設立された。 

3.4 組織 

海洋技術フォーラムの諸活動を取りまとめ、運営するために幹事会を設置している。幹事

会の構成は以下に示すとおり。 

代表 湯原 哲夫 東京大学 特任教授 

世話人 浦 環  東京大学 教授 

  玉木 賢策 東京大学 教授 

  徳山 英一 東京大学 教授 

  大和 裕幸 東京大学 教授 

  大津 皓平 東京海洋大学 特任教授 

  藤久保 昌彦 大阪大学 教授 

  黒田 勝彦 ㈳日本沿岸域学会 会長 

  角 洋一  ㈳日本船舶海洋工学会 会長 

  木下 健  日本海洋工学会 会長 

  中村 眞  ㈳日本土木工業協会 常務理事 
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  中原 裕幸 ㈳海洋産業研究会 常務理事 

  桐明 公男 ㈳日本造船工業会 常務理事 

  高藪 裕三 ㈳日本プロジェクト産業協議会 常務理事 

  藤田 純一 ㈳海洋水産システム協会 会長 

  入澤 博  ㈶エンジニアリング振興協会 常務理事 

  増田 信行 (独)石油天然ガス・金属鉱物資源機構 特命参与 

  堀田 平  (独)海洋研究開発機構 執行役 

  佃 栄吉  (独)産業技術総合研究所 研究コーディネータ 

  和田 時夫 (独)水産総合研究センター 研究推進部長 

  井上 四郎 (独)海上技術安全研究所 理事長 

3.5 取り組み 

関係機関と連携し、海洋技術を通じた海洋立国に向け、以下の活動を展開している。 

� 提言で提示している重要技術開発課題の充実・促進に向けた検討 

� 第 3期科学技術基本計画に提言を反映させるための働きかけ 

� 海洋技術フォーラムの登録メンバーへの海洋関連情報の発信 

� 上記活動のための情報交換・交流活動 

3.6 最近の活動 

2009 年 12 月 2日に海洋フォーラム特別シンポジウム「海洋国家構想に基づく新しい海洋政

策の展開」を開催した。当日のプログラムは以下に示すとおり。 

� 開会挨拶 

湯原 哲夫（海洋技術フォラーム 代表） 

浦 環（東京大学 海洋アライアンス 機構長） 

� 来賓挨拶 

高木 義明（衆議院議員 海洋基本法フォローアップ研究会 代表世話人） 

� 基調講演：海洋国家構造に基づく新しい海洋政策 

前原 誠司（海洋政策担当大臣） 

� パネルディスカッション：新海洋政策のもと具体的展開は如何にあるべきか 

（モデレータ） 湯原 哲夫 海洋技術フォーラム 代表 

（パネリスト） 細野 豪志 衆議院議員 海洋基本法フォローアップ研究会 

    世話人・座長 

  大口 善徳 衆議院議員 海洋基本法フォローアップ研究会 

    世話人・共同座長 

  中川 秀直 衆議院議員 海洋基本法フォローアップ研究会 

    世話人・共同代表 

  井手 憲文 内閣官房総合海洋政策本部 事務局長 
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  高島 正之 ㈳日本プロジェクト産業協議会 

海洋資源事業化研究会 主査 

  羽矢 惇  新日鉄エンジニアリング㈱ 代表取締役社長 

  塚脇 正幸 日本風力開発㈱ 代表取締役社長 

  松里 壽彦 (独)水産総合研究センター 顧問 

（議題） 

①産業化競争を意識した研究開発 

②エンジニアリング業界の貢献とは 

③新しい海洋産業の創出 

� 講演 

①排他的経済水域の総合開発構想 

 井上 四郎（(独)海上技術安全研究所 理事長） 

②海底鉱物資源開発の早期実現化による資源セキュリティの構築 

 玉木 賢策（東京大学 エネルギー・資源フロンティアセンター長） 

③海洋食料自給システムの構築 

 和田 時夫（(独)水産総合研究センター 研究推進部長） 

④低炭素社会実現のための海洋新産業 

 尾崎 雅彦（東京大学大学院 新領域創成科学研究科 教授） 

⑤海洋科学技術とイノベーション 

 平 朝彦（(独)海洋研究開発機構 理事） 

� 総括 

大和 裕幸（海洋技術フォーラム幹事会 世話人） 

 

4 国土交通省成長戦略会議 

4.1 設置者 

国土交通省が設置。 

4.2 設置年度 

2009 年 10 月～2010 年 6月（2011 年度要求へ反映） 

4.3 設置背景 

国土交通省成長戦略会議は、人口が減少に転じ、急速に少子高齢化が進展する我が国にお

いて、将来に亘って持続可能な国づくりを進めるため、我が国の人材・技術力・観光資源等

の優れたリソースを有効に活用し、国際競争力を向上させるための成長戦力を確立すること

を目的に設置。 
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4.4 組織 

同会議の委員は各分野の有識者から構成されている。委員は表 4.1に示すとおりである。 

 

表 4.1 成長戦略会議の委員（平成 22年 2月 5日現在） 

  氏名 所属 

   安 昌寿  ㈱日建設計 代表取締役副社長 

   大上 二三雄 
 エム・アイコンサルティンググループ㈱ 代表取締役

社長 

   大江 匡 
 ㈱プランテックアソシエイツ 代表取締役会長 

 兼社長・建築家 

   大社 充 
 NPO法人 グローバルキャンパス 理事長 

 全国地域オペレーター創造ネットワーク代表世話人 

◎  坂村 健  東京大学大学院 情報学環 教授 

   高木 敦 
 モルガン・スタンレー証券㈱ マネージングディレク

ター 

◎  中条 潮  慶應義塾大学 商学部 教授 

●  長谷川 閑史  武田薬品工業㈱ 代表取締役社長 

   平田 オリザ  劇作家・演出家 

   福田 隆之  ㈱野村総合研究所 副主任研究員 

   星野 佳路  ㈱星野リゾート 代表取締役社長 

◎  御立 尚資  ㈱ボストンコンサルティンググループ 日本代表 

◎  柳川 範之  東京大学大学院 経済学研究科 准教授 

※●印は座長を、◎印は海洋分野の委員をそれぞれ示す 

4.5 取り組み 

国土交通省成長戦略会議は、2010 年 2月現在以下に示す 5の課題を設定し、検討している。 

① 海洋 

② 観光 

③ 航空 

④ 国際展開 

⑤ 住宅都市 

※④及び⑤は第 4回会議より「建設・運輸産業の更なる国際化」から分化 

4.6 検討スケジュール 

検討結果を平成 23 年度予算要求へ反映させるべく、平成 21 年 10 月 26日から約 8ヶ月の

短期間で行われる。成長戦略会議の検討スケジュールは図 4.1に示すとおりである。 
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成長戦略会議 分野ごとの検討

10月

11月 　　委員からのプレゼン

12月 　　分野ごとに適宜議論

1月

2月 　　分野ごとの成果について議論

3月

4月 　　全体での議論

5月 　　最終報告

6月 　　2011年度要求へ反映

2010年

2009年

 

図 4.1 成長戦略会議の検討スケジュール 

 

近年開催された会議は以下に示すとおりである。 

2009 年 10 月 26日  第 1回会議開催 

2009 年 11 月 16日  第 2回会議開催 

2009 年 11 月 26日  第 3回会議開催 

2009 年 12 月 7日  第 4回会議開催 

2009 年 12 月 14 日  第 5回会議開催 

2010 年 1月 15 日  第 6回会議開催 

2010 年 2月 2日  第 7回会議開催 

2010 年 2月 5日  第 8回会議開催 

 

4.7 海洋分野における有識者の発表内容 

議事録が公表済みの第 5回会議までにおいては、港湾に関する有識者の発表はない。 

第 4 回会議では、長谷川座長より柳川委員に対して港湾について今後言及することが求め

られている。 

 

5 産業構造の将来像 ～新しい時代を「つくる」戦略～ ㈳日本経済団体連合会 

5.1 設立者 

日本経済団体連合会が設立。 

5.2 公表時期 

2010 年 1月に報告書が取りまとめられた。 

日本経済団体連合会が個別作業の将来像を検討したのは、1990 年代前半が最後であり、今

回は約 20 年ぶりの提言となる。 

5.3 設立背景 

産業構造の大きな転換により、成長の道筋が曖昧になる中、将来不安の払しょく、閉塞感
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の打破、雇用・生活水準に直結する国際競争力強化のため、5～10 年後における産業の将来

像を考察し、中長期的に産業競争力を強化し、雇用・生活を維持していく施策を提言するこ

とを目的に設立された。 

5.4 取りまとめ方法 

5～10 年後の産業の将来像を把握するため、業種横断的に 23 社の経営企画担当の役員にヒ

アリングを行い、各産業が重要視する環境変化及びそれに伴う戦略の動向について調査を実

施した。 

5.5 報告書の概要 

5.5.1 我が国産業を取り巻く 5 つの環境変化要因 

① 人口減少・高齢化 ④ 人々の価値観・行動様式の変化 

② 資源・環境制約 ⑤ ICT（情報通信技術）の深化 

③ グローバル化   

5.5.2 産業の将来像 

� 特徴 

ものづくり競争力の低下、新しいビジネスモデルの誕生（ICT 等）、 

サービス産業のグローバル型への変容 

� 内需と外需の重要性 

内需としての国内消費の安定的確保が重要、国内産業と雇用維持、 

資源の安定的輸入のための外需拡大が必要 

� 個別産業の将来像 

電機・重工、自動車、素材、ヘルスケア、ICT、金融、運輸、電力、不動産・建設、

流通の現状と今後の課題 

� 産業分野横断的な課題 

研究開発・生産拠点の海外移転、ICT の深化による新たなビジネスモデル、 

内需型からグローバル型への移転、業種の融合による成長分野の創出が可能 

5.5.3 産業政策に必要な 3 つの視点 

� 伝統的ものづくり戦略 

伝統的なものづくりを残し、発展させるため、7つの取り組みを提唱 

① 技術の向上 ⑤ 物流分野 

② 税制・為替 ⑥ 貿易・投資 

③ 資源・環境 ⑦ 外資の導入 

④ 労働市場   

� 無形の「つくる」戦略 

日本が技術力とノウハウを蓄積してきた社会インフラ産業（ICT の一層の発展や、街
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づくり、原子力等）の振興 

� ものづくりさとサービスの一体化 

ものづくりとサービスの一体化（2.5 次産業）を推進することにより、新たな社会シ

ステムの形成、民間と公共部門の連携を図る 

� 産業横断的な課題 

「アジア」、「人材」、「規制改革」、「国際ルール・知的財産権」、「産業の創出

と競争環境の整備」等の課題について、必要な方策を提言するとともに、企業自身の

課題について言及 

5.5.4 パブリックイノベーションの推進 

新しい観点として、政府自身が内部でイノベーションを起こすことにより、公共セクター

の意識改革の推進することを「パブリックイノベーション」と位置付け、規制改革や電子

行政、道州制の導入等の既成概念に捉われない政府の在り方を模索することを提言した。 

今後は、新成長戦略への提言反映などを通じて、具体的施策の実現を図ることとしている。 

 

6 造船産業競争戦略会議 

6.1 主催者 

国土交通省海事局が主催。 

6.2 開催時期 

2002 年 6月から 2003 年 6月にかけ、7 回の本会議と 5 回の舶用工業分科会が開催された。 

6.3 開催背景 

日本の造船産業（造船業+船拍工業）が将来も世界の造船・海運の中心に位置する為の戦略

を策定することを目的に開催された。 

6.4 組織 

組織は本会議と舶用工業分科会から成り、それぞれの委員構成は以下に示すとおりである。 

（本会議） 

座  長：杉山 武彦 一橋大学 教授 

座長代理：大和 裕幸 東京大学 教授 

委  員：青木 雄二郎 日本マリンエンジニアリング学会 前会長 

  荒木 幹夫 日本政策投資銀行 理事 

  太田 和博 専修大学 教授 

  木下 正利 ㈳日本舶用工業会 政策委員長（三菱化工機㈱相談役） 

  田中 利夫 全国造船重機械労働組合連合会 中央執行委員長 

    （第 2回までは吉井眞之） 
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  中西 堯二 (独)海上技術安全研究所 理事長 

  根本 久司 ㈳日本造船工業会 企画委員長（三井造船㈱副社長） 

  福島 義章 ㈳日本船主協会 理事長 

  三輪 善雄 ㈳日本中小型造船工業会 会長 

 

（舶用工業分科会） 

座  長：大和 裕幸 東京大学 教授 

委  員：青木 雄二郎 日本マリンエンジニアリング学会 前会長 

  木下 正利 ㈳日本舶用工業会 政策委員長（三菱化工機㈱相談役） 

  中島 基善 ナカシマプロペラ㈱ 代表取締役社長 

  中西 堯二 (独)海上技術安全研究所 理事長 

  中村 雅正 三菱重工業㈱ 原動機事業本部 産業エネルギー部長 

  山田 信三 大洋電機㈱ 代表取締役社長 

  吉本 一穗 早稲田大学 教授 

6.5 報告書の概要 

2003 年 6月に取りまとめられた報告書「我が国造船産業のビジョンと戦略－21世紀におけ

る新たなチャレンジ－」の概要は以下に示すとおり。 

6.5.1 造船産業の戦略 

(1) 目標（ビジョン） 

目標時期を 2010 年とし、日本の造船産業が世界の中心的役割を担えるような基盤を確

立するために以下の 2点を策定した。 

① 1,000万総トン規模（世界シェア 1/3）の生産体制の国内維持 

② 世界の海運造船をリードできる技術力の確立（最高度 LCV外航船の実現） 

(2) 基本戦略 

基本戦略の具体的な道筋や手段として以下の 3点が策定された。 

① 競争環境の整備、国内でも競争原理が充分に働く政策手法の採用、国際的に公正

な競争条件の確立 

② 「規模の経済」の追及、生産・工期短縮技術の高度化、人材育成・技能伝承等に

よる大宗船市場を中心とした総合競争力の強化 

③ 世界有数の日本海運業・舶用工業、大学・研究機関、舶級協会等の海事クラスター

を主体とした新たな研究開発アプローチの推進 

(3) 個別戦略 

個別戦略として以下の 6点等が策定された。 
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① スケールメリットの追求（集約・再編、アライアンスの強化による） 

② 競争促進政策の展開（総量規制の廃止を柱とする設備政策の見直し） 

③ 技能 IT化等による生産技術の高度化、人材育成・技能伝承 

④ 研究開発基盤・機能の再構築（技術開発スキーム等の再構築、標準化等への戦略

的対応、新技術実用化支援スキーム、産学官の研究交流） 

⑤ 国際市場規律の確立（OECD 新造船協定の早期締結、造船市場の安定化のための国

際協調） 

⑥ その他（LCV の国際展開、技術流出防止策、等） 

6.5.2 舶用工業の戦略 

(1) 目標（ビジョン） 

造船産業の戦略に合わせ目標時期を 2010 年とし、以下の 2点を策定した。 

① 技術的優位性のある良質な製品の安全供給を通じて、日本造船業の国際競争力の

中核的役割を担う。 

② 極東市場における日本舶用工業製品の優位性の確立 

(2) 基本戦略 

基本戦略の具体的な道筋や手段として以下の 4点が策定された。 

① 需要変動等の環境変化に対応し、競争力ある製品を供給できる業界構造への転換 

② 造舶連携等によるプロセスイノベーションを通じた生産性向上 

③ 造船業における競争力を支える為の技術競争力の強化 

④ 国内産業として比較、劣後化しない、魅力ある産業への脱皮 

(3) 個別戦略 

個別戦略として以下の 5点が策定された。 

① 集約再編、アライアンスの可能性の追求による産業基盤、エンジニアリング力の

強化 

② IT などによる生産の高度化、造舶 WEB の一層の活躍と将来に向けた高度化の推進 

③ 技術基盤の強化（競争戦略上、重要な技術分野への開発資源の重点化、新技術の

実用化促進、産学官・異業種間連携の促進） 

④ 海運・造船・大学との人材交流の促進 

⑤ 中国等の海外市場への展開の促進、国際規制・規格への戦略的対応 
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7 「我が国造船・舶用工業の今後の方針」について 

－21世紀における新たなるチャレンジ－ 

7.1 主催者 

国土交通省海事局が主催。 

7.2 報告発表 

報告は 2009 年 5月 27 日に発表。 

7.3 開催目的 

造船業・舶用工業を取り巻く急速かつ大幅な環境変化を踏まえ、世界をリードする海事・

環境技術の創設創出と、将来にわたり我が国造船業・舶用工業が存立し得る産業基盤の整備

を戦略的に推進することを目的に開催された。 

7.4 議論の概要 

急激な環境変化を踏まえた「安定的な海上輸送の確保」、「ものづくりによる地域復興」、

「地球環境保全・資源エネルギー対応」への期待に応えつつ、世界と海運に新たな価値を提

供する力のある造船・舶用工業へ進化していくべきである。 

そのためには、我が国は世界有数の海運業・造船業・舶用工業の存在と高い集積度を生か

し、①地球環境保全対策等に対し「先進的ソリューションの提示ができる技術力」を世界に

先駆けて生み出すとともに、②市場において充分な「国際競争力を有する産業力」を再構築

し、③これら 2つのベースとなる「強固な産業基盤を整備」することが重要であるとされた。 

具体的な目標として以下の 2 点を挙げ、その実現に向けた方策を今後の造船・舶用工業行

政における政策指針とし、産学官の積極的な連携を図ることを推進する。 

� 2012 年までに船舶からの CO2排出量 30%削減 

� 2020 年までに船づくり効率 20%向上 

7.5 課題に対する方策 

(1) 先進的ソリューションの提示ができる技術力 

課 題：社会的な要請と海運の課題への先進的なソリューションの提供、資源問題

や海洋基本法の制定に呼応した新たな価値を創造するシステムエンジニア

リング能力の向上 

方 策 1：先進の環境性能の提供 

方 策 2：海運のニーズの先取り 

方 策 3：海洋フロンティアの開拓 

(2) 国際競争力を有する産業力 

課 題：市場影響力と経営基盤を確保するための国際競争力の維持・向上 
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方 策 4：企業の経営効率の向上等 

方 策 5：船造りの最適化 

(3) 強固な産業基盤を整備 

課 題：造船・舶用工業が存立していくためにベースとなる強固な産業基盤の整備 

方 策 6：学術・基礎研究の整備と新たな体制構築 

方 策 7：舶用工業製品の生産基盤の維持 

方 策 8：人材確保・育成体制の構築 

方 策 9：市場安定化に向けた政策協調 
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開
発
銀

行
・
国

際
開

発
協

会
東

京
事

務
所

千
代

田
区

内
幸

町

9
金
融

国
連

IF
C

国
際
金
融
公

社
　

東
京
駐

在
特

別
代
表

事
務

所
A

p
r-
8
8

千
代

田
区

内
幸

町
日

本
の
企
業

、
金
融

機
関

、
政

府
・
政

府
関

連
機

関
、

報
道

機
関

、
N

G
O

な
ど

の
皆
様

に
、

IF
C

の
活

動
や

政
策

に
つ
い
て

の
情

報
の
お

知
ら

せ
、

日
本
企
業

の
IF

C
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
へ

の
参
加
促
進

1
0

金
融

国
連

IM
F

国
際

通
貨

基
金

(I
M

F
)ア

ジ
ア
太
平
洋

地
域

事
務

所
(O

A
P
)

千
代

田
区

内
幸

町

・
地

域
の
経
済

・
金
融

動
向

の
モ

ニ
タ

リ
ン

グ
・
地

域
統

合
・
地

域
協

力
の
進
展

状
況
や
課

題
の

分
析
判
断

・
対
外

活
動

と
能

力
強

化
・
地

域
に
お

け
る

IM
F
本

部
活

動
の
促
進

1
1

金
融

国
連

W
o
rl
d
　
B

an
k

国
際
復
興

開
発
銀

行
(I
B

R
D

)／
国

際
開

発
協

会
(I
D

A
)世
界
銀

行
東

京
事

務
所

千
代

田
区

内
幸

町

・
開

発
課

題
や
世
銀

の
活

動
に

関
す

る
セ

ミ
ナ

ー
の

開
催

・
政

府
、

官
公
庁

、
開

発
関
係

機
関

と
の

政
府

対
話

の
推
進

・
報
道

機
関

、
記
者
へ

の
情

報
・
デ

ー
タ
提
供

・
P
N

o
W
B

（
世
界
銀

行
国

会
議
員

連
盟

）
を

通
じ

た
国

会
議
員

と
の

対
話

・
N

G
O

・
シ
ビ

ル
ソ
サ
エ

テ
ィ

と
の

連
携

・
企
業

・
企
業
団
体

と
の

連
携

・
対
話

・
ビ

ジ
ネ

ス
機

会
の

情
報
提
供

と
個

別
相
談

の
実
施

・
大

学
・
研

究
機

関
と

の
連

携
、

研
究
者

と
の

交
流

・
学
生

・
ユ

ー
ス
団
体

と
の

対
話

、
Y

D
P
ジ
ャ
パ

ン
な

ど
を

通
じ

た
ネ

ッ
ト
ワ

ー
キ

ン
グ

支
援

1
2

金
融

非
国

連
A

D
B

(J
R
O

)
ア

ジ
ア

開
発
銀

行
駐

日
代
表

事
務

所
N

o
v-

9
6

千
代

田
区
霞
が

関
・
「
広

報
」
ア

ジ
ア

開
発
銀

行
の

活
動

に
関

す
る

日
本

国
内
で

の
情

報
提
供

、
資
料

・
出

版
物

の
配
布

・
販
売

・
日

本
に
於

け
る

ア
ジ

ア
開

発
銀

行
主
催

セ
ミ
ナ

ー
等

の
開
催

・
日

本
の

関
係
者

（
st

ak
eh

o
ld

er
s）

と
の

連
絡

・
協
議

1
3

金
融

非
国

連
A

D
B

I
ア

ジ
ア

開
発
銀

行
研

究
所

1
9
9
7

千
代

田
区
霞
が

関
・
中
長
期

的
な

視
点

に
基

づ
い

た
研

究
を

通
じ
て

D
M

C
に

よ
る
適
切

な
開

発
戦
略

の
追
求

の
支

援
・
能

力
の

強
化

、
研

修
及
び
効
果

的
な

開
発
戦
略
や
優
れ

た
実
戦
方
法

に
つ
い
て

の
普
及

を
通
じ
て
制
度

・
政

策
の

改
革
や
ガ

バ
ナ

ン
ス

等
の

分
野

に
於

け
る

A
D
B

活
動

の
補
完
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分
野

国
連

o
r

非
国

連
機

関
日

本
に

あ
る

組
織

の
名

称
設

立
所

在
地

人
数

活
動

内
容

1
4

金
融

非
国

連
ID
B

米
州

開
発
銀

行
S
ep
-
9
5

千
代

田
区

内
幸

町

・
米
州

開
発
銀

行
(I
D
B

)と
、

日
本

、
韓

国
及
び
中

国
の

政
府

・
金
融
界

・
産
業
界

・
そ

の
他

関
係

各
界

と
の

関
係

交
流

を
維
持

し
、
さ

ら
に

よ
り
緊

密
な

も
の

と
す

る
・
米
州

開
発
銀

行
や
そ

の
活

動
に
つ
い
て

、
日

本
、
韓

国
及
び
中

国
や

ア
ジ

ア
諸

国
の

関
係
者

に
情

報
を
提
供

す
る

・
米
州

開
発
銀

行
融

資
・
技

術
支

援
、
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
関

連
の
ビ

ジ
ネ

ス
・
チ
ャ

ン
ス

を
日

本
の
企
業

に
紹
介

す
る

・
米
州

開
発
銀

行
融

資
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
に

対
し

、
日

本
、
韓

国
及
び
中

国
や

ア
ジ

ア
諸

国
の

関
係
金
融

機
関

と
の
協

調
融

資
等

に
よ

る
資
金

動
員

を
支

援
す

る
・
中
南
米

・
カ

リ
ブ

諸
国

の
現

状
や

投
資

機
会

に
つ
い
て

、
セ

ミ
ナ

ー
開
催

を
は
じ

め
と

す
る

各
種

の
広

報
活

動
を

通
じ
て

、
日

本
、
韓

国
及
び

中
国
や

ア
ジ

ア
の

関
係

各
界

に
幅
広
く

知
識

の
普
及

を
図

り
、
そ

の
理
解

を
高

め
る

・
日

本
、
韓

国
及
び
中

国
人
職
員

の
採

用
を

支
援

す
る

・
米
州

開
発
銀

行
職
員

の
日

本
、
韓

国
及
び
中

国
や

ア
ジ

ア
諸

国
へ

の
公

的
な

ミ
ッ

シ
ョ
ン

を
支

援
す

る

1
5

人
道

国
連

O
C

H
A

国
際

連
合

人
道

問
題

調
整

事
務

所
(O

C
H

A
)

リ
リ
ー

フ
ウ

ェ
ブ

神
戸

神
戸

市
中
央

区
4
～

7
名

(J
u
l-
0
8

現
在

)
リ
リ
ー

フ
ウ

ェ
ブ
サ

イ
ト
の
運
営

と
、

ア
ジ

ア
地

域
で

の
情

報
パ

ー
ト
ナ

ー
の

開
拓

1
6

人
道

国
連

U
N

H
C

R
国

際
連

合
難

民
高

等
弁

務
官

事
務

所
(U

N
H

C
R
)駐

日
事

務
所

O
ct
-
7
9

渋
谷

区
神

宮
前

「
難

民
に

対
す

る
「
国

際
的

保
護

」
」

・
難

民
の

諸
権
利

（
強
制
送
還

の
禁
止

・
就
業

・
教
育

・
居
住

・
移

動
の
自
由

な
ど

）
を
守

り
、
促
進

す
る

「
緊
急

事
態

に
お

け
る

「
物

的
援

助
」
、
そ

の
後

の
「
自

立
援

助
」
」
(衣
食
住

の
提
供

、
医
療

・
衛
生

活
動

、
学
校

・
診
療

所
な

ど
社

会
基
盤

の
整

備
)

「
難

民
問

題
の
解
決
へ

向
け

た
国

際
的

な
活

動
を
先
導

、
調
整

す
る
任

務
」

・
自

主
的

に
本

国
に
帰
還

・
一
次
庇
護

国
で

の
定
住

・
第
三

国
へ

の
定
住

1
7

人
道

国
連

U
N

IC
E
F

国
際

連
合
児
童

基
金

(ユ
ニ

セ
フ

)東
京

事
務

所
渋

谷
区

神
宮

前

・
C

h
ild

 s
u
rv

iv
al

 a
n
d
 d

ev
el

o
p
m

en
t

・
B

as
ic

 e
d
u
ca

ti
o
n
 a

n
d
 g

en
d
er

 e
q
u
al

it
y

・
H

IV
/
A

ID
S
 a

n
d
 c

h
ild

re
n

・
C

h
ild

 p
ro

te
ct

io
n

・
P
o
lic

y 
ad

vo
ca

cy
 a

n
d
 p

ar
tn

er
sh

ip
s

1
8

人
道

非
国

連
IO

M
国

際
移
住

機
関

1
9
8
1

非
公

開

・
世
界

各
地

の
避
難

民
や
復
興

支
援

に
関

す
る

日
本

と
の
協

力
関
係

の
推
進

・
日

本
に
お

け
る
移
住

問
題
へ

の
協

力
　

　
・
日

本
で

保
護
さ
れ

た
人
身
取
引
被
害
移
住
労
働
者

等
の
受

け
入
れ

に
関

す
る

フ
ォ

ー
ラ

ム
の
推
進

　
　

・
出
入

国
管
理

に
従

事
す

る
公

務
員

の
研

修
、

N
G

O
に

対
す

る
研

修
・
技

術
支

援
、
移

民
ケ

ー
ス

ワ
ー
カ

ー
の
養

成
者

の
自

主
的
帰

国
・

社
会
復
帰

支
援

・
移
住

問
題

に
関

す
る
世
界

的
動

向
に

関
す

る
情

報
共
有

と
日

本
に

よ
る
貢
献

の
推
進

・
保
護
や

支
援

を
必

要
と

す
る
移

民
・
難

民
へ

の
直
接

的
支

援
（
第
三

国
定
住
難

民
へ

の
様
々

な
支

援
、

人
身
取
引
被
害
者

の
自

主
的
帰

国
・

社
会
復
帰

支
援

、
日

本
で

立
ち
往
生

し
た
移

民
へ

の
支

援
な

ど
）

1
9

総
合

国
連

U
N

IC
国

際
連

合
広

報
セ

ン
タ

ー
(U

N
IC

)
A

p
r-
5
8

渋
谷

区
神

宮
前

・
メ
デ

ィ
ア

・
イ

ン
タ
ビ
ュ

ー
な

ど
の

設
定

・
日

本
語

資
料

の
作

成
・
セ

ミ
ナ

ー
、
講
演

会
等

の
主
催

・
資
料
室
／

レ
フ

ァ
レ

ン
ス

・
事

務
局

本
部
へ

の
支

援
提
供

2
0

総
合

非
国

連
A

S
E
A

N
東
南

ア
ジ

ア
諸

国
連

合
（
A

S
E
A

N
）
貿
易

投
資
観
光
促
進

セ
ン

タ
ー

（
日

本
ア

セ
ア

ン
セ

ン
タ

ー
）

M
ay
-
8
1

港
区
新
橋

日
本

の
関
係

各
省
お

よ
び

A
S
E
A

N
諸

国
の
貿
易

・
投

資
・
観
光
促
進

機
関
や
駐

日
大
使
館

と
密
接

な
連

携
を

保
ち

な
が

ら
、

日
本

と
A

S
E
A

N
の
経
済

関
係

強
化

を
目

的
と

し
た
様
々

な
事
業

活
動

2
1

総
合

非
国

連
O
E
C

D
O
E
C

D
東

京
セ

ン
タ

ー
1
9
7
3

千
代

田
区

内
幸

町
講
演

会
、

政
策
討
論

会
、

記
者

会
見

、
 日

本
語
ウ

ェ
ブ
サ

イ
ト
、
翻
訳

出
版

物
を

通
じ
て

、
O
E
C

D
の

活
動

・
研

究
成
果

の
広

報
と

 と
も

に
国

内
各

層
と

の
「
知

的
共
同

作
業

」
を

行
う

2
2

農
業

国
連

F
A

O
国

際
連

合
食
糧
農
業

機
関

(F
A

O
)日

本
事

務
所

O
ct
-
9
7
横
浜

市
み

な
と
み

ら
い

8
名

・
日

本
の

資
金

的
・
人

的
援

助
と
Ｆ
Ａ
Ｏ

の
活

動
と

の
連
絡

調
整

・
Ｆ
Ａ
Ｏ

の
活

動
に
つ
い
て

日
本

の
人
々

の
認
識

向
上
及
び

連
携

の
巾

の
向

上
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分
野

国
連

o
r

非
国

連
機

関
日

本
に

あ
る

組
織

の
名

称
設

立
所

在
地

人
数

活
動

内
容

2
3

農
業

国
連

IT
T

O
国

際
熱
帯
木

材
機

関
1
9
8
6

横
浜

市
西

区
み

な
と

み
ら
い

3
5
名

「
持
続

的
な
森
林
経
営

と
森
林

保
全

を
促
進

す
る

た
め

の
政

策
文

書
を

作
成

し
、
生
産

国
の

事
情

に
配
慮

し
な
が

ら
国

際
的

な
合
意

を
図

る
」

・
熱
帯

地
方

の
生
産

国
が
そ
れ
ぞ
れ
自

国
の
環
境

に
合

わ
せ
て

政
策

を
調
整

し
て
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
を
編

成
し

、
現
場
で
実
施
で

き
る

よ
う

に
支

援
す

る
・
熱
帯
木

材
の
生
産

と
貿
易

に
関

す
る
デ

ー
タ

の
収
集
や

分
析

、
広

報
を

行
う

・
上

記
活

動
の
デ

ー
タ

に
基

づ
い
て

、
開

発
途

上
国

に
お

け
る

地
域
や
業
界

の
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
や

活
動

に
資
金

援
助

を
す

る

2
4

農
業

国
連

W
F
P

国
連
世
界
食
糧

計
画

　
日

本
事

務
所

O
tc
-
9
6
横
浜

市
西

区
み

な
と

み
ら
い

日
本

政
府

と
の

連
絡

・
調
整

、
民

間
企
業

・
団
体

、
N

G
O

と
の
協

力
関
係

の
強

化
、
広

報
活

動
、
お

よ
び

国
連
W

F
P
協

会
と

の
連

携
。

2
5

環
境

国
連

U
N
E
P

国
際

連
合
環
境

計
画

(U
N
E
P
)国

際
環
境

技
術

セ
ン

タ
ー

(I
E
T

C
)

O
ct
-
9
2

大
阪

府
大
阪

市
滋
賀

県
草
津

市

管
理

シ
ス

テ
ム

を
は
じ

め
、
防
災

、
生
産

と
消
費

、
水

と
衛
生

の
た

め
の
環
境

上
適
正

な
技

術
（
E
S
T

）
の
促
進

と
実
施

「
災
害
管
理

」
・
具
体

的
に
環
境

と
関

連
づ

け
な
が

ら
、
災
害

の
原
因

と
影
響

を
明

ら
か

に
す

る
こ

と
・
災
害

リ
ス

ク
の
高
い
コ

ミ
ュ

ニ
テ

ィ
ー

の
脆
弱
性
軽

減
に
役

立
つ
環
境
管
理
戦
略

を
開

発
す

る
こ

と
・
貧

困
軽

減
と
い

う
全
般

的
な
取

り
組
み

の
中
で

、
災
害
軽

減
の

た
め

の
環
境
管
理
実
践

の
メ

イ
ン

ス
ト
リ
ー

ミ
ン

グ
を
図

る
こ

と
・
開

発
途

上
国
で
パ

イ
ロ

ッ
ト
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の
実
施

と
効
果

的
戦
略

の
実

証
を

行
う
こ

と
「
持
続
可

能
な
生
産

と
消
費

」
「
水

と
衛
生

」

2
6

環
境

国
連

U
N
E
P
-

N
O
W

P
A

P

国
際

連
合
環
境

計
画

(U
N
E
P
)北
西
太
平
洋

地
域
海

行
動

計
画

(N
O
W

P
A

P
)地

域
調
整

部
富
山

事
務

所
2
0
0
4

富
山

県
富
山

市
・
油

・
有
害

物
質

流
出

、
海
洋
ゴ

ミ
、
有
害
藻
類

、
統

合
沿
岸
河
川

域
管
理

・
北
西
太
平
洋

地
域
で

の
気
候
変

動
や
生

物
多
様
性

保
護

に
関

わ
る

活
動

の
立
ち

上
げ
企

画

2
7

防
災

国
連

U
N

C
R
D

U
N

C
R
D
防
災

計
画
兵
庫

事
務

所
A

p
r-

9
9

神
戸

市
中
央

区

・
政

府
機

関
、

非
政

府
組

織
（
N

G
O

)、
学

術
機

関
と
協

力
し
て
災
害

を
受

け
や

す
い
コ

ミ
ュ

ニ
テ

ィ
に

対
す

る
助

言
を

行
う

・
学
校

、
病
院

な
ど

の
コ

ミ
ュ

ニ
テ

ィ
の
核

と
な

る
施

設
や
災
害

に
よ

り
損
傷

を
受

け
る
可

能
性

の
あ

る
文

化
的
価
値

の
高
い
建
造

物
の
安
全
性

を
高

め
る

・
地

域
レ
ベ

ル
の
防
災

対
策

の
成
功

事
例

を
分
析

し
、

ワ
ー

ク
シ
ョ
ッ
プ
や

情
報

技
術

（
IT

)を
通

し
て

内
容

の
普
及

を
図

る

2
8

防
災

国
連

U
N

IS
D

R
国

際
連

合
国

際
防
災
戦
略

事
務

局
(U

N
IS

D
R
)兵
庫

事
務

所
Ja

n
-
0
0

神
戸

市
中
央

区
・
自
然
災
害
や
そ
れ

に
関

連
す

る
事
故
災
害
お

よ
び
環
境

上
の
現

象
か

ら
生
じ

た
人

的
、

社
会

的
、
経
済

的
、
環
境

的
損
失

を
減
少
さ

せ
る

た
め

の
活

動
・
防
災

の
重

要
性

に
対

す
る
認
識

を
高

め
る
こ

と
で

、
災
害
か

ら
の
回
復

力
を
十

分
に
備
え

た
コ

ミ
ュ

ニ
テ

ィ
ー

を
作

る

2
9

大
学

国
連

U
N

U
国

際
連

合
大

学
(U

N
U

)
1
9
7
5

渋
谷

区
神

宮
前

・
学
者

・
研

究
者

の
国

際
的
共
同
体

・
国

連
と
世
界

の
学

術
社

会
の

「
か

け
橋

」
・
国

連
シ

ス
テ

ム
全
体

の
シ

ン
ク

タ
ン

ク
機

能
・
能

力
育

成
、
特

に
途

上
国

に
お

け
る

能
力
育

成
支

援

3
0

大
学

国
連

U
N

U
/
IA

S
国

際
連

合
大

学
高

等
研

究
所

横
浜

市
西

区
み

な
と

み
ら
い

・
地
球
規
模

の
問

題
に

対
す

る
創
造

的
な
解
決
方
法

に
貢
献

す
る

た
め

に
、
高
度

な
研

究
手
法

と
ア
プ

ロ
ー
チ

を
用
い
ま

す
。
特

に
、

国
連

大
学

の
検
討
課

題
の
中
で

も
優
先

事
項

と
な
っ
て
い

る
問

題
に
集
中

的
に
取

り
組
み
ま

す
。

・
特

に
途

上
国

の
政

府
や
意
思
決
定
者
が

関
心

を
持
つ

、
持
続
可

能
な

開
発

に
関

連
し

た
研

究
に
つ
い
て
未
来

を
考
慮

し
た
戦
略

的
分

野
を

特
定

す
る
こ

と
を

目
指

し
て
い

る
点
で

、
高

等
研

究
所
は

「
高
度

」
な

研
究

を
行
っ
て
い
ま

す
。

・
「
持
続
可

能
な

開
発
へ

の
戦
略

的
ア
プ

ロ
ー
チ

」
を
促
進

す
る

た
め

に
設

計
さ
れ

た
政

策
重

視
の

研
究
プ

ロ
グ
ラ

ム
を
採

用
し
て
い
ま

す
。
ま

た
、

大
学
院

教
育

と
、
特

に
開

発
途

上
国

の
た

め
の

能
力
育

成
活

動
を
伴

う
、
先
進

的
か
つ

学
際

的
な

研
究
手
法
で
構

成
さ
れ

た
研

究
を

行
っ

て
い
ま

す
。

3
1
ｴ
ﾈ
ﾙ
ｷ
ﾞｰ

国
連

IA
E
A

国
際
原
子

力
機

関
（
IA
E
A

）
東

京
地

域
事

務
所

M
ay
-
8
4

千
代

田
区
飯

田
橋

・
日

本
国

内
で

IA
E
A

を
代
表

す
る
拠
点

と
し
て

の
役
割

を
果

た
す

。
・
日

本
政

府
担
当
者
や

国
の

関
係

機
関

と
の
迅
速

な
連
絡

を
確

保
す

る
。

・
定
期

的
査
察

を
ス

ム
ー
ズ

に
行
え

る
よ

う
、
駐

在
・
派
遣

査
察

官
を

支
援

す
る

と
と

も
に

、
日

本
そ

の
他

の
地

域
諸

国
で

の
抜

き
打
ち

的
査
察

や
、

査
察

開
始

間
際

の
ス
ケ

ジ
ュ

ー
ル
変
更

に
対
応

す
る

。
・
保
障
措
置

関
連

の
査
察

に
必

要
な

技
術

的
、

事
務

的
作
業

を
効
果

的
に
遂

行
で

き
る

よ
う

、
作
業

事
務

所
を
提
供

す
る

。
・
保
障
措
置

に
関

連
す

る
各

種
機

材
の

保
守

と
修
理

を
行
え

る
施

設
を
備
え

た
保
管

・
輸
送
拠
点

を
提
供

す
る

。
・
六
ヶ

所
再
処
理
工
場
オ

ン
サ

イ
ト
分
析

所
（
O

S
L
）
で

日
常

的
業

務
を

行
う
駐

在
分
析

官
を
提
供

す
る

。

3
2

労
働

国
連

IL
O

国
際
労
働

機
関

(I
L
O

)駐
日

事
務

所
渋

谷
区

神
宮

前
・
国

際
労
働

基
準
そ

の
他

IL
O
が
推
進

す
る

政
策

の
普
及

・
IL

O
技

術
協

力
の
推
進

3
3

統
計

国
連

S
IA

P
国

連
連

合
ア

ジ
ア
太
平
洋
統

計
研

究
所

(S
IA

P
)

1
9
7
0

千
葉

市
美
浜

区
ア

ジ
ア
太
平
洋

諸
国

、
ア

フ
リ
カ
や
中
南
米

、
さ

ら
に
ヨ

ー
ロ

ッ
パ

を
含

め
た
全
世
界

の
政

府
統

計
職
員

を
養

成
S
ta

ti
st

ic
s 
B

u
re

au

3
4

司
法

国
連

U
N

A
F
E
I

国
際

連
合

ア
ジ

ア
極

東
犯
罪
防
止

研
修

所
(U

N
A

F
E
I)

1
9
6
2

東
京
都

府
中

市
1
5
名

・
犯
罪
防
止

・
刑

事
司
法

関
係

の
実

務
家

を
招
へ
い

し
て

の
研

修
や

セ
ミ
ナ

ー
の
実
施

海
外

に
お
い
て

の
刑

事
司
法

の
改
善

を
目

的
と

し
た

技
術
協

力
事
業
や
犯
罪
防
止

、
犯
罪
者
処
遇

に
関

す
る

調
査

研
究
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分
野

国
連

o
r

非
国

連
機

関
日

本
に

あ
る

組
織

の
名

称
設

立
所

在
地

人
数

活
動

内
容

3
5

人
口

国
連

U
N

F
P
A

国
際

連
合

人
口

基
金

(U
N

F
P
A

)東
京

事
務

所
S
ep
-
0
2

渋
谷

区
神

宮
前

・
世
界

の
人
口

問
題

に
つ
い
て

の
理
解

を
共
有

し
、
協
働

の
輪

を
広
げ

、
人
口

問
題

と
S
R
H
/
R
R
に

よ
り
配
慮

し
た

政
策
･対
応

を
日

本
政

府
に

求
め

る
・
講
演

活
動
や

各
種

イ
ベ

ン
ト
を

通
じ

た
広

報
・
キ
ャ

ン
ペ

ー
ン

・
マ

ス
メ
デ

ィ
ア
や

出
版

物
を

通
じ

た
広

報
活

動
と

情
報

発
信

・
N

G
O

な
ど

市
民

社
会

と
の

連
携

に
よ

る
活

動
・
政

府
関
係

機
関

と
の
協

力
を
広
げ

る
・
政

策
決
定
者

と
の

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク

作
り

3
6
都

市
計

画
国

連
U

N
-
H

A
B

IT
A

T
国

際
連

合
人

間
居
住

計
画

（
ハ
ビ

タ
ッ

ト
）
福

岡
支

部
(ア

ジ
ア
太
平
洋
担
当

)
O

ct
-
9
7

福
岡

市
中
央

区
約

2
0
名

・
ア

フ
ガ

ニ
ス

タ
ン

の
都

市
再
建

事
業

、
カ

ン
ボ

ジ
ア

の
ス
ラ

ム
改
善

事
業

、
バ

ン
グ
ラ
デ

シ
ュ

の
貧

困
緩
和

、
中

国
の
都

市
に
お

け
る
環
境

改
善

、
中

国
に
お

け
る

「
福
岡
方
式

」
に

よ
る
ご
み
埋

立
地

の
改
善

事
業

・
人

間
居
住

に
関

す
る

関
心

・
理
解

を
深

め
る

た
め

の
、

地
域

に
根
ざ

し
た

情
報
提
供

活
動

(シ
ン
ポ

ジ
ウ

ム
開
催

、
学
校

な
ど
で

の
講
演

、
パ

ネ
ル
展
示

、
ま

た
ア

ジ
ア
太
平
洋

地
域

の
小

学
生

を
対

象
と

し
た
絵

画
コ

ン
ク

ー
ル

の
実
施

)

3
7

人
材
育

成
国

連
U

N
IT

A
R

国
際

連
合
訓
練

調
査

研
究

所
(U

N
IT

A
R
)広

島
事

務
所

2
0
0
3

広
島

市
中

区

・
国

際
経
済

と
金
融

・
国

際
平
和
維
持

活
動

・
世
界
遺
産

の
管
理

と
保
全

・
紛
争
後

の
復
興

(ア
フ
ガ

ニ
ス

タ
ン
奨

学
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
)

・
海
洋

と
人

間
の
安
全

保
障

・
訓
練
方
法
論

と
専
門
家

の
た

め
の

ト
レ

ー
ニ

ン
グ

(T
o
T

)
・
国

連
開

発
計

画
/
U

N
IT

A
R
/
釧
路

国
際
ウ

ェ
ッ

ト
ラ

ン
ド

セ
ン

タ
ー

　
生

物
多
様
性

と
気
候
変

動

3
8
ﾎ
ﾞﾗ
ﾝ
ﾃ
ｨｱ

国
連

U
N
V

国
際

連
合
ボ
ラ

ン
テ

ィ
ア

計
画

(U
N
V

)
渋

谷
区

神
宮

前

・
ボ
ラ

ン
テ

ィ
ア

リ
ズ

ム
推
進

・
現

地
に
溶

け
こ
み

、
人
々

の
生

活
に
密
着

し
た

支
援

「
農
業

、
通

信
、
土
木

、
医
療

と
い
っ

た
技

術
開

発
の

分
野

に
お

け
る

活
動
か

ら
、
紛
争
や
自
然
災
害

な
ど

に
対
応

す
る

た
め

の
緊
急

人
道

援
助

、
ま

た
効
果

的
な

開
発
協

力
の

基
盤

と
な

る
平
和
や

民
主

主
義

の
推
進

、
人
権
擁
護

の
た

め
の

活
動

に
至

る
ま
で

、
多
様

な
分

野
で

1
0
0
種

類
以

上
の
職

種
に

わ
た

る
活

動
」

3
9

観
光

国
連

U
N
W

T
O

世
界
観
光

機
関

（
U

N
W

T
O

）
ア

ジ
ア
太
平
洋

セ
ン

タ
ー

Ju
n
-
9
5

大
阪

府
泉
佐

野
市

り
ん
く

う

・
U

N
W

T
O

関
連

の
国

際
会
議

の
開
催

・
観
光

開
発

を
通
じ

た
貧

困
軽

減
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
事
業

・
U

N
W

T
O

の
諸

活
動

に
関

す
る

情
報
提
供

・
広

報
宣
伝

・
途

上
国

等
観
光
従

事
者

教
育
訓
練

セ
ミ
ナ

ー
の
実
施

4
0

保
健

国
連

W
H

O
世
界

保
険

機
構

(W
H

O
)健
康

開
発
総

合
研

究
セ

ン
タ

ー
(W

H
O

神
戸

セ
ン

タ
ー

)
1
9
9
5

神
戸

市
中
央

区
健
康

の
社

会
的
決
定

要
因

に
つ
い
て
取

り
組

む
た

め
の

、
そ

し
て

貧
し
く

社
会
か

ら
取

り
残
さ
れ

た
人
々

を
守

る
た

め
の
最
善

策
を
求

め
て

研
究

活
動

4
1

知
財

国
連

W
IP

O
世
界

知
的

所
有
権

機
関

（
W

IP
O

)日
本

事
務

所
2
0
0
6

渋
谷

区
神

宮
前

・
P
at

en
ts

・
tr

ad
em

ar
k
s(

M
ad

ri
d
 s

ys
te

m
)

・
D

es
ig

n
s(

H
ag

u
e 

sy
st

em
)

・
A

p
p
el

la
ti
o
n
s 

o
f 
o
ri
gi

n
(L

is
b
o
n
 s

ys
te

m
)

・
P
ro

te
ct

io
n
 o

f 
st

at
e 

em
b
le

m
s(

A
rt

ic
le

 6
te

r)
・
A

rb
ir
at

io
n
 a

n
d
 m

ed
ia

ti
o
n
 c

en
te

r
・
D

o
m

ai
n
 n

am
e 

d
is

p
u
te

 r
es

o
lu

ti
o
n

・
In

te
rn

at
io

n
al

 c
la

ss
if
ic

at
io

n
s

4
2

海
事

非
国

連
東

京
M

O
U
財
団
法

人
東

京
エ

ム
オ
ウ
ユ
ウ

事
務

局
M

ar
-
9
4

港
区
新
橋

4
名

・
P
S
C
委
員

会
の

開
催

・
運
営

・
各
参
加

国
P
S
C
検

査
官

対
象

の
各

種
ト
レ

ー
ニ

ン
グ

、
セ

ミ
ナ

ー
の

開
催

・
ウ
ラ

ジ
オ

ス
ト
ッ

ク
に
デ

ー
タ

セ
ン

タ
ー

(A
P
C

IS
)を
置

き
、

各
参
加

国
及
び
他

の
M

O
U

と
の
検

査
情

報
等

の
情

報
交
換

を
行

う

4
3

海
事

非
国

連
IA

P
H

国
際
港
湾
協

会
1
9
5
5

港
区
海
岸

8
名

・
世
界
港
湾

会
議

・
地

域
会
議

・
専
門
委
員

会
・
シ

ン
ポ

ジ
ウ

ム
・
ワ

ー
ク

セ
ッ

シ
ョ
ン

・
国

際
機

関
と

の
協

力
・
出

版
と
広

報
・
開

発
途

上
国
港
湾
へ

の
支

援
・
日

本
セ

ミ
ナ

ー
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関連情報 （４） 

 

日本が関係する海事に関する国際連携の例 

 

1 ASF（Asian Shipowner’s Forum） 

1.1 発足者 

日本船主協会の呼び掛けで発足。 

1.2 設立年度 

1992 年 4月 

1.3 設立背景 

アジア地域船主間相互信頼を一層緊密化させ、アジアの海運の共存共栄を図ることを目的

に設立された。 

2007 年 10 月にはシンガポールにオフィスが設置された。 

1.4 組織 

アジア各国の船主協会と ASEAN 船主協会（FASA：Federation of ASEAN Shipowner’s 

Associations）により構成されている。 

(1) アジア各国の船主協会 

インド：INSA（Indian National Shipowner’s Association） 

オーストラリア：ASA（Australian Shipowners Association ） 

韓国：KSA（The Korea Shipowners Association） 

台湾：NACS（The National Association of Chinese Shipowners） 

中国：CSA（The China Shipowners Association） 

日本：JSA（The Japanese Shipowners Association） 

香港：HKSOA（The Hong Kong Shipowners Association） 

(2) FASA メンバー  

インドネシア、シンガポール、タイ、フィリピン、ベトナム、マレーシア、ミャンマー 

1.5 取り組み 

海運経済、シップリサイクリング、安全・環境、船員、船舶保険などの問題について取り

組んでいる。問題ごとに以下に示す 5 つの委員会が設立されており、少なくと年に 1 度の会

議が開催されている。 
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(1) 海運経済：SERC（The Shipping Economics Review Committee） 

経済情報に基づく海運業経営者の意思決定の質向上を目的とした委員会 

Chairman: Mr. Yasumi Kudo (JSA), Secretary: Mr. Takashi Ishikawa (JSA) 

(2) シップリサイクリング：SRC（The Ship Recycling Committee） 

安全・環境上適切なシップリサイクルを船主が推進する方策等の議論を目的とした委

員会 

Chairman: Mr. Bronson Hsieh (NACS), Secretary: Mr. Bob H L Hsu (NACS) 

(3) 安全・環境：SNEC（The Safe Navigation and Environment Committee） 

船舶の航行安全及び海洋環境の保護の問題に取り組む委員会 

Chairman: Mr. S.S. Teo (FASA), Secretary: Mr. Daniel Tan (FASA) 

(4) 船員：SC（The Seafares Committee） 

船員の労働条件、アジア人船員の雇用問題、船員の育成等の議論を目的とした委員会 

Chairman: Mr. Li Shan Min (CSA), Secretary: Mr. Gilbert Feng (HKSOA) 

(5) 船舶保険：SILC（The Ship Insurance and Liability Committee） 

保険分野において、アジア船主の意見を集約し、世界に向けて発信していくことを活

動の基本とした委員会 

Chairman: Mr. George chao (HKSOA), Secretary: Mr.  Arthur Bowring (HKSOA) 

1.6 近年開催された会議 

2009 年 9月 18 日：第 17 回 SNEC 中間会議がシンガポールにて開催 

� 世界での海賊事件数の増加問題と対策について 

� 船拍からの GHG 排出量削減対策の重要性について 

2009 年 3月 17 日：第 16 回 SNEC 中間会議がシンガポールにて開催 

2008 年 12 月 10 日：第 21 回 SERC 中間会議が日本にて開催 

� 世界不況の改善対策について 

� ドライバルクとタンカーの市場動向について 

� ライナー市場について 

2008 年 11 月 20～21 日：第 14 回 SC 中間会議がマレーシアにて開催 

2008 年 9月 15 日：第 15 回 SNEC 中間会議がシンガポールにて開催 

2008 年 6月 2～4日：第 17 回 ASF が中国にて開催 

2008 年 4月 8日：第 13 回 SILC 中間会議が香港にて開催 

2008 年 3月 10 日：第 11 回 SRC 中間会議がインドネシアにて開催 
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2 ASEF（Asian Shipbuilding Expert’s Forum） 

2.1 主催者 

㈶日本船拍技術研究協会（JSTRA：Japan Ship Technology Research Association） 

2.2 設立年度 

2007 年 11 月（第 1回フォーラムを開催） 

2.3 設立背景 

安全性確保や環境保全の規制強化を求める動きが強まる中で、国際規則の強化に対応する

ため、アジア地域の造船業界が船舶に係る国際規制や基準の動向を早い段階で察知し、意見

交換を通じて共通の理解を得るとともに、そこで交わされた意見や対応策を国際的に発信す

ることにより、造船産業全体の発展に繋げることを目的に設立された。 

2.4 組織 

主催者の JSTRA 以外に以下の 3団体により構成されている。 

なお、アジアにて造船業に関する機関の代表者や技術者、研究開発機関には会員資格が与

えられ、船拍に関係する政府機関はオブザーバーとして参加する。 

� 韓国造船工業会（KOSHIPA：The Korea Shpbuilders’ Association） 

� 日本造船工業会（SAJ：The Shipbuilders’ Association of Japan） 

� 中国船舶工業行業会（CANSI：China Association of the National Shipbuilding Industry） 

2.5 取り組み 

国際海上技術規制に関する議題を選出し、議論している。少なくとも年に１度は会議を開

催しており、将来は IMO の NGO 機関を設立する予定である。 

2.6 近年開催された会議 

2009 年 12 月 3～4日：第 3回フォーラムを中国にて開催 

� 大気汚染問題について 

� BWM（Ballst Water Management）協定と BWT（Ballst Water Treatment）システ

ムについて 

� PSPC（Peformance Standards for Protective Coatings）について 

� 安全と環境に配慮したリサイクルのための国際協定について 

� GBS（Goal-Based Standard）の近年の発展について      等 

2008 年 11 月 12～13 日：第 2回フォーラムを韓国にて開催 

2007 年 11 月 15～16 日：第 1回フォーラムを日本にて開催 
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3 アジア海事フォーラム 

3.1 設立年度 

2010 年 2月（第 1回フォーラムを開催） 

3.2 設立背景 

2009 年に日本で催された IMO60 周年記念・国際海事専門家会合での合意を受け、発足され

たものであり、各国海事政策実務担当者による意見交換を目的としている。 

3.3 組織 

アジア海事フォーラムは、アジア地域の IMO理事国である 10ヶ国で構成されている。参加

国（アジア地域の IMO理事国）は、以下に示すとおりである。 

 

・インド ・タイ ・フィリピン 

・インドネシア ・中国 ・マレーシア 

・韓国 ・日本  

・シンガポール ・バングラデシュ  

3.4 近年開催されたフォーラム 

初の開催となった 2010 年は、IMO が 2010 年を「船員の年」と位置付けていることから、テー

マを船員政策とされた。 

各国から現状や課題が報告され、ホスト国の日本はこれら各国からの報告を取りまとめ、

IMO に対して提言を文書提出する。 

 

4 アジア海事センター構想 

4.1 主催者 

全日本海員組合が主催。 

4.2 設立背景 

アジア海事センター構想は、日本商船隊に乗り込む船員に対し、彼らの資質向上に向けた

教育訓練を施すことにより、日本商船隊の安定輸送体制の確立に向け、官労使で取り組むこ

とを目指すことを目的に設立された。 

4.3 組織 

全日本海員組合が中国、フィリピン、ベトナムなどの政府承認の下、各国の組合とともに

取り組んでおり、更に ASEAN諸国での充実に向け、連携が進められている。 
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4.4 取り組み 

具体的な取り組みは、以下の 5点である。 

(1) JSU-CSU中国海員大連総合研修センター 

� CSU（Chinese Seafarers’ Union）とともに、日本商船隊に乗り込む中国人船員の

資質向上を目的とした訓練施設を大連に開設。 

� BRM研修及び英語研修が実施可能。 

(2) JSU/IMMAJキャンパス 

� 日本商船隊に乗り込むフィリピン人船員の確保を目的に、MAAP（Maritime Academy 

of Asia nad the Pacific）内に校舎を建設。 

� JSU/IMMAJ（International Mariners Management Association of Japan：国際船

員労務協会）奨学金制度をスタートし、初年度は 250 人の学生を支援。 

(3) JSU/PSUマリナーズコートセブ 

� セブに JSU/PSU（Philippine Seafarers Union）組合員及びその家族に対する福

利厚生施設を建設中。 

� JSU事務所、会議室、教室やレストランを含む宿泊施設。 

(4) JSU/AMOSUP ダパオ船員センター 

� ダバオに JSU/AMOSUP（Associated Marine Officer’s and Seaman’s Union of the 

Philippinnes）組合員及びその家族に対する福利厚生施設を AMOSUP船員病院のダ

バオ船員病院敷地内に開設。 

� コンピュータルーム、自習室や娯楽施設を含む宿泊施設。 

(5) 英語教育訓練プロジェクト 

� 全日海独自の取り組みとして、船員に対する英語研修を実施。 

� 天津・ホーチミン・ハイフォンにおいて JSU 教室を開き、多くの中国・ベトナム

の船員が卒業。 
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関連情報 （５） 

 

欧州における研究開発 
 

 

１．欧州における研究開発の位置づけ 

 

（1） リスボン戦略(Lisbon Strategy) (Presidency Conclusions at Lisbon European 

Council)（2000年3月） 

「（2010年までに、）より良い雇用及びより強い社会的連帯により、持続的な経済

成長が可能となる、世界で最も競争力を有し、最もダイナミックな、知識基盤型社

会となる」 

 

‘The Union has today set itself a new strategic goal for the next decade: 

to become the most competitive and dynamic knowledge-based economy in the 

world, capable of sustainable economic growth with more and better jobs and 

greater social cohesion.’ 

 ‘overall strategy’ 

-  preparing the transition to a knowledge-based economy and 

society by better policies for the information society and R&D, 

as well as by stepping up the process of structural reform for 

competitiveness and innovation and by completing the internal 

market. 

 

欧州研究エリア（European Research Area：ERA）構築に向けた取り組みの必要性

が「リスボン戦略」において打ち出されている。 

 

（2） 研究開発投資目標設定(Presidency Conclusions at Barcelona European Council)

（2002年3月） 

「2010年までにEU のGDP の3 ％を研究開発に投資する（うち、2 ％は民間投資によ

る）」 

 

（3） 新リスボン戦略(Working together for growth and jobs – A new start for the Lisbon 

Strategy -)（2005年2月） 

a.研究開発について、2002年のバルセロナで採択された「3 ％投資目標」を引き続

き維持し、その達成に向け努力することを再確認。 

b.投資促進のために、対象分野を経済成長と雇用創出に効果のある情報通信技術な

ど、特定の分野に集中。 

c.研究開発に関する新しい行動計画の狙い 

①研究開発投資の改善、増強 

②イノベーション、情報通信技術の吸収と資源の持続可能な利用促進 

③強い欧州産業基盤へ貢献 

d.加盟国ごとの進捗状況を毎年評価 

 

（4） 「欧州研究エリアの構築」 (Building the ERA of knowledge for growth) （2005

年4月） 

「欧州は、天然資源が乏しく、低賃金で環境を犠牲にするような競争を望まない。
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同時に、生活・保健・環境などに関する社会的課題への対処が必要となっている。

「知」への投資は、欧州の持続的成長を促進し、質の高い雇用を創出する最善かつ、

おそらく唯一の方法である。また同時に、社会の進化と環境の持続可能性を保証す

るものでもある。つまり、こうした現状は、世

界規模の競争と高齢化に直面する欧州にとって、

社会モデルを維持・強化していく好機である。

リスボン戦略は、まさにその挑戦のための計画

である。 

 真の意味で、競争力があり、知識を基盤とす

る経済へと到達するためには、研究を通じた

「知」の創出、教育を通じた「知」の普及、イ

ノベーションを通じた「知」の実用化（これを

「知の三角形」と呼ぶ）を十分に機能させる必

要がある。そのためには、EU の研究開発への投資、特に公的な研究助成を強化して

いく必要がある。」（大磯輝将氏要約） 

 

(5)  研究開発投資目標（2010年までにGDPの3%）の達成状況 

2005年度において1.84%であり、2010年では最大で2.6%に留まる見込み。 

 

(参考) 各国の研究開発投資のGDPに占める割合 

  日本（2004年度） 3.18% 

  米国（  〃  ） 2.68% 

  中国（2005年)  1.34% 

 

   研究開発投資に占める民間支出の割合 

    欧州   54.8% 

    日本   74.8% 

    米国   63.7% 

    中国   66% 
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２．欧州研究開発フレームワーク計画（Framework Programme for Research and 

Technological Development (FP)） 

 

(1) 1984年発足したEUの研究開発活動を支援する最も主要な枠組み。欧州委員会により公募

され、3ヶ国以上の異なる研究機関の参加が必要。研究開発資金のおよそ半分がEU予算

（原資は加盟各国がGDPに応じた拠出）により支援。 

FP予算額の推移（億ユーロ）

33 54 66
131 150

191

533
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200

300

400

500

600

FP1 FP2 FP3 FP4 FP5 FP6 FP7

 
 

(2) FP6(2002-2006) 

テーマ： 「欧州研究エリア」（ERA）の構築 

 

(3) FP7(2007-2013) 

テーマ： 「産学官連携」、「基礎研究支援」、「人材育成」、「中小企業支援」 

 

「技術プラットフォーム（Technology Platform）」の設置（→分野ごとに30を超える

TPが形成されている。）。 
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３．海事関係の欧州の研究開発 

 

（1） LeaderSHIP2015(Defining the Future of the European Shipbuilding and Repair 

Industry – Competitiveness through Excellence)(2003年11月) 

・ 技術プラットフォームの創設 

・ 他産業と同様の研究開発投資環境の整備 

・ 助成のあり方の検討、等 

 

（2） Waterborne（2005年1月発足） 

海事分野のための欧州の技術プラットフォーム。 

欧州の海事関係のクラスターによる技術革新に関わる努力の成果を集積し海事産

業の競争力向上を図ることを目的。 

造船、舶用機器、輸送サービス事業者、港湾、海洋資源等の産業界のステークホ

ルダー、EU 加盟各国の行政当局、欧州委員会の関連部局が参加。 

 

（3） グリーンペーパー（Towards a future Maritime Policy for the Union: A European 

Vision for the Oceans and Seas）(2006年6月) 

「環境的に持続可能な形で繁栄する海事経済の発展を目指した包括的な海事政策が

特に必要である。かかる政策は、卓越した海洋科学研究、技術、革新が支援する必

要がある」との戦略的目標達成のため次の2つが必要。 

① EU域内の成長ならびに雇用の増大及び改善を促進するリスボン戦略に準拠す

べき。知識やスキルに対する投資の継続は、競争力を維持し良質の雇用を確保

するための重要な要素。 

② すべての海事活動の基礎となる資源（海洋そのもの）の状態を維持・改良する。 

 

（4） FP6(2002-2006) 

海事関係52件のプロジェクト（HERCULES（低排ガスエンジンの開発）やSAFEDOR（リ

スクベース思想の構築が含まれている） 

プロジェクト総額 3.72億ユーロ 

FP支援   1.65億ユーロ 

 

（5） FP7(2007-2013)（別紙参照） 
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 欧州全体 FP 海事 

2000年 リスボン戦略（2000年3月）   

2001年    

2002年 研究開発投資目標設定 

（2002年3月） 

FP6 (2002-2006)

 

 

2003年   LeaderSHIP2015 

(2003年11月) 

2004年    

2005年 新リスボン戦略（2005年2

月） 

 Waterborne 

(2005年1月発足） 

 

2006年   グリーンペーパー（海事政策）

(2006年 6月) 

2007年  FP7 (2007-2013)

 

 

2008年    

2009年   

 

 

2010年    
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欧州と日本の比較 

 
欧州 日本 欧州 

/日本 

人口       （百万人） 
492 128 3.84

ＧＤＰ（2006年） （兆ユーロ） 
10.9 3.7 2.94

一人あたりＧＤＰ （千ユーロ） 
23 29 0.79

2002 1.1 -0.3 -

2003 1.0 1.4 -

2004 2.3 2.7 -

2005 1.6 2.7 -

GDP成長率 

（対前年％） 

2006 2.9 2.2 -

竣工（隻数） 
561

(CESA)

543 

(造工) 

1.03

竣工（千 GT） 
6049

(CESA)

17525 

(造工) 

0.34

売上げ（百万ユーロ） 
15000

(CESA)

12000 

(CESA) 

1.25

造
船

業
(2
0
0
7
年
) 

売上げ/GT（千ユーロ/GT）
2.47 0.68 3.6
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